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平成27年10月２日（金曜日）

午後１時１分開会

会議に付託された議案等

○議案第23号 平成26年度宮崎県歳入歳出決算

の認定について

○議案第24号 平成26年度宮崎県電気事業会計

利益の処分及び決算の認定につ

いて

○議案第25号 平成26年度宮崎県工業用水道事

業会計利益の処分及び決算の認

定について

○議案第26号 平成26年度宮崎県地域振興事業

会計利益及び資本剰余金の処分

並びに決算の認定について

○報告事項

・平成26年度宮崎県公営企業会計（電気事業）

継続費精算報告書（別紙２）

・平成26年度宮崎県公営企業会計（工業用水道

事業）継続費精算報告書（別紙３）

出席委員（７人）

主 査 重 松 幸次郎

副 主 査 日 高 博 之

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 井 本 英 雄

委 員 中 野 明

委 員 田 口 雄 二

委 員 図 師 博 規

欠席委員（なし）

委員外委員（なし）

説明のため出席した者

警察本部

警 察 本 部 長 野 口 泰

警 務 部 長 新 島 健太郎

警務部参事官兼
鬼 塚 博 美

首 席 監 察 官

生 活 安 全 部 長 片 岡 秀 司

刑 事 部 長 黒 木 典 明

交 通 部 長 鳥 井 宏 一

警 備 部 長 金 井 嘉 郁

警務部参事官兼
永 野 博 明

警 務 課 長

生活安全部参事官兼
神 坂 正 信

生活安全企画課長

生 活 環 境 課 長 児 島 孝 思

総 務 課 長 小 野 博

警務部参事官兼
廣 澤 康 介

会 計 課 長

少 年 課 長 藤 川 寿 治

交 通 規 制 課 長 大 野 正 人

運 転 免 許 課 長 鍋 倉 幸 次

企業局

企 業 局 長 四 本 孝

副 局 長
梅 原 裕 二

（ 総 括 ）

副 局 長
満 留 康 裕

（ 技 術 ）

総 務 課 長 沼 口 晴 彦

経 営 企 画 監 森 本 誠 二

工 務 課 長 新 穗 伸 一

開 発 企 画 監 上 石 浩

電 気 課 長 喜 田 勝 彦

施 設 管 理 課 長 平 松 信 一

総 合 制 御 課 長 新 見 剛 介

事務局職員出席者

政策調査課主幹 西久保 耕 史

議 事 課 主 事 八 幡 光 祐
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○重松主査 ただいまから決算特別委員会文教

警察企業分科会を開会いたします。

まず、分科会の日程についてでありますが、

分科会の日程については、お手元に配付の日程

案のとおりでよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松主査 それでは、そのように決定いたし

ます。

次に、先ほど開催されました主査会における

協議内容について御報告いたします。

まず、審査の際の執行部説明についてであり

ます。

お手元に配付の説明要領により行いますが、

決算事項別の説明は、目の執行残が100万円以上

のもの及び執行率が90％未満のものについて、

また主要施策の成果は、主なものについて説明

があると思いますので、審査に当たりましては

よろしくお願いいたします。

次に、監査委員へ説明を求める必要が生じた

場合についてですが、主査会において「他の分

科会との時間調整を行った上で、質疑の場を設

けること」とする旨、確認がなされましたので、

よろしくお願いいたします。

それでは、執行部入室のため、暫時休憩いた

します。

午後１時２分休憩

午後１時３分再開

○重松主査 分科会を再開いたします。

平成26年度決算について、執行部の説明を求

めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○野口警察本部長 先日の常任委員会における

警察本部関係の議案審査につきましては、御審

議をいただき、ありがとうございました。

引き続き、適正な警察行政の推進に努めてま

いりたいと考えております。

本日は、平成26年度の警察本部に係る決算の

概要及び平成26年度に推進してまいりました主

要施策について御説明させていただきます。

平成26年度一般会計の決算につきましては、

予算額274億5,888万6,412円、支出済額272億672

万3,503円であり、常に適正な予算執行に努めて

まいったところであります。

また、平成26年度は、宮崎県総合計画「未来

みやざき創造プラン」に掲げられた将来像であ

る「安全な暮らしが確保される社会」の実現を

目指し、「安全で安心なまちづくり」と「交通安

全対策の推進」を施策の柱として、各事業に取

り組んだところでございますので、これらにつ

いて御審議のほどをよろしくお願いいたします。

決算の概要と主要施策の成果についての説明

は、お手元に配付しております決算特別委員会

（分科会）の資料により、警務部長から具体的

に説明をさせていただきます。

県警につきましては、今後も予算を有効かつ

適正に執行するとともに、時代に対応した施策

に取り組み、安全で安心な宮崎を目指し、努力

していく所存でございますので、よろしくお願

いいたします。

私からの説明は以上でございます。

○新島警務部長 それでは、私のほうから警察

本部の平成26年度決算の概要について御説明い

たします。

お手元の平成26年度決算特別委員会資料をご

らんください。

まず、２ページをお開きください。平成26年

度決算事項別明細総括表により、平成26年度の

平成27年10月２日(金)
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決算の概要について説明いたします。

警察本部の一般会計につきましては、予算

額274億5,888万6,412円、支出済額272億672

万3,503円、翌年度繰越額1,236万4,000円、不用

額２億3,979万8,909円、執行率99.1％でありま

した。

それでは、目で不用額が100万円以上のもの及

び執行率が90％未満のものにつきましては御説

明するところですが、執行率が90％未満のもの

はございませんでした。

最初に、決算の明細につきまして、３ページ

をお開きください。

まず、（款）１警察費（項）１警察管理費（目）

１公安委員会費につきましては、予算額1,394

万4,000円、支出済額1,309万3,161円、不用額85

万839円、執行率93.9％でありました。

公安委員会費は、公安委員や警察署協議会委

員の報酬及び公安委員会の運営に要する経費等

でありますが、その不用額の主なものは、公安

委員の報酬等の不用額であります。

次に、（目）２警察本部費につきましては、予

算額215億4,681万8,412円、支出済額214億2,259

万3,232円、不用額１億2,422万5,180円、執行

率99.4％でありました。

警察本部費は、職員の人件費及び警察職員の

設置に要する経費でありますが、その不用額の

主なものは、職員手当等における退職手当等の

減、共済費における早期退職者に伴う共済費の

減、報償費における家族報償費等の減でありま

す。

このうち、不用額の大きい、職員手当等にお

ける退職手当等の減につきましては、退職者は

定年退職のほか、希望退職や死亡退職もあるこ

とから、多目に予算を編成しておりましたが、

最終的に１月以降、こうした退職者が少なかっ

たことから不用額が生じたものであります。

次に、４ページに移りまして、（目）３装備費

につきましては、予算額４億91万5,000円、支出

済額３億8,736万6,595円、不用額1,354万8,405

円、執行率96.6％でありました。

装備費は、警察の機動力や警察装備の整備に

要する経費でありますが、その不用額の主なも

のは、需用費における警察車両維持費等の減で

あります。

警察車両維持費等の減につきましては、警察

車両の維持に必要な燃料費の単価が安くなった

ことにより不用額が生じたものであります。

次の、（目）４警察施設費につきましては、予

算額11億7,112万6,000円、支出済額11億5,835

万1,507円、不用額1,277万4,493円、執行率98.9

％でありました。

警察施設費は、警察施設の計画的整備と適正

な管理に要する経費でありますが、その不用額

の主なものは、委託料における庁舎維持管理委

託費等の減、工事請負費における庁舎維持管理

工事費等の減、公有財産購入費における交番・

駐在所土地購入額の減であります。

このうち、不用額の大きい交番・駐在所土地

購入費の減につきましては、延岡駅交番及びえ

びの警察署管内の五日市駐在所用の土地を購入

しましたが、特に延岡駅交番用の土地は280平米

程度を購入する予定のところ、契約相手である

ＪＲの売却できる面積が約240平米となったこと

により不用額が生じたものであります。

次に、５ページに移りまして、（目）５運転免

許費につきましては、予算額７億6,952万6,000

円、支出済額７億6,234万3,262円、不用額718

万2,738円、執行率99.1％であります。

運転免許費は、自動車運転免許試験及び各種

講習、その他運転免許事務処理に要する経費で
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ありますが、その不用額の主なものは、需用費

における運転免許事務関係消耗品等の減、委託

料における運転免許事務委託等の減であります。

このうち、不用額が大きい運転免許事務関係

消耗品費等の減につきましては、年度末におけ

る運転免許証の更新者が想定よりも少なく、Ｉ

Ｃ免許証の購入費に不用額が生じたものであり

ます。

最後に、６ページ目に移りまして、（項）２警

察活動費（目）１警察活動費につきましては、

予算額35億5,655万7,000円、支出済額34億6,297

万5,746円、翌年度繰越額1,236万4,000円、不用

額8,121万7,254円、執行率97.4％、繰越額を含

めた執行率97.7％であります。

警察活動費は、警察活動全般に要する経費や、

信号機及び道路標識等の交通安全施設の維持・

整備に要する費用でありますが、その不用額の

主なものは、報酬における非常勤職員報酬の減、

報償費における協力援助者の災害給付金等の減、

旅費における費用弁償旅費等の減、需用費にお

ける留置人給食費等の減、役務費における警察

電話通信費等の減、使用料及び賃借料における

各種リース機材経費等の減、工事請負費におけ

る交通安全施設工事費等の減、負担金・補助及

び交付金における暴力団排除活動支援事業費等

の減であります。

このうち、不用額の大きい、需用費における

留置人給食費等の減につきましては、留置人の

給食費に不足が生じないよう、多くの予算を確

保していましたが、結果的に留置人が多くなる

事案がなかったことから、不用額が生じたもの

であります。

使用料及び賃借料における各種リース機材経

費等の減につきましては、各種リース機器の執

行残のほか、交通流監視用カメラの回線使用料

を見直したことによる執行残等により不用額が

生じたものであります。

工事請負費における交通安全施設工事費等の

減につきましては、信号機や標識・表示の工事

における入札残等により不用額が生じたもので

あります。

以上で、平成26年度決算事項別説明を終わり

ます。

続きまして、平成26年度主要施策の成果につ

いて御説明いたします。

平成26年度決算特別委員会資料の１ページ目

にあります宮崎県総合計画「未来みやざき創造

プラン」（公安委員会関係）をごらんください。

警察本部におきましては、未来みやざき創造

プランの施策体系のうち、「くらしづくり」の分

野において、将来像として、「１ 安全な暮らし

が確保される社会」に位置づけられており、こ

ちらの（１）では、安全で安心なまちづくり、

（２）では、交通安全対策の推進という施策の

柱に分類され、それぞれの基本的方向性に基づ

き、施策推進のための各種事業に取り組んでい

るところであります。

それでは、お手元にあります別冊の平成26年

度主要施策の成果に関する報告書をごらんくだ

さい。

355ページをお開きください。

まず、１ 安全な暮らしが確保される社会の

（１）安全で安心なまちづくりにつきまして御

説明いたします。

当該施策の目標は、県民一人一人が防犯意識

を高めるとともに、行政・事業者・地域住民等

が業種や世代を超えて犯罪の防止や安全の確保

に必要な取り組みを行うことによって、高い規

範意識ときずなが根づき、犯罪の起きにくい安

全で安心なまちづくりが推進される社会を目指
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すものであります。

再度、先ほどの資料、横長の１ページもあわ

せてごらんください。

その中の基本的方向性といたしまして、「犯罪

の起きにくい安全で安心なまちづくりの推進」、

「少年の非行を生まない社会づくりの推進」、「被

害者支援活動の推進」の３つを掲げております。

このうち、犯罪の起きにくい安全で安心なま

ちづくりの推進につきましては、主な事業とし

て、再度、主要施策の成果に関する報告書に戻

りまして、355ページをごらんください。

この表にありますように、「地域の安全を守る

街頭活動強化事業」、「サイバー犯罪等捜査強化

事業」、「事業所暴力団等排除責任者講習事業」

を推進いたしました。

このうち、地域の安全を守る街頭活動強化事

業につきましては、交番相談員を県下12警察

署、44交番に47人配置して、一部の業務を交番

勤務員にかわって行わせるとともに、警察安全

相談員を警察本部及び県下10警察署に18人配置

して、警察官にかわって警察に寄せられる多種

多様な相談を受理しております。これにより、

警察官は警ら活動や捜査活動などの街頭活動を

強化し、地域の安全を確保しました。

サイバー犯罪等捜査強化事業につきましては、

増加するサイバー犯罪の被害防止等を図る目的

で、児童や保護者、教育関係者等を対象とした

サイバーセキュリティカレッジを202回開催する

とともに、不正アプリによるサイバー犯罪に対

応するため、不正アプリ解析用装置の導入など

を行いました。

事業所暴力団等排除責任者講習事業につきま

しては、各事業所に選任された責任者に対して、

暴力団等反社会的勢力による不当要求等の被害

防止を図るため、その対応要領の教示を目的と

して、事業所暴力団等排除責任者講習を25回開

催しております。

次に、再度、横長の先ほどの資料の１ページ

をごらんください。

基本的方向性の「少年の非行を生まない社会

づくりの推進」につきましては、こちらの主要

施策の成果に関する報告書の355ページから356

ページをごらんいただければと思います。

主な事業としましては、表にありますように、

「地域の安全を守る街頭活動強化事業」、「少年

サポートセンター運営事業」、「少年に手を差し

伸べる立ち直り支援事業」を推進いたしました。

地域の安全を守る街頭活動強化事業につきま

しては、スクールサポーターを警察本部少年課

に２人、宮崎南警察署、都城警察署、日向警察

署及び延岡警察署に各１人の合計６人を配置し

て、小・中・高校等からの相談受理や助言、パ

トロール活動等を行い、学校内外における少年

の非行防止と子供を犯罪から守る活動を推進し

ております。

少年サポートセンター運営事業につきまして

は、警察本部及び宮崎北警察署を初めとする県

内６警察署に設置しております少年サポートセ

ンターを中心としまして、小・中・高校等を対

象とした非行防止・薬物乱用防止教室を延べ448

回開催いたしました。

あわせて、犯罪被害等を受けた少年を被害少

年支援指定人員として15人指定し、各種援助を

行ったほか、少年相談529件を受理するなど、少

年の非行防止と保護活動を推進しております。

少年に手を差し伸べる立ち直り支援事業につ

きましては、過去に非行があり、かつ、再非行

のおそれのある少年に対して、農業体験やスポ

ーツ活動等を通じて、社会に溶け込もうとする

意欲を醸成するもので、11回開催し、延べ61人
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の少年が参加いたしました。

また、先ほどの資料１ページになりますが、

基本的方向性の「被害者支援活動の推進」につ

きましては、主要施策の成果に関する報告書の

主な事業として、356ページの表の下の２番目以

降にありますとおり、「犯罪被害者援助団体への

業務委託事業」、「犯罪被害者支援推進事業」を

推進しました。

犯罪被害者援助団体への業務委託事業につき

ましては、「公益社団法人みやざき被害者支援セ

ンター」に対しまして、広報啓発活動やカウン

セリング事業等を委託し、電話・面接相談受理

や付き添い等の直接支援を812回、また専門家に

よるカウンセリング等を34回実施しております。

次に、犯罪被害者支援推進事業につきまして

は、犯罪被害者等の経済的負担を軽減するため、

診断書や初診料等の医療費について公費負担

を169件行うとともに、被害者の病院付き添い、

事件後の相談受理等の被害者支援を333件実施す

るなど、積極的な被害者支援に努めました。

続きまして、357ページをごらんください。

施策の進捗状況でありますが、上の表にあり

ますとおり、刑法犯認知件数は、平成26年を最

終年として8,400件までに抑制することを目標値

としておりますが、昨年は7,321件と目標値を上

回る実績値となっております。

また、非行防止教室の開催回数は、平成26年

には355回の開催を目標値としておりますとこ

ろ、昨年は448回開催しており、目標値を上回る

実績値となっております。

次に、施策の成果等についてでありますが、

要約いたしますと、まず交番相談員等の配置に

よる警察官の街頭活動強化はもとより、地域の

安全・安心を確保するため、地域の犯罪情勢に

即した警察活動を展開しました。

平成26年は、犯罪抑止計画として、子供・女

性・高齢者対象の犯罪被害防止及び住宅対象の

侵入窃盗対策の２点を設定し、さらに各警察署

ごとの犯罪抑止計画も設定して、犯罪の抑止対

策を推進しました。その結果、平成26年の刑法

犯の認知件数は7,321件となり、戦後最多となっ

た平成14年と比較して、マイナス58.6％となり、

現在の警察統計方式となった昭和41年以降、最

小値を記録しました。

次に、②のサイバー犯罪対策に関しましては、

児童や保護者、教育関係者等を対象としたサイ

バーセキュリティカレッジを開催し、県民の情

報セキュリティー対策に係る意識の向上を図り

ました。

また、増加傾向にあるスマートフォン向け不

正アプリの解析用装置を整備するとともに、サ

イバー犯罪に的確に対応するため、捜査員の教

養や研修会を開催し、操作能力の向上に努めま

した。

③の少年の非行防止対策に関しましては、少

年警察ボランティアと連携した少年補導活動、

教職員と連携した非行防止教室の開催など、関

係機関・団体と連携した少年非行対策を推進し

ました。

さらに、学校や教育事務所等と連携し、スク

ールサポーターが問題の認められる少年に関す

る相談・指導を行いました。また、インターネッ

トの違法・有害情報対策としてフィルタリング

普及の取り組みを推進することなどにより、平

成26年の刑法犯少年は376人と、前年と比較し

て68人減少しました。このうち、自転車盗など

の初発型非行に関係した刑法犯少年は231人で、

前年と比較して80人減少し、一定の成果が認め

られることから、引き続き、関係機関やボラン

ティアと連携し、総合的な非行防止対策を推進
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し、少年の健全育成や規範意識の向上に努める

必要があると考えております。

次のページの358ページをごらんください。

施策の成果につきまして説明したように、犯

罪の抑止に一定の成果が得られておりますが、

引き続き体感治安の確保に向けた総合的な犯罪

抑止対策を継続して推進してまいります。

なお、358ページから次の359ページにかけて

は、平成22年以降の刑法犯認知件数等の関係資

料であります。説明につきましては割愛させて

いただきたいと思います。

続きまして、360ページをごらんください。

施策の柱である（２）交通安全対策の推進で

あります。

当該施策の目標は、県民一人一人の交通安全

意識の高揚が図られるとともに、安全で円滑・

快適な交通環境が整備されること等により、交

通事故のない安全で安心な社会を目指すもので

あります。

先ほどの資料の１ページに記載のされており

ます基本的方向性として「交通安全意識の高揚」、

「安全な交通環境の整備」の２つを掲げており

ます。

このうち、交通安全意識の高揚につきまして

は、主な事業として、主要施策の成果に関する

報告書の360ページの表にありますように、「交

通安全指導員委託事業」、「高齢歩行者等を交通

事故から守るための交通安全教育事業」、「レー

ダースピードメーター更新整備事業」、「放置駐

車違反処理・管理システム等整備事業」を推進

しました。

交通安全指導員委託事業につきましては、一

般財団法人宮崎県交通安全協会への委託事業で

あります。これは、県下53人の交通安全指導員

が高齢者宅を訪問して交通安全教育や、通学路

や交通量の多い道路における子供や高齢者への

通行誘導活動など、交通安全活動を行うもので

あります。

高齢歩行者等を交通事故から守るための交通

安全教育事業につきましても、一般財団法人宮

崎県交通安全協会への委託事業であります。こ

れは、高齢者の道路横断中の事故を防止するた

め、交通安全指導員が、高齢歩行者教育システ

ムを活用して、県内各地の公民館等で参加・体

験型の交通安全教育を行うものであり、高齢者

の安全意識の高揚を図りました。

次に、レーダースピードメーター更新整備事

業につきましては、速度違反取り締まりに使用

するレーダースピードメーターの整備でありま

す。

次の放置駐車違反処理・管理システム等整備

事業は、放置駐車違反に関する情報を処理・管

理するシステムの整備を行うものであります。

これらは、ともに効果的な交通違反取り締まり

を行うことを目的とし、ドライバーの交通法規

の遵守を図ることで交通事故の抑止に資するも

のであります。

先ほどの資料１ページでございますけれども、

こちらにあります基本的方向性の一番下、「安全

な交通環境の整備」につきましては、主要施策

の成果に関する報告書の主な事業として、360ペ

ージの表の一番下と、次の361ページにあります

とおり、「交通安全施設整備事業」、「災害に強

く環境に優しい信号機等整備事業」を推進いた

しました。

この２つの事業の中で、平成27年度に繰り越

した信号機１基を除き、合計11基の信号機を新

設したほか、交通管制システムの更新や信号機

のＬＥＤ化及び信号柱の鋼管柱化等の交通安全

施設の整備により、歩行者、車両運転者の安全
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性・快適性の確保を図ったところであります。

次に、施策の推進状況でありますが、361ペー

ジの下の表にありますように、交通事故死者数

につきましては、平成26年には41人まで抑制す

ることを目標値としておりました。平成26年は49

人で、前年よりは10人減少いたしました。

交通事故死傷者数につきましては、平成26年

には9,800人まで抑制することを目標値にしてお

りました。平成26年は１万1,583人と前年よ

り1,065人減少しております。

次に、362ページをごらんください。

施策の成果等につきまして、要約して説明さ

せていただきますと、まず①の交通安全指導員

につきましては、子供と高齢者の交通安全対策

として、登下校時の保護誘導活動や交通安全教

室の開催及び高齢者宅戸別訪問指導を行いまし

た。子供の事故については減少傾向にあるもの

の、高齢者の死亡事故に占める割合が63.3％と

高く、その交通事故防止対策が重要な課題となっ

ております。

次に、②の高齢歩行者等を交通事故から守る

ための交通安全教育につきましては、県内各地

において、交通安全指導員が参加・体験型の「高

齢歩行者教育システム」を活用した交通安全教

育を推進しました。平成26年は高齢歩行者の死

者数が対前年４人減少するなど、相応の効果は

認められているところであります。しかし、依

然として高齢者の死亡事故が高い割合で推移し

ていることから、今後も継続して実施する必要

があります。

次に、レーダースピードメーター更新整備及

び放置駐車違反処理・管理システム整備につき

ましては、速度超過に起因する交通事故を抑止

するため、効果的な速度違反取り締まりを行う

ための機器を計画的に整備しました。また、違

法駐車の取り締まりを強化するためのシステム

を導入し、悪質・迷惑・危険性の高い違反の取

り締まりを推進しました。

最後に、交通安全施設の整備につきましては、

事故多発地点や新設道路に信号機を設置し、ま

た、視認性がよく、消費電力の少ないＬＥＤ灯

器の設置を推進し、交通事故の抑止と交通の円

滑化を図りました。

また、コンクリート製信号柱を鋼管柱化する

など、災害対策も視野に入れた交通安全施設の

更新整備を行いました。

なお、362ページの下から次の363ページにか

けての表は、平成22年以降の交通安全教室の実

施回数等の関係資料であり、資料の説明につき

ましては割愛させていただきます。

363ページの繰り越した事業につきまして説明

いたします。

これは、交通安全施設整備事業において、1,236

万4,000円を平成27年度に繰り越したものであり

ます。繰り越しの理由につきましては、宮崎西

環状線の松橋工区において、城の下交差点に信

号機を設置する計画でしたが、道路管理者の道

路工事がおくれたことにより、平成26年度中に

信号機の設置もできなくなったもので、平成27

年２月議会の補正予算において御承認していた

だいたものであります。

以上で、平成26年度主要施策の成果に関する

報告についての説明を終わります。

最後になりますが、監査における指摘事項に

ついては、最初にごらんいただきました平成26

年度決算特別委員会資料の７ページに記載して

あるとおり、特にございませんでした。

注意事項につきましては、８ページに記載し

ております。

注意事項に対する改善につきましては、関係



- 9 -

平成27年10月２日(金)

法令を遵守させ、適正な会計経理に努めてまい

ります。

以上で説明を終わります。

○重松主査 執行部の説明が終了いたしました。

委員の皆様から質疑はございませんか。

○図師委員 まず、主要施策の成果に関する報

告書の中の355ページ、サイバー犯罪等捜査強化

事業の内容なんですが、カレッジの開催が202回

で３万人近い方が受講されておられるというこ

とで、説明によりますと、児童やその保護者と

か教育関係者を対象に、行われておるようなん

ですが、これは、実際そのカレッジを受講され

た方が自分をサイバー攻撃とかネットのいじめ

から守るためにといいますか、カレッジで講習

を受けたことによって、どの程度まで踏み込ん

だ対策がとれるようになったのか、開催後のそ

ういう実績がわかれば教えてください。

○片岡生活安全部長 サイバーセキュリティカ

レッジにつきましては、対象が中・高生等の学

生あるいは保護者を対象としたもの、それから

学校教育関係者を対象としたもので、若干中身

は変えて行っておりますけれども、特に今やっ

ておりますのが、子供たちに対しては、いわゆ

るフィルタリング。スマートフォンが非常に普

及しておりますので、インターネットの危険性

を教えながらフィルタリングについても教えて

おるところであります。

これは平成25年の調査の数字でありますけれ

ども、小学校が４年生から６年生、10校850人、

それから中学校が11校578人、高校が６校446人、

計27校の1,874人の児童生徒に対して、フィルタ

リングを行っているのかどうかの調査を行って

おります。

この結果、小学生で82.7％がフィルタリング

を行っておりました。中学生は75.4％でありま

した。ただし、高校生が53.8％と、約半分程度

しか、まだフィルタリングはやっていないとい

うような数字は出ております。

○図師委員 的が外れているかもしれないんで

すが、まずフィルタリング等で情報から身を守

る、そういう攻撃的なものから身を守るという

ことと、また、実際そのネットいじめなんかで、

匿名でいろんな誹謗中傷が来るようなときに、

みずからがこういう講習会を受けたことによっ

て適切な対応がとれるようになったとか。もし

くはそのサイバー犯罪課─済みません、名前

が適切じゃないかもしれませんが─その担当

課と連携をとって、そういう匿名で名誉棄損に

近い状況の攻撃をしてくるものに対して、警察

本部から被害者を守るようなことにつながった

とか、そういうような事例みたいなものはある

もんなんでしょうか。

○片岡生活安全部長 個々のケースについては、

ちょっと把握しておりませんけれども、平成26

年中のサイバー犯罪に関する検挙が55件であり

ました。この55件の全てが、いわゆるネットワ

ーク利用犯罪でありまして、インターネット、

ラインとか出会い系サイトを通じて児童買春、

児童ポルノの被害に遭ったとか、あるいは青少

年育成条例違反に遭ったというような事件を検

挙しております。

一方で、サイバー犯罪に関する相談は、かな

りの数が来ております。平成26年中で1,671件の

サイバー犯罪に関する相談を受けており、平成25

年と比較しますと、プラス253件となっておりま

す。

こういう相談につきまして、都度必要なアド

バイスなり、検挙に結びつくというようなこと

もやっておりますけれども、子供たちが、個々

のケースについては、申しわけありませんが、



- 10 -

平成27年10月２日(金)

ちょっと把握しておりません。

○重松主査 関連ございますか。よろしいです

か。

○中野委員 関連ですけど、このサイバーセキュ

リティ。こういう関係で検挙55件。これは、県

内でも起こっておるんですかね。例えばハッカ

ーに何か情報をとられたとか。

○片岡生活安全部長 幾つか検挙事例を御紹介

いたしますと、例えば電子計算機使用詐欺にあ

りましては、介護施設の職員が被介護者の口座

から自己の口座に不正に送金させる。あるいは

著作権法違反、ファイル共有ソフトを使いまし

て、漫画本のデータをアップロードして、不特

定多数の人が自由に見れるようにするとか。あ

るいは児童ポルノ法違反、今非常に多いんです

が、児童の裸の写真を不特定多数に見れるよう

に載せるとか。あるいは青少年育成条例違反、

コミュニティサイトで知り合った18歳未満の女

児とホテルで性交に及んだとか。こういうのが

全てサイバー犯罪として検挙している一例でご

ざいます。

○緒嶋委員 警察活動費の中の工事請負、これ

はもう交通安全の関係の施設、信号機なんか。

その不用額が3,000万余り出て、これはやむを得

んのかなと思うけど、まだ、今は300カ所以上の

要望があるということだったですよね。

将来的に、どうするのかを警察としては、こ

れは予算で考えざるを得んので、将来どういう

形で、その設置箇所をできるだけ県民の希望に

沿うような方針というか、その方策というのは、

これは国の補助が２分の１とかということの補

助率の問題もあると思うんですけど、このあた

りをどうするか。信号機があるのとないので交

通事故の比率も変わってくるのかなという気も

しますので、信号機設置について、警察として

今後どういう対策を立てていくのか。この基本

的な方針はあるのかどうか。

○鳥井交通部長 確認ですが、執行残3,200万程

度余ったのを、再度信号機設置に使えないかと

いうことですか。

○緒嶋委員 それも含めて、これは3,000万あれ

ば３基ぐらいできてたかもしれんという気もす

るわけです。だから、こういうのはできるだけ

不用額がないように、これはもう繰越事業でも

入れてうまくできなかったのかと。

また、それとともに、警察として、今後その300

カ所以上の信号設置の解消というか、それも含

めてどういう方針が将来的にあるのかと。

○鳥井交通部長 それでは、お答えします。

信号機につきましては、前の年から現地等調

査しまして、設計そして予算を獲得するわけで

ございます。それに基づいて、年間予算という

ことをやっていくわけですけけれども、26年度

につきましては、御指摘のとおり、入札にかけ

て、その執行残ということで3,000万近く不用額

が出たわけでございますけれども、ことしは去

年の繰り越しも含めて13基設置することとして

おります。

ただ、国の補助が出る分、例えば円滑化対策

事業というのは、交通の円滑化を図るために、

円滑化の指定地域でしか信号の設置はできませ

ん。

また、災害に強く環境に優しいという、社会

資本整備総合交付金を使っているんですけれど

も、これは新設道路という限定がございます。

ですから、国から補助が出る分については、そ

ういう限定がございます。

ただ、県の単独事業であれば、余った分は確

かに、信号の新設ということですから、御指摘

のように3,000万余れば、1,000万であれば３基
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ほどできるという計算が成り立つんですけれど

も、我々も信号機の設置場所につきましては、

現地を調査する、そこから設計をする、積算し、

入札をかける。そして業者を決定してというこ

とで、時期的なものが、やはり５カ月、６カ月

のスパンでかかってしまうということで、どう

してもそのようなことを繰り返しておるような

状況でございます。

現地調査から２カ月、３カ月の範囲でできれ

ばいいんですが、どうしても設計から積算、見

積もりから入札決定となると、やはり５カ月、

６カ月のスパン、そういう中で計画的にやって

いる中で執行残という結果が出てきます。この

残りの3,000万を今後どうするのかという方針に

つきましては、今のところ交通部としては、精

いっぱいの時間等を使ってやっておるわけです

ので、時間的余裕があれば、その方針でありま

すけれども、今のところこれを代替にどうのこ

うのという方針は出しておりません。

○新島警務部長 不用額が3,200万で、ちょっと

多いということについて、若干補足説明させて

いただきます。

確かに多くの不用額が発生しておりますが、

不用額が発生した理由につきましては、例年に

比較して、平成26年度は、国の緊急経済対策で

あります元気臨時交付金が交付され、交通安全

施設整備費においても、前年対比約３億7,000万、

率にしまして31.9％多く予算措置されました。

そこで、年度当初から工事の発注をしており

ましたけれども、予算が多いため、１月以降に

おきまして工事を発注する状況であり、その入

札において入札残が多く発生したものでありま

す。

本来であれば、早期に予算を執行すべきとこ

ろでありますが、国の緊急経済対策につきまし

ては、各地方公共団体も同様に公共事業費が増

額されたため、各種工事の発注が集中したこと

により、事業者は作業員の確保をすることがで

きず、受注できない状況がありました。県警に

おいても、不落入札が４回も発生しておりまし

た。

そこで、事業者が工事の受注ができるように、

１月以降における発注をせざるを得ない状況と

なったものであります。

なお、１月以降の契約額は約４億5,000万であ

り、交通安全施設の落札率はおおむね90％程度

でありますので、4,500万円の入札残が発生する

ところですが、ある程度の入札残を見越して工

事発注をしましたが、最終的には3,200万の不用

額が発生したところであります。ちなみに工事

費の執行率は97.8％でございます。

○緒嶋委員 それと、その将来的に300カ所ぐら

いの要望がまだあって、その要望が全て適当な

とこかどうかは私はわかりませんが、できるだ

けそれを充足しなきゃいかんわけですよね。そ

れを将来的にどういう形で解消するかというよ

うな具体的な方針は県警にないのかということ

です。

○鳥井交通部長 確かに、信号機の設置要望と

いうのは、毎年400件近くの設置要望が来ておる

ところです。

本県、2,380カ所の交差点に信号機がついてい

るわけなんですね。これは九州管内でも非常に

数的には多いわけなんですね。要望は確かに400。

年間に設置できる信号機は11カ所、12カ所程度

ということで、限られた予算の中で、適正な場

所に設置しているところでございまして、やは

り、いろんな面で道路の整備とともに交通流も

変化していく。信号機を設置するということは、

すなわち交通の円滑と事故防止にあるわけです
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ので、信号機設置の数に限りがあるんであれば、

私たちは、やはり交通事故の抑止という点であ

れば、安全教育であったり、取り締まりであっ

たり、また道路管理者との連携を図って信号機

の設置できない部分については道路標示等を行

うなどして、そういった、地域住民といいます

か、地域のほうで交通事故を発生させないよう

なそういった対策を今後ともとっていくと考え

ております。

○緒嶋委員 これは予算が伴うから、なかなか

難しい問題も当然あると思うんですけど、皆さ

ん方からすれば信号機は余計つけたいという思

いは強いだろうと思ってるんですよね、それだ

けあるわけだから。だから、それを予算的にど

うするかというのは、これは財政当局との絡み

もあるので、できるだけその熱意は示して、充

足をできるだけするということは、皆さん方の

交通安全に対する熱意のあらわれでも私はある

と思っているんですね。防がないといかんとい

う気持ちの中では信号機が欲しいんだという熱

意を、国にも、当然これは各県がそういうこと

をしておるだろうと思うんですが、余り乖離が

大き過ぎるというのが、ちょっと問題かなとい

う気がするので。安全施設という言葉からいっ

て、安全施設は少ないよりは多いほうがいいわ

けですね。

そういうことになると、年間で10基を20基に

するとか、そういう努力はできんのかなという

思いがするわけですよ。交通の皆さん方の立場

からいえば、それはどうしてでもつけたいだろ

うと思うんです。400基なら何年かで解消したい

んですがと本当は思いたいけれど、毎年10基ず

つでいいのかという、私は思いがするもんだか

ら、これは補正で予算を組むとか、国の交付金

が別な手法であるとかという場合もあるだろう

と思うんですけど、毎年10基では、ちょっと何

とかならんかなと。私は警察の立場としても欲

しいんじゃないかなという思いが強いもんだか

ら、増設をぜひやるべきだという思いが強いと

いうことを、これは具体的なものがないという

ことでありますけれども、やはり予算の上で、

箇所数がふえましたというようなものが出てく

るといいのかなという気がしますので、今後最

大限の努力はしてほしいなということを強く要

望しておきたいと思います。

それとともに、警察が管理するところはオレ

ンジのセンターラインが引かれておるわけです

よね。それが、追い越しのところは、県土整備

部が白のラインを引くとかというのを聞いたん

ですが、これは管理上、区別があるわけですね。

○鳥井交通部長 規制に係る部分ですね。黄色

であれば、はみ出し禁止でございますが、こう

いった部分は警察の予算で充当しております。

それ以外の、例えば交通事故の多いカーブなん

かでドットラインといって音が出て注意喚起を

促す部分とか、法定外の表示「止まれ」とか、

こういったものは道路管理者の予算で行うこと

としております。

○緒嶋委員 これは、お互い道路管理者のライ

ンと警察のラインで、どちらでも言えることで

すが、あれが薄くなって消えかかっておるとこ

ろは、かなりあるんですよね。あのセンターラ

インは、当然、これは運転する人が、それを目

印に運転するわけですので、かなりもう薄くなっ

ておる箇所、これは予算の都合でと言われれば

それまでですけど、運転者に安全運転の意識を

する意味でも、明確なラインが引かれたほうが

いいと思うんですよね。

そういう点では、この点検をして、予算を少

なくともそのぐらいは確保して、ラインが明確
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にしておるような形だけはぜひしてほしいなと。

私はいつも218号線なんかいつも通る中で、雨の

ときとか、暗くなった夜なんか、ラインが見え

づらいところがかなりあるんですよね。これあ

たりは、ぜひ、そういうのが解消されるように

してほしいと思うんですけど。これは予算がな

かなか伴わないと言われればもうそれまでです

けど、このあたりはどう考えておられるかなと。

○鳥井交通部長 道路上の規制表示であったり、

さまざまな表示、これは委員の御指摘のとおり、

明確な表示でなければいけないわけでございま

す。警察も道路管理者と連携、そして地元のそ

れぞれの警察署等と連携しまして、そういった

部分については報告を上げるように指導してお

るところです。

ただ、いかんせん交通量によって摩耗といい

ますか、その程度には差があるところでござい

ます。しかし、その辺につきまして、我々警察

本部も警察署との連携、さらには道路管理者と

の連携を図りながら、必要なところには相応の

措置をとっていくということで臨みたいと思っ

ております。

○緒嶋委員 ぜひ、明確なラインが引けるよう

に、これは予算的なものを含めて強く要望して

おきたいと思います。

それから、スクールサポーターの配置ですが、

学校関係の非行とかの防止のためには大変貢献

されておるわけであると思います。その中で、

６名というのが、大きな警察署には置いており

ますというようなことでありますけれども、警

察として、これを将来的にはどのように考えて

おられるのか、そのあたりをちょっとお聞かせ

願いたいと思います。

○片岡生活安全部長 平成26年度は６名であり

ましたけれども、ことし３名の増員が認められ

まして、平成27年度は９名となっております。

これで中規模署以上には配置することができま

したが、まだ残り小規模署等も残っております

ので、ことしの増員の効果、それと教育委員会、

学校等の要望を踏まえまして検討してまいりた

いと思っております。

○緒嶋委員 これは、小とか中とか大とか言わ

ずに、各警察署にはぜひ設置していただいたほ

うが、私は必要があると思いますので、できる

だけ、全警察署に配置しましたということを早

く言われるように、努力してほしいということ

を要望しておきます。

○井本委員 装備費のとこなんだけれども、私

はミニパトカーは全部の駐在所にあるかと思っ

たらないんですね。ミニパトなんかは、大体ど

のくらい配備してあるのか。そして、今後どう

いう計画なのか。

○片岡生活安全部長 パトカーの配置状況であ

りますけれども、交番・駐在所にパトカーがあ

りますけれども、交番に45台、駐在所に71台、

それから警察署に自動車警ら係というのが─

警察署のパトカーでありますけど、これに25台

の計141台を配置しておるところであります。

委員のおっしゃったとおり、ミニパトがない

駐在所もあります。

○井本委員 どのくらいなんですか。

○片岡生活安全部長 駐在所が101施設のうち71

台の配置となっております。残り30台近くが、

まだ、ないところがあるということであります。

○井本委員 今後は。

○片岡生活安全部長 今後は、いきなり全てに

配置というのは、もちろん予算上できませんけ

れども、必要性とか、管内の広さ、勤務員の数

等勘案しながら、必要なところに優先的に順番

づけをして配置していくように検討してまいり
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ます。

○田口委員 交通事故のところでお聞きいたし

ます。

この中でも、成果等の中で、昨年の高齢者の

交通事故死者は31名、全死者に占める高齢者の

割合は63.3％で、全国平均を10ポイント上回る

と書いてございますが、まず宮崎で高齢者が特

に高い理由は何なのか。ただ単に高齢化率が高

いからなのか、ちょっとその状況を教えていた

だきたいんですが。

○鳥井交通部長 これは、高齢化率という点で

いけば、ことしも既に29人交通事故で亡くなっ

てて、そのうちの高齢者が20人、約７割という

ことで、全国平均を大きく上回っております。

これは、高齢化率という点におきましては、

本県、ほかの九州８県に比べて面積は鹿児島県

に次いで２番目に広いんです。面積が広い分、

それに伴って鉄道とかいろんな公共交通が発達

しているとか、そこはどうなのかなという疑問

符があるところでございますけれども、車が必

要不可欠な土地柄という状況にございます。そ

ういうこともありまして、65歳以上の皆さんの

免許の保有率を調べてみましても、九州では一

番高い保有率になっております。

そのようなことを考えれば、必然的と言った

らおかしいですけれども、それとあわせて、最

近特に思うのが、本県ではいわゆる「てげてげ

運転」と言われる前方不注視、脇見、動静不注

視、非常に緊張感を欠いた運転で事故を起こす

ケースが多い。これも全国平均を10ポイントぐ

らい上回っております。

そういう土地柄といろんなことが相まって、

高齢者の死者が多いという結果につながってい

るものと分析しております。

○田口委員 今の御説明ですと、大体予想がつ

きましたけど、公共交通機関が少ないというこ

と。それは、九州の似たような、例えば隣の鹿

児島とか、大分、熊本あたりとは大体似たよう

な傾向だと思ってもいいんですか。特に宮崎県

だけの特別な特徴というわけではない。

○鳥井交通部長 質問の趣旨は……。

○田口委員 ですから、似たような環境ですね、

今言われたような公共交通機関が余りないとい

うような、どちらかというと田舎のほうの鹿児

島県とか熊本県とか大分県も本県と似たような

高齢者の死亡者率の状況なのかという。

○鳥井交通部長 いえいえ、面積が広いわけで

すから、車が不可欠な土地柄ということ、車の

保有率も高いし、高齢者の免許の保有率も高い

わけですので、鹿児島と一緒かというと、九州

管内では非常に高齢者が起こす率は第１位です

というところでございます。

面積が広いからどうなのか、公共交通機関が

どうなのかということが影響している、それだ

けが影響しているとは思いませんけれども、先

ほど言いましたように、事故分析してみると、

そういう前方不注視とか脇見とか、そういう非

常に緊張感を欠いた事故がふえておる。高齢者

の皆さんもそうなんですけれども、これも全国

平均を10ポイント上回っているという現状から

考えれば、いろんな面が相まってそういう結果

になっているのかなと判断しております。

○田口委員 ということは、この31名の死亡の

事故の原因は、やはり高齢化が明らかな原因だ

という傾向も見られるわけですか。

○鳥井交通部長 はい、そのとおりでございま

す。ことしの事故29人のうちの20人が65歳以上

の死者でございます。20人のうち、第一原因を

つくって亡くなられた方は13人でございますの

で、高齢者に対する安全教育というのは、非常
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に重要かなと考えております。

○田口委員 最近はよくニュースやバラエティ

ー番組とかで、この間も高速道路を逆走するお

じいちゃんが出ておりましたけれども、あれも

まさに高齢化ではないかと思います。県内でも、

高速は１車線ですから、そうなかなか逆走は起

きにくいのかなという感じはしますけれども、10

号線でも片側２車線のところは、私も、入りそ

うになったのは、見たことがあるんですよね。

県内で逆走なんかというのは、死亡事故までは

いかないかもしれんけれども、事故等々は発生

しているんですかね。

○鳥井交通部長 東九州道開通当初もさること

ながら、やはり高速の入り口に自転車とか原付

が逆走して入り込んだとか、そういった通報も

あっております。

実際、逆走した事案では、高齢者の方が入り

口を間違えたと。例えば日向の出口あたりを入

り口と間違えて逆走して事故を起こしたという

ことで、違反処理しておりますけれども、やは

りそういった通報・処理等は、一桁ですけれど

も、あっております。

確かに、それとあわせて東九州道は、片側１

車線で中央分離帯は北川までの区間はポストコ

ーンだけの非分離２車線ということで、逆走で

はございませんけれども、居眠りが原因と見ら

れる対向車線のはみ出し、たまたま対向車が来

てなかったから物損、軽いけがで終わったとい

う事案はありますけれども、そういった事故は

増加傾向にございます。

○田口委員 わかりました。どちらにしても高

齢化も非常に進んでおりますし、免許が返せれ

ばいいんですけれども、返すと自分の足が全然

ないというところもありますから、いろいろ指

導等をぜひともよろしくお願いいたします。

それと、もう一つだけ。

360ページのレーダースピードメーター更新整

備というのがございますが、これは警察官の皆

さんが取り締まりをするときのレーダーなのか、

それとも、道路に固定をして自動的にスピード

違反を取り締まるものがありますが、どちらな

んでしょうか。

○鳥井交通部長 これは、取り締まりをする際

の定置式のレーダースピードメーターの更新整

備事業でございます。平成26年度は、２基整備

をさせてもらって、県内には定置式の取り締ま

りのスピードメーター24基、車載は12基と記憶

しております。

○田口委員 そうすると、その下に速度違反取

り締まり回数が1,263回と書いてございますが、

これは警察の皆さんが違反の取り締まり、ある

いは固定のもの、あるいは高速道路についてい

るもの、それを全て総数がこの数字と思ってい

いんですか。

○鳥井交通部長 取り締まり回数となった場合

は、もう常に設置されてあるものは、もう常時

でございますので、純粋にこの1,263回というの

は警察がその機械を使って取り締まった回数で

ございます。

○田口委員 済みません、勘違いしてました。

取り締まる回数ですね。捕まったほうの回数か

と思って、違いますね。数が少ないなと思った

もんですから。

例えば、私が県北にいて、よく言われるのが、

以前、日向の道路に固定のものが上り車線と下

り車線どちらにもあったんですが、１年ぐらい

前でしょうか、あれがなくなって、伺ったら、

老朽化をしたので、ちょっと今外しましたとい

うことなんですが、その後何も動きないんです

けど、それはまだ予算がつかないからなのか、
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それとも、まだ適地な場所を探しているのか、

その辺をちょっとお聞かせください。

○鳥井交通部長 このレーダースピードメータ

ーは、道路上に設置のものとなりますと、非常

に高額でございます。高速道路なんかは国費事

業ということで補助が出るんですけれども、高

額ということで、結論から言いますと、予算が

ついてないという現状でございます。

○田口委員 わかりました。どちらにいたしま

しても、先ほどから高齢化とか、新たに高速道

路もできたりしてきて、事故に遭う確率が非常

にまた高くなってくるかもしれませんので、ぜ

ひとも指導のほうはよろしくお願いいたします。

ありがとうございました。

○中野委員 360ページの交通安全施設、ＬＥＤ

化100式とありますよね。これは100式というこ

とは100カ所、どういうふうに捉えればいいんで

すか。

○大野交通規制課長 一式というのは、交差点

の箇所の信号機、柱が４本あって灯器が８つあっ

た場合には、そこ全ての灯器をかえた場合の一

式ということでございます。

○中野委員 ということは、４本ありますよね。

それを一式で数えるわけですね。

だから、理解としては、普通の電球からＬＥ

Ｄ化にかえたのが100カ所ということでいいんで

すかね。

○鳥井交通部長 そのとおりでございます。Ｌ

ＥＤ化は、御案内のとおり、西日を受けても擬

似点灯が起こらない。普通の電球式であれば、

毎年交換しないといけないんですけれども、Ｌ

ＥＤは６年から８年おきで交換が可能と。二酸

化炭素の排出量も少ない、電気料等も非常に格

安ということで、県内、今４割ほどですけれど

も、整備が進んでおるところです。

○中野委員 例えば１交差点４本かえて、ＬＥ

Ｄ化は、単価的にどれぐらいですか。

○鳥井交通部長 正確な値段については、今、

資料を準備しますけれども、うろ覚えでいけ

ば、40万ぐらい。

○大野交通規制課長 例えば灯器１つの場合

が15万ですので、４つ灯器がつくと60万という

ことでございます。

○中野委員 新設が７基なんですよね。この７

基というのは、もうＬＥＤ化しているわけです

か。

○鳥井交通部長 新設するものについてはＬＥ

Ｄ化で進めております。

○中野委員 信号機がなくて、交通事故が起こっ

てるとこと、このＬＥＤ化するとこのウエート、

これはどんなふうに考えればいいかなと。１カ

所15万の４カ所で60万ぐらいですかね。新しく

４本立てると大体単価はどれぐらいになるんで

すか。高さによって違ったりするでしょうけど。

○鳥井交通部長 単純計算でも４基あれば60万

という世界ですよね。

○中野委員 新設の場合。

○鳥井交通部長 新設は、信号機は物によって

異なります。高価なもの、全感応式であれば1,000

万を超しますし、半感応でも800から900、プロ

グラム多段式が700万程度しますので、もう物に

よって違います。交通量と需要とでですね。

○中野委員 聞きたかったのは、ＬＥＤ化する

必要性と新しくつくる必要性と、どういうウエ

ートを、考え方をすればいいのかなというのが

聞きたかった。

○鳥井交通部長 ＬＥＤ化された交差点、これ

は、私も交通部長になってから初めて気づいた

んですけれども、確かに、西日を受けても擬似

点灯は起きないんですね。朝夕の段階で太陽が
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入って、どっちがついているか、青なのか黄色

なのか赤なのかとわからない。こういったこと

は全くございません。

電池の寿命も７年、８年のスパンでかえなく

てもよいということを考えて、これ適宜整備と

いうことでやって、今、４割まではいきません

けれども、2,380交差点の４割弱をＬＥＤ化して

おるところでございます。

○中野委員 今の説明にはなかったんですけど、

ちょっと聞きたいのは、災害対策、津波対策。

そういう避難対策なんかの予算というのは別途

警察としては、説明の範疇はなかったけど、項

目予算というのはあるんですか。

○新島警務部長 津波対策というだけでのその

予算はないんですが、「南海トラフ巨大地震等災

害対策強化事業」というのはありまして、これ

が2,543万6,000円を予算化しております。いわ

ば、南海トラフ巨大地震等の大規模災害等に備

え、被災者の救出・救助活動に必要な装備資機

材や備蓄食料を確保するというものでございま

す。

○中野委員 それについては、もう大体説明要

らんぐらいの予算執行があったということです

よね。

交通事故での何人という話があるけど、この

地震が来た場合の、今県が出している致死傷数

３万5,000ぐらいかな。いろいろテレビで見てま

すけど、津波警報が来てから逃げる。その場合

の交通渋滞とか、そこら辺については当然もう

検討というのはあるわけですよね。

○金井警備部長 災害につきまして、津波だけ

ではなくて河川の氾濫等で信号機の電源が水没

するということもありますので、水没しないよ

うな位置に発電機のスイッチを入れておる。ま

たは、電池式信号ということで、その独立で信

号機が動くような設備がある信号を県内主要交

差点には設置するようにということで進めてお

るところであります。その基数については、今

のところ、私は把握してませんけれども、水害

用の信号機、強い信号機を設置すると伺ってお

りますし、信号機が竜巻のときにもアウトした

んですけれども、そのときは別に発電機を持っ

ていきまして、発電機で単独で信号機を動かす、

そういう設備のバックアップ体制はとっている

ところであります。

○鳥井交通部長 信号機に関して、災害対策と

いう点に関して、今、警備部長からもありまし

たとおり、主要交差点に、停電・水没してもす

ぐ復旧するということで、災害対策用の信号機、

現在98の交差点に整備しております。ガソリン

の自動起動型ですぐに点灯するもの、またリチ

ウムイオン鉛の蓄電池等ですぐに起動するとい

うことで、主要交差点の98交差点に災害対策用

の信号機は整備しておるところです。

○中野委員 津波とか、ああいうふうに堤防が

切れて水が出た場合には、それがどれだけ必要

なのかという、ぜひ津波事前避難対策をしっか

り検討しておいてください。また、いろいろ質

問でやりますけど。

私は、逃げるのがまず一番だと思うんですよ。

交差点におって、交通整理しても渋滞すればど

うしようもないわけだから、そこら辺の整備も

含めて、今回の説明にはなかったけど、そうい

う予算がついてるんだったら、しっかり検討し

ておってください。

○田口委員 355ページの地域の安全を守る街頭

活動強化で、先ほどの御報告では44交番に交番

相談員が47名配置していると御報告があったと

思いますが、この47人は全部警察ＯＢの方でよ

ろしいんでしょうか。
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○片岡生活安全部長 47名は全員警察官ＯＢで

ございます。

○田口委員 専門の警察として動いた人たちが

残っているわけですから、それはもう非常に安

全上は安心なことなんですが、今もこういうの

は多いんですかね。昔は財布なんかを拾ってい

きますと電話だけ置いてあって、何署に電話が

つながるようになってて、今から行きますから

待っとってくださいという交番が非常に多かっ

たんですよね。今も昼間もいなかったり、夜間

もいなかったりとかいう交番が、県内には幾つ

交番があって、そういう交番が幾つぐらいある

んでしょうか。

○片岡生活安全部長 現在、県下に60交番あり

ますけれども、このうち交番相談員が配置され

ておるのが44交番であり、配置率が73.3％とな

ります。また、この交番相談員は非常勤であり

まして、月20日間、１日６時間という勤務制限

がありますので、いない時間帯もある。あるい

はいない日もありますので、県警としましては、

事件・事故の取り扱いの多い交番につきまして

は、２つの交番に３人を配置する。すると、10

日、10日のこの不在の期間をもう一人が入り込

めば、常時１名はいるとなるような配置を、今、

少しずつではありますけれども進めておるとこ

ろでございます。

○田口委員 さっきの60交番のうち44交番で、

交番相談員がいるということは、残りの16は全

部警察官だけでやっているということで理解し

ていいんですか。

○片岡生活安全部長 そのとおりであります。

○田口委員 わかりました。地域の安全を守る

街頭活動強化という、それをうたっているとお

り、やはり地域にあっては駐在所とか交番、そ

して夜間は特にコンビニがよく防犯上役立って

いると言われますけれども、そういう意味では

非常にこういうものが地域の安全をつくってい

ると思いますので、ぜひともこれも強化してい

ただきたいと思うんですが、交番相談員は、今

後の増員とかのお考えはどうなんですか。

○片岡生活安全部長 県警の計画としましては、

先ほど言いました、忙しいところには２交番に

３名配置とか、少なくとも各交番に１名は欲し

いということで、合計81名が必要という数字は

出しております。これを５カ年計画ぐらいで、

毎年７名から６名ぐらい増員の要望を出してお

るところでありますけれども、平成19年に５人

増員されて47名になって以降、増員が認められ

ていない状況であります。

○田口委員 わかりました。じゃ、これは財政

課に言わないといかんということですね。はい、

わかりました。

○中野委員 この説明資料の３ページの公安委

員会。これは参考に聞きたいんですけど、私、

今、県職員が宮崎から高千穂町に行っても１

日200円、あれは日当じゃないですよね、経費。

例えば、公安委員なんかが東京に行った場合の

旅費、旅費というのかな、これは何ていうんで

すか。旅費計算というのはどうなる。

○新島警務部長 公安委員３人に対する報酬で

ございますけれども、委員長につきましては、

日額１万9,500円プラス月額11万2,000円、ほか

の公安委員の２名の先生方につきましては、日

額１万5,600円プラス月額９万1,500円が出てお

ります。

○中野委員 例えば東京出張した場合の旅費は

実費になると思うんで、そのほかの、日当じゃ

ない、あれは何というのか、必要経費の部分は。

日当じゃないでしょ、あの200円は。

○新島警務部長 旅費につきましては、当然必
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要な旅費は出ます。日当につきましては、先ほ

ど申し上げた１日分の日当が支給されるという

形になります。

○中野委員 日当に、東京に出張した分の、例

えば皆さんが出張した場合に、１日200円の費用

経費が出てるでしょ。そういうのは出ないのか。

もうその日当の中に加えてあるんですね。

○新島警務部長 日当の中に含まれている。出

るのは、ですから旅費と日当という形になると

思います。

大変失礼いたしました。県外は1,100円出ると

いうことでございます。

○図師委員 ちょっとお伺いしたいんですけれ

ども、医療関係者等がみとりができず亡くなら

れる方の数、26年度何人だったのか教えてくだ

さい。

○黒木刑事部長 検死の数だと思うんですけれ

ども、26年が1,391名でございます。それと孤独

死の概念については警察にはなく、独居高齢者

の検視件数であれば、平成26年中は313件となっ

ています。

○図師委員 いわゆる検死、変死扱いになった

方の数が1,391ということなんですが、ここ２～

３年のその動向といいますか、増減はいかがで

すか。

○黒木刑事部長 26年が1,391でございまし

て、25年が1,430名の方が検死をされております。

これは全体の数でよろしいでしょうか。

○図師委員 はい。

○黒木刑事部長 今のが全体ですけれども。あ

と24年が1,451ですから、大体平均、年間で1,400

名前後の方が検死を受けておるということにな

ります。

○図師委員 済みません、細かな数字を聞いて

しまいまして。何が言いたいかといいますと、

これからの時期は、またそういう、いわゆる変

死扱いになる方がふえてくる時期でもあろうか

と思いますが、県民の方に対して、その予防策

といいますか注意喚起をするのは警察本部の役

割なのか、ほかの部署との連携なのか、そのあ

たりはいかがですか。

○黒木刑事部長 今の孤独死に限ってというこ

とでしょうか。それとも全体の検死を含めて…

…。

○図師委員 含めてという形で。

○黒木刑事部長 犯罪死を見逃さないことが検

視の目的で、警察は予防対策を講じる機関では

ありませんが、警察の責務を通じて関係機関と

協力していく所存であります。

○図師委員 済みません、何か変な質問をして

しまいまして。といいますのが、自宅でのいわ

ゆる変死の方の数よりも、今は、いわゆる有料

老人ホームとか宅老所とか、高齢者施設であり

ながら施設扱いでなく在宅扱いになる方がすご

く多くなってまして、そこでの突然死とか変死、

孤独死がふえているとも聞きます。

何が言いたいかといいますと、病院とか高齢

者施設、特別養護老人ホームなんかは定期的な

巡回があったりするんですけれども、そういう

有料老人ホームとか宅老所は、もう人員の配置

基準もありませんし、巡回の基準もないんです

ね。ですから、朝起きてみると、ここでも亡く

なっている、あそこでも亡くなっているという

のが、やっぱりこれからふえてこようかとは思

いますので、そのあたりは県警本部の動くもの

ではないとはいえ、やはり関係部局とそのあた

りの注意喚起は積極的にされていくべきではな

いかなと思ったもんですから、意見させていた

だきましたが、何かあれば。

○金井警備部長 それと相まって災害のときに
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避難を要する方、高齢者の方とか、ひとり住ま

いとか、１人で動けない方、この点の把握につ

きましては自治体でやっていただいております。

それと、地域の民生委員の方とかに把握してい

ただいて、災害のときにも警察に情報がいただ

けるように制度がなってまして、無事に皆さん

を避難させるためにも、その情報については共

有しているところであります。

つまり、個人情報の関係もございますので、

その把握並びにその対応というのは自治体が主

体的にやっているというのが現状でございます。

ちょっと参考まででございます。

○黒木刑事部長 今、図師委員がおっしゃると

おり、この数字については県警のほうからも積

極的に福祉保健部のほうにはお知らせしたいと

考えております。

○重松主査 よろしいですか。ほか、ございま

すか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松主査 ないようですので、それでは、以

上をもって警察本部を終了いたします。

執行部の皆さん、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後２時36分休憩

午後２時47分再開

○重松主査 分科会を再開いたします。

平成26年度宮崎県電気事業会計決算等につい

て、執行部の説明を求めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いいたします。

○四本企業局長 企業局でございます。よろし

くお願いをいたします。

お手元に配付しております平成26年度公営企

業会計決算審査資料に基づきまして、簡潔に説

明をさせていただきます。

目次ですが、本日は、１番目の提出議案、２

番目の提出報告書、それから３番目の監査結果

報告書指摘事項等について説明いたします。

今回提出しております議案は、１番目の２つ

目の丸印からでございますけれども、議案第24

号「平成26年度宮崎県電気事業会計利益の処分

及び決算の認定について」、議案第25号「平成26

年度宮崎県工業用水道事業会計利益の処分及び

決算の認定について」、議案第26号「平成26年度

宮崎県地域振興事業会計利益及び資本剰余金の

処分並びに決算の認定について」の３件でござ

います。

これらは、３つの事業会計ごとに、地方公営

企業法第32条第２項の規定により、利益の処分

について県議会の議決を求めますとともに、同

法第30条第４項の規定により、決算について認

定をお願いするものであります。

また、地域振興事業会計につきましては、同

法第32条第３項の規定により、資本剰余金の処

分につきましても県議会の議決を求めるもので

あります。

２番目の提出報告書でございますが、地方公

営企業法施行令第18条の２第２項の規定により、

精算報告を行うものであります。

では、資料の１ページをごらんいただきたい

と思います。私から各事業の決算概要について

説明いたします。

平成26年度の決算につきましては、各事業と

も、引き続き健全経営を維持するとともに、地

方公営企業会計の制度改正に伴う特別利益によ

りまして、前年度を上回る純利益を計上してお

ります。

まず、電気事業であります。

降雨に恵まれますとともに効率的な発電に努
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めたことや特別利益の計上によりまして、供給

電力量及び事業収益、ともに前年度を上回り、

増収増益となりました。

具体的には、（２）の決算額の太枠で囲んでお

りますとおり、純利益の実績が13億4,350万3,000

円となり、前年度対比で214.6％となっておりま

す。

米印の会計制度改正に伴う特別利益について、

ちょっと説明をいたします。

改正の経緯でありますが、民間の企業会計基

準見直しに伴いまして、地方公営企業会計につ

いても制度改正が行われ、平成26年度予算・決

算から適用となったものでありまして、この改

正により、引当金として計上すべきものは、将

来の特定の費用または損失で、その発生が当該

事業年度以前の事象に起因し、発生の可能性が

高く、かつ、その金額を合理的に見積もること

ができると認められたものであって、当該地方

公営企業において負担すべきものに限定をされ

たということに伴いまして、渇水準備引当金に

ついては、改正後の要件を満たさないというこ

とで引き当てが不可となりましたほか、退職給

与引当金については、企業局が負担すべき局在

籍期間に限定をされ、また、特別修繕引当金に

ついては、定期的に行う大規模修繕に限定され

るなどの変更がありました。

今回、その結果、超過となった額を26年度に

特別利益として取り崩すこととなったものであ

ります。

なお、電気事業以外の他の２事業についても

同様であります。

２ページをごらんください。工業用水道事業

であります。

一部ユーザーの使用水量が減少したことによ

りまして、常時使用水量は前年度を下回ったも

のの、特別利益の計上によりまして、事業収益

は前年度を上回り、増収増益となったものであ

ります。

具体的には、（２）の決算額の太枠で囲んでお

りますとおり、純利益の実績が５億6,866万3,000

円、対前年度比で472.9％となっております。

次に、地域振興事業であります。

平日65歳以上の利用者数が前年度から1,400人

余りの増となったことや特別利益の計上により

まして、利用者数及び事業収益は前年度を上回

り、増収増益となりました。

具体的には、（２）の決算額の太枠で囲んでお

りますとおり、純利益の実績が4,204万3,000円

となり、対前年度比で471.9％となっております。

詳細につきましては、総務課長から説明をさ

せますので、よろしく御審議のほどをお願いい

たします。

私からは以上でございます。

○沼口総務課長 それでは、引き続き御説明を

申し上げます。３ページをごらんいただきたい

と思います。

議案第24号「平成26年度宮崎県電気事業会計

利益の処分及び決算の認定について」でありま

す。

まず、１の事業の概況でありますが、ダム地

点の降雨量が過去30年平均の114.3％と降雨に恵

まれるとともに、効率的な発電に努めた結果、

（１）の供給電力量は、太枠の年度計の欄にあ

りますとおり、実績、５億7,944万1,000キロワッ

トアワーで、達成率は、目標の115.2％となって

おります。その結果、（２）の電力料金収入は、

年度計の欄にありますとおり、実績、41億1,001

万8,000円で、達成率は、108.7％となっており

ます。

４ページをお開きいただきたいと思います。



- 22 -

平成27年10月２日(金)

２の決算報告であります。

（１）の収益的収入及び支出でありますが、

この報告書は予算額と比較するため、決算額も

消費税込みとなっております。

①の収入をごらんください。

事業収益は、決算額54億5,939万円余で、予算

額に比べ、４億6,058万円余の増となっておりま

す。これは、主に降雨に恵まれたこと等により、

営業収益がふえたことによるものであります。

②の支出をごらんください。

事業費は、決算額40億3,062万円余で、不用額

は３億6,067万円余となっております。これは、

予算の効率的な執行等に努めましたことによる

ものであります。

５ページをごらんください。

（２）の資本的収入及び支出でありますが、

これは事業収益を得るために必要な資本等に係

る収支をあらわすものであります。

①の収入をごらんください。

資本的収入は、決算額７億5,730万円余となっ

ております。

②の支出をごらんください。

資本的支出は、決算額27億1,991万円余となっ

ております。

繰越額は３億6,759万円余で、６月の常任委員

会で報告をいたしました、県土整備部が行いま

す多目的ダムの工事が繰り越されたことに伴う

局負担分等の建設改良繰り越しや継続費の逓次

繰り越しであります。

不用額は６億7,225万円余で、入札の執行残等

によるものであります。

欄外の米印の２つ目をごらんいただきたいと

思います。

資本的収入額が資本的支出額に不足する額、

こちらにつきましては、企業債の償還のために

積み立てている減債積立金や、設備更新に充て

るために内部留保しております過年度分損益勘

定留保資金等で補塡したところであります。後

ほど御説明いたします他の事業につきましても、

同様に処理をいたしております。

６ページをお開きください。３の損益計算書

であります。

①の収益の部をごらんください。

収益合計は51億2,665万円余となっており、主

なものは、営業収益の電気料であります。

②の費用の部をごらんください。

費用合計は37億8,315万円余となっており、主

なものは、営業費用の水力発電費であります。

その結果、収益から費用を差し引きました当年

度純利益は13億4,350万2,922円となっておりま

す。

７ページをごらんください。４の貸借対照表

であります。

表の左側をごらんいただきたいと思います。

固定資産は341億1,090万円余で、主なものは、

電気事業固定資産や投資その他の資産でありま

す。流動資産は202億1,826万円余で、主なもの

は、短期投資であります。

表の右側のほうをごらんください。

固定負債は45億4,269万円余で、主なものは、

建設改良企業債であります。

流動負債は49億1,034万円余で、主なものは雑

流動負債で、電気事業会計で一括運用するため、

他の会計から融通を受けている資金であります。

繰延収益は10億5,652万円余で、制度改正によ

り、長期前受金として、過去に固定資産を取得

した際の補助金等を計上するとともに、長期前

受金収益化累計額として、補助金に対する減価

償却相当額を計上したものであります。

資本金は264億311万円余で、主なものは、減
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債積立金取り崩し分等である組入資本金であり

ます。

剰余金は132億2,585万円余で、主なものは、

利益剰余金であります。

評価・換算差額等は41億9,065万円余で、全額、

その他有価証券評価差額金でございまして、有

価証券の時価評価導入により計上することに

なったものでございます。

８ページをごらんください。５の剰余金処分

計算書（案）であります。

未処分利益剰余金の処分につきましては、表

の一番右側の欄にありますとおり、未処分利益

剰余金18億9,150万2,329円のうち、制度改正に

伴いまして、資本金に減債積立金取り崩し額と

同額の４億7,865万4,000円を組み入れることと

し、将来の設備投資に備えるため、建設改良積

立金に10億5,000万円、企業債の償還に備えるた

め、減債積立金に２億5,235万9,398円、その他、

地方振興積立金や緑のダム造成事業積立金にそ

れぞれ積み立てることとしたいと考えておりま

す。

９ページをごらんください。

議案第25号「平成26年度宮崎県工業用水道事

業会計利益の処分及び決算の認定について」で

あります。

まず、１の事業の概況でありますが、新規ユ

ーザーへの給水を開始したものの、一部ユーザ

ーの使用水量が減少したため、下の（１）の給

水状況でありますが、常時使用水量の実績は太

枠の欄にありますとおり、1,952万3,000立方メ

ートルで、達成率は97.9％と目標にわずかに届

かなかったところであります。

その結果、（２）の給水料金収入は、年度計の

欄にありますとおり、実績、３億1,993万4,000

円で、達成率では99.3％となっております。

10ページをお開きください。２の決算報告書

であります。

（１）の収益的収入及び支出であります。

①の収入をごらんください。

事業収益は、決算額８億8,374万円余で、予算

額に比べ１億603万円余の増となっております。

これは、主に制度改正による特別利益がふえた

ことによるものであります。

②の支出をごらんください。

事業費は、決算額３億1,217万円余となり、不

用額は4,917万円余となっております。これは、

予算の効率的な執行等に努めましたことによる

ものであります。

11ページをごらんください。（２）の資本的収

入及び支出であります。

①の収入をごらんください。資本的収入は、

決算額６億5,310万円となっております。

②の支出をごらんください。資本的支出は、

決算額９億58万円余となっております。

不用額は8,187万円余で、入札の執行残等によ

るものであります。

欄外の米印をごらんいただきたいと思います。

資本的収入額が資本的支出額に不足する額は、

減債積立金や借入金償還積立金等で補塡したと

ころであります。

12ページをお開きください。３の損益計算書

であります。

①の収益の部をごらんください。

収益合計は８億5,810万円余となっておりま

す。主なものは、営業収益の給水収益や制度改

正による特別利益であります。

②の費用の部をごらんください。

費用合計は２億8,943万円余となっておりま

す。主なものは、営業費用の運転費であります。

その結果、当年度純利益は５億6,866万2,832円
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となっております。

13ページをごらんください。４の貸借対照表

であります。

固定資産は23億5,822万円余で、主なものは、

浄水場施設や送水管等の有形固定資産でありま

す。

流動資産は22億1,575万円余で、主なものは雑

流動資産で、電気事業会計で一括運用している

ものであります。

表の右側をごらんください。

固定負債は18億6,820万円余で、流動負債は９

億776万円余、いずれも主なものは、電気事業会

計からの借入金であります。

繰延収益は５億2,283万円余で、電気事業会計

と同様、制度改正により計上することとなった

もので、過去に引き継いだ知事施行分の送水管

に係る受贈財産評価額等であります。

資本金は320万円余で、主なものは固有資本金

であります。

剰余金は12億7,196万円余で、主なものは利益

剰余金であります。

14ページをお開きください。５の剰余金処分

計算書（案）であります。

未処分利益剰余金の処分につきましては、未

処分利益剰余金７億8,579万142円のうち、制度

改正に伴い、資本金に減債積立金取り崩し額と

借入金償還積立金取り崩し額と同額の１億9,775

万2,321円を組み入れることとし、将来の設備投

資に備えるため、建設改良積立金に４億円、そ

の他借入金償還積立金や減債積立金にそれぞれ

積み立てたいと考えております。

15ページをごらんください。

議案第26号「平成26年度宮崎県地域振興事業

会計利益及び資本剰余金の処分並びに決算の認

定について」であります。

まず、１の事業の概況でありますが、年間利

用者数は、利用者の大半を占めます65歳以上の

利用者がさらにふえた結果、下の（１）のゴル

フコース利用状況の実績の合計欄、太枠部分に

ありますとおり、年間利用者数は３万3,982人、

達成率は101.4％となっております。

（２）の施設利用料収入は、実績2,048万2,000

円となり、目標に比べ48万2,000円の増となって

おりますが、これは、利用者数が目標を超えた

ことに伴い、指定管理者から追加納付金があっ

たことによるものであります。この結果、達成

率は102.4％となっております。

16ページをお開きください。２の決算報告書

であります。

（１）の収益的収入及び支出であります。

①の収入をごらんください。

事業収益は、決算額6,173万円余で、予算額に

比べ366万円余の増となっております。これは、

主に追加納付金による営業収益の増や受取利息

等の営業外収益の増によるものであります。

②の支出をごらんください。

事業費は、決算額1,833万円余で、不用額は276

万円余となっております。これは、予算の効率

的な執行等に努めましたことによるものであり

ます。

17ページをごらんください。（２）の資本的収

入及び支出であります。

①の収入をごらんください。

資本的収入は、決算額79万円となっておりま

す。

②の支出をごらんください。

資本的支出は、決算額2,842万円余となってお

ります。不用額は755万円余で、入札の執行残等

によるものであります。

欄外の米印のところをごらんください。
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資本的収入額が資本的支出額に不足する額は、

過年度分損益勘定留保資金等で補塡したところ

であります。

18ページをお開きください。３の損益計算書

であります。

①の収益の部をごらんください。

収益合計は6,009万円余となっております。主

なものは、事業収益の施設利用料や制度改正に

よる特別利益であります。

②の費用の部をごらんください。

費用合計は1,805万円余となっております。主

なものは、営業費用の施設管理費であります。

その結果、当年度純利益は4,204万2,927円となっ

ております。

19ページをごらんください。４の貸借対照表

であります。

固定資産は６億7,669万円余で、主なものは、

ゴルフコースのスポレク施設であります。

流動資産は２億3,191万円余で、主なものは雑

流動資産で、電気事業会計で一括運用している

ものであります。

固定負債は７億7,349万円余、流動負債は1,048

万円余で、いずれも主なものは、電気事業会計

からの借入金であります。

繰延収益は170万円余で、制度改正により、過

去に無償譲渡を受けた固定資産に係る受贈財産

評価額であります。

資本金は6,669万円余で、全額が組入資本金で

あります。

剰余金は5,622万円余で、主なものは利益剰余

金であります。

20ページをお開きください。５の剰余金処分

計算書（案）であります。

まず、（１）の資本剰余金の処分につきまして

は、表の中央太枠の欄でございますが、資本剰

余金に計上しております自動車リサイクル法に

基づく預託金相当額１万1,520円について、当該

車両を処分したことに伴いまして減額するとと

もに、資本金へ組み入れるものであります。

次に、（２）未処分利益剰余金につきましては、

未処分利益剰余金4,204万2,927円のうち、将来

の設備投資に備えるため、建設改良積立金

に2,500万円を、借入金償還積立金に1,704

万2,927円をそれぞれ積み立てたいと考えており

ます。

21ページをごらんください。

参考までに、平成26年度における企業局から

知事部局等への経費支出額を記載しております

が、例年とほぼ同額の15億円余を支出しており

ます。

続きまして、22ページをお開きください。

電気事業及び工業用水道事業に係る継続費の

精算報告についてであります。

対象工事は３件であります。

１件目は、綾第二発電所配電盤改良工事で、

①の工事概要ですが、発電機、送電線等に関す

る制御及び保護用配電盤が、機器更新以来20年

以上が経過し、信頼性の低下が懸念されたため、

全面的に更新したものであります。

内容といたしましては、発電機、送電線、所

内関連盤製作等で、期間は平成24年11月６日か

ら平成27年３月27日まででありました。

②の継続費精算報告書でありますが、（款）事

業費（項）営業費用の欄は、撤去に要した費用

であり、年度計の欄にありますとおり、全体計

画2,072万4,000円に対しまして、実績1,717

万8,000円余となりました。

（款）資本的支出（項）建設改良費の欄は、

改良工事に要した費用であり、年度計の欄にあ

りますとおり、全体計画４億9,450万9,000円に
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対しまして、実績４億6,230万6,000円余となり

ました。

23ページをごらんください。

２件目は、新総合監視制御システム整備事業

であります。

①の事業概要ですが、既設システムの老朽化

が進んでいたことから設備の更新を行い、電力

や工業用水の安定供給を確保するとともに、大

規模災害等への備えを強化したものであります。

内容といたしましては、計算機システムや遠

方監視制御装置の更新等でありまして、期間は

平成25年７月18日から平成27年３月20日までで

ありました。

②の継続費精算報告書でありますが、１つ目

の表は電気事業の報告書でありまして、事業費

は、全体計画1,989万円に対しまして、実績884

万8,000円余となりました。

資本的支出は、全体計画９億6,742万9,000円

に対しまして、実績５億5,177万2,000円余とな

りました。

２つ目の表は、工業用水道事業の報告書であ

りまして、事業費は、全体計画26万3,000円に対

しまして、実績10万5,000円余となりました。

資本的支出は、全体計画6,750万円に対しまし

て、実績2,539万5,000円余となりました。

24ページをお開きください。

３件目は、綾北ダムマイクロ水力発電設備設

置工事であります。

①の事業概要ですが、これまで利用されなかっ

た維持放流水のエネルギーを有効活用するマイ

クロ水力発電設備を設置したものであります。

諸元といたしましては、最大出力25キロワッ

ト、最大使用水量毎秒0.221立方メートル、年間

発電電力量は14万キロワットアワーで、期間は

平成25年10月22日から平成27年３月27日までで

ありました。

②の継続費精算報告書でありますが、資本的

支出は全体計画8,851万5,000円に対しまして、

実績8,106万2,000円余となりました。

最後に、25ページをごらんください。

３の平成26年度企業局に係る監査結果報告書

指摘事項等でありますが、指摘事項はございま

せんでした。

なお、注意事項１件につきましては、改善を

講じております。

監査委員の決算審査意見書に関して、特に報

告すべき事項はございません。

説明は以上であります。よろしく御審議のほ

どをお願いいたします。

○重松主査 執行部の説明が終了しました。

委員の皆様からの質疑はございませんか。

○中野委員 ８ページの剰余金処分計算書。こ

の表の見方は、どうやって見ればいいのかな。

今まであった未処分利益剰余金が出るように

なったというのは、資本金か資本剰余金だとい

うことで、流れをちょっと。

○沼口総務課長 未処分利益剰余金が18億9,100

万何がしか出ましたということで、それを各種

積立金に積み立てていくということで処分をさ

せていただきたいということになるわけなんで

ございますが、まず、資本金のほうへの繰り入

れを、資本金のところにも書いてございますが、

そのうちの４億7,800万円余は資本金に戻してま

いりたいということでございます。

それと、減債積立金の積み立ては、今後いろ

いろと借金に対します用意がございますので、

そちらのほうに２億5,200万円余を積み立てたい

というようなことでございます。

それから、地方振興積立金でございますが、

これは、今までの実績といたしましては、知事
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部局のほうに貸付金なんかを行っておるわけな

んですけれども、そういった部局側への手助け

といいますか、こういった内容でございまして、

こちらのほうも１億円余の積み立てを行いたい。

それから、建設改良積立金の積み立てでござ

いますが、これから企業局のほうは、非常に大

工事が予定されておりますので、そちらのほう

に10億5,000万円は積み立てたい。

それから、一番最後の緑のダム造成事業の積

立金でございますが、これは、用地買収は20年

で終わるわけなんですけど、今ちょうど９年、10

年目を迎えておりますが、用地買収は20年程度

で終わるんですけれども、その後、やはり山を

守っていくために植林・下刈り、これをずっと

続けていかなくちゃいけないと、数十年間かけ

てやる事業ということで、これは３億円を一応

積み立てを行いまして、毎年1,000万ずつで30年

かけて３億円を積み立てていきたいということ

でございます。

○中野委員 この表の３つ欄がある中で、未処

分利益剰余金がマイナスになって、そこの意味

をちょっと聞いておるわけです。

○沼口総務課長 未処分利益といたしまして18

億何がしできましたと。これは未処分利益の欄

に入っておりますので、それをほかのところに

積み立てをするということで、未処分利益のほ

うが、もうなくなっていくということで、この

「△」というようなことをつけておるわけでご

ざいます。

○中野委員 例えば18億9,100万何がしが、例え

ば地方債積立金１億に積み立てるという意味で

すか。

○沼口総務課長 18億をそれぞれの積み立ての

ほうに持ってまいりますので、合計して、もう18

億をこの積み立て全部に振り分けていくという

内容になっております。

○緒嶋委員 いずれにしても、特別利益があっ

たから全てこのような。これは今年度に限って

のことで、来年度以降はこうはいかんですわね。

ことしは決算では雨も降ったし、そういうこ

とで利益があったと。ある意味では、ゴルフの

ほうは雨が降ればちょっと下がるかもしれんけ

ど、それも含めて、ことしのようにうまくいく

年はもう、この決算上はあり得んでしょうね。

そこ辺は、どうですか。

○沼口総務課長 御指摘のとおり、ことしは特

別利益が、そういった会計制度の改正で非常に

多かったということで、パーセンテージも驚く

ような数字が出ておるわけなんですが、それを

引きますと例年並みのもうけしか出てないとい

うことでございます。

例えば、電気事業は13億ぐらいですか、出て

おったかなと思うんですけれども、例年が大体

６～７億ぐらい、それぐらいに戻るんではない

のかなと考えております。

○緒嶋委員 知事部局に振り込む、これは人件

費とかの関係で、企業局に出向というか、その

期間の退職引当金等を、実費だけを知事部局に

返すというか、振り込むという制度に変わった

ということですか。

○沼口総務課長 御指摘のとおりでございまし

て、今までは、企業局の職員が全員退職をした

ときに、その退職金全部を引き当てとして考え

ておったわけなんですが、交流職員がもうほと

んどでございますので、その在籍期間に応じて

やりましたので、かなり給付金のほうが減って

きたということでございます。

○図師委員 資料の23ページに新総合監視制御

システムの内容が記されてるんですが、我々も

その内容は現地で確認させていただきましたけ
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れども、その継続費の精算報告書の中で全体計

画と実績がかなり大きな数字の開きがあるんで

すけれども、これはどのような理解をしたらよ

ろしいでしょうか。

○喜田電気課長 新総合監視制御システム整備

事業が、全体計画と実績に乖離が出ましたのは、

入札の結果、落札率が50％を下回る非常に安い

金額で応札があったものでございまして、こう

いうようなシステムは、オーダーメードと申し

ますか、受注生産でございますので、類似の設

備をよその県でつくっておるとかそういうこと

等で落札した富士電機が大変安い金額で応札し

たためでございます。

○図師委員 それはいいことだとは思うんです

が、最初の積算の根拠といいますか、そのあた

りが甘かったといえば甘かったのか、そのあた

りはいかがですか。

○喜田電気課長 富士電機は50％以下で応札し

ておりますが、ほかの落札業者は日立製作所が

約70％、東芝が90％台ということで、特に積算

が課題であったとは考えてございません。

○図師委員 いわゆるこの最低落札を決めてな

くて、もう競争の原理で応札をさせて一番安い

ところをとったというような理解をいたします

ので、もう答弁はよろしいです。

○中野委員 この間、それを見学させてもらっ

たときに、その本体の落札は指名競争入札をし

たけど、競争入札のときに、後の管理費が幾ら

かかるかというのは入れてないという話をし

とったけど、そこはどうなってるんですか。

○喜田電気課長 管理費は２カ年分につきまし

ては、工事費の中に入れておりますが、３年目

以降につきましては、別途契約をすることにし

てございます。

○重松主査 よろしいですかね。ほかは、ござ

いますか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松主査 ないようですので、以上をもって

審査を終了いたします。

執行部の皆さん、お疲れさまでございました。

暫時休憩いたします。

午後３時34分休憩

午後３時38分再開

○重松主査 分科会を再開いたします。

10月５日、月曜日の分科会は午前10時に再開

をし、教育委員会の審査を行うことといたしま

す。

それでは、以上で本日の分科会を終了いたし

ます。

午後３時38分散会
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午前９時58分再開

出席委員（７人）

主 査 重 松 幸次郎

副 主 査 日 高 博 之

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 井 本 英 雄

委 員 中 野 明

委 員 田 口 雄 二

委 員 図 師 博 規

欠席委員（なし）

委員外委員（なし）

説明のため出席した者

教育委員会

教 育 長 飛 田 洋

教 育 次 長
原 田 幸 二

（ 総 括 ）

教 育 次 長
川井田 和 人

（教育政策担当）

総 務 課 長 大 西 祐 二

参事兼財務福利課長 田 方 浩 二

学 校 政 策 課 長 川 越 良 一

学 校 支 援 監 永 山 良 宣

特別支援教育室長 坂 元 厳

教 職 員 課 長 西 田 幸一郎

生 涯 学 習 課 長 恵 利 修 二

スポーツ振興課長 古 木 克 浩

文 化 財 課 長 大 西 敏 夫

人権同和教育室長 黒 木 政 信

県 立 図 書 館 長 福 田 裕 幸

県立美術館副館長 川 越 雅 彦

総 合 博 物 館 長 冨 髙 敏 明

県 立 西 都 原
入 倉 俊 一

考 古 博 物 館 長

埋 蔵 文 化 財
岩 切 隆 志

セ ン タ ー 所 長

事務局職員出席者

政策調査課主幹 西久保 耕 史

議 事 課 主 事 八 幡 光 祐

○重松主査 分科会を再開いたします。

平成26年度決算について、執行部の説明を求

めます。

なお、委員の質疑は、執行部の説明が全て終

了した後にお願いをいたします。

○飛田教育長 おはようございます。教育委員

会でございます。どうぞよろしくお願いいたし

ます。

まず、お礼を申し上げたいと思います。

第37回宮崎県高等学校総合文化祭を高鍋町で

開催いたしましたが、重松委員長初め、委員の

皆様にも御臨席をいただきました。また、国民

体育大会の宮崎県選手団結団壮行式に際しまし

ては、星原議長と重松委員長に激励をいただき

ました。また、さらには国民体育大会の応援で

あるとか、あるいは昨日行われました定時制・

通信制生徒生活体験発表会、社会体育の場であ

る地区の運動会だとか学校の周年行事、学校の

運動会とかいろんな場に、県議会の議員の皆様

が来て激励をいただいていると聞いております。

本当に心から感謝を申し上げたいと思います。

ありがとうございます。

それでは、平成26年度の決算につきまして御

説明を申し上げます。

お手元の決算特別委員会資料をお願いいたし

平成27年10月５日(月)
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ます。

１、２ページをごらんください。

それでは、「未来みやざき創造プラン（長期ビ

ジョン）に基づく施策の体系表」により、主要

施策につきまして御説明いたします。

県教育委員会では、体系表の左上に示しまし

たように、宮崎県総合計画「未来みやざき創造

プラン」における３つの分野別施策の中で、「人

づくり」に係る部門別計画として第二次宮崎県

教育振興基本計画を策定し、各種の施策事業を

推進してきているところであります。

大きな四角囲みの体系表の一番上の部分の左

端になりますが、将来像を縦に上下の方向でご

らんください。

県教育委員会では、「未来を担う人材が育つ社

会」及び、「生涯を通じ活躍し挑戦できる社会」

の２つを将来像として設定しております。

これらの実現のために、施策の柱の下に示し

ております「県民総ぐるみによる教育の推進」

以下、７つの柱を設定し、柱ごとに、右に上げ

ております事業に取り組んでいるところでござ

います。

続きまして、３ページをごらんください。

教育委員会全体の平成26年度歳出決算の状況

でございます。

まず、一般会計の計の欄をごらんください。

予算額1,048億9,104万2,000円、支出済額1,042

億6,117万6,327円、翌年度への繰越額9,816

万8,853円、不用額５億3,169万6,820円、執行

率99.4％でございますが、執行率は翌年度への

繰越額を含めますと99.5％でございます。

次に、特別会計であります。表の下から４段

目と３段目の括弧内に示しておりますが、県立

学校実習事業及び育英資金、２つの特別会計で

あります。

特別会計の計の欄をごらんください。予算額18

億6,349万2,000円、支出済額14億4,804万813円、

不用額４億1,545万1,187円、執行率77.7％であ

ります。

最後に、資料の30ページをお開きください。

監査結果報告書における指摘事項及び注意事

項等を記載しております。これらの指摘事項等

に対しましては、直ちに改善を図ったところで

あります。

なお、お手元の別冊でございますが、平成26

年度宮崎県歳入歳出決算審査意見書及び宮崎県

基金運用状況審査意見書におきまして、２件の

審査意見がありましたので、これらにつきまし

ては、後ほど関係課長から説明申し上げます。

なお、本日、教育振興次長の川﨑辰巳が、病

気療養のため、本分科会を欠席させていただい

ております。

私からの説明は以上でありますが、詳細につ

きましては、それぞれ担当課室長が説明いたし

ますので、よろしくお願い申し上げます。

○大西総務課長 総務課でございます。総務課

につきまして御説明いたします。

同じお手元の資料、決算特別委員会資料の総

務課のインデックスのところ、４ページをお開

きください。

（款）教育費の欄でありますが、平成26年度

の総務課の一般会計予算額は32億5,626万8,000

円、支出済額は32億3,145万7,198円、不用額

は2,481万802円、執行率は99.2％となっており

ます。このうち、目の不用額が100万円以上のも

のにつきまして御説明申し上げます。

４ページにあります（目）事務局費の不用額

が1,449万2,035円となっております。主なもの

は、事務局職員の職員手当等や共済費などの執

行残であります。
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次に、５ページをごらんください。

（目）教育研修センター費の不用額が278

万2,169円となっております。主なものは、教育

研修センター施設改修事業に係る工事請負費な

どの執行残であります。

次に、６ページをごらんください。

（目）社会教育総務費の不用額が541万2,362

円、そして、（目）保健体育総務費の不用額が152

万2,969円となっております。これらは、いずれ

も事務局職員の職員手当等と共済費などの執行

残であります。

なお、目の執行率で90％未満のものはござい

ません。

次に、主要施策の成果についてであります。

資料がかわりまして、お手元の主要施策の成果

に関する報告書をごらんいただきたいと思いま

す。

総務課のインデックスのところ、313ページを

お開きください。

「１ 未来を担う人材が育つ社会」の（４）

魅力ある教育を支える体制や環境の整備・充実

についてであります。

表にあります新規事業「「自ら学ぶ教職員」総

合支援事業」でありますが、これは教育研修セ

ンターが実施した事業であります。主な実績内

容等につきましては、校内研修の活性化支援と

して、教育研修センターと宮崎大学が連携し、

モデル校５校に指導者を派遣するなどの方法に

よりまして、校内研修の進め方についての専門

的な指導・助言を行いましたほか、テレビ会議

システムを活用し、県北地区に勤務する教職員

の負担軽減の試みとしまして、延岡総合庁舎と

宮崎市内にございます教育研修センターをつな

いだ研修会、そしてまた、外部講師として県外

の大学教授をお招きし、学校の組織マネジメン

トや危機管理について、管理職等を対象とする

研修会を実施いたしました。

次のページをごらんください。

新規事業「教育研修センター施設改修事業」

であります。これは、平成26年度から平成28年

度までの３カ年計画で、教育研修センターの建

てかえ等を行うもので、平成26年度につきまし

ては、研修棟の解体工事や新しい本館の実施設

計などを行いました。

主要施策の成果につきましては以上でありま

す。

最後になりますが、監査委員の決算審査意見

書に関して、特に報告するべき事項はございま

せん。

総務課は以上でございます。

○田方財務福利課長 財務福利課でございます。

決算特別委員会資料の財務福利課のインデッ

クスのところ、７ページをお願いいたします。

まず、一般会計についてでありますが、予算

額64億7,589万6,000円に対しまして、支出済額64

億874万9,649円、不用額が6,714万6,351円であ

りまして、執行率は99％でございます。このう

ち、目の不用額が100万円以上のもの、及び執行

率が90％未満のものについて御説明を申し上げ

ます。

まず、（目）事務局費におきまして、不用額

が4,303万130円となっております。この主なも

のは、県立学校の補修工事等に係る工事請負費

の入札の執行残や、県立学校ＰＣＢ廃棄物処分

事業に係る委託料の執行残によるものでありま

す。

次に、８ページをごらんください。

（目）教職員人事費におきまして、不用額が168

万2,374円となっております。この主なものは、

県立学校職員健康診断システム保守に係る委託
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料等の執行残であります。

次に、９ページをお開きください。

（目）高等学校管理費におきまして、不用額

が1,246万8,610円となっております。この主な

ものは、県立学校39校の一般運営費における委

託料等の執行残であります。

次に、10ページをごらんください。

（目）特別支援学校費におきまして、不用額

が649万4,150円となっております。この主なも

のは、特別支援学校13校の一般運営費における

委託料等の執行残及び特別支援教育就学奨励費

の事業費が見込みを下回ったものであります。

次に、11ページをお開きください。

（目）保健体育総務費におきまして、不用額

が127万2,895円となっております。この主なも

のは、給食調理施設における委託料の執行残で

あります。

次に、13ページをお開きください。

県立学校実習事業特別会計でありますが、こ

れは、農業系学科を有する高等学校７校の農業

実習に係る特別会計であります。

（目）高等学校管理費の不用額が2,562万8,464

円、執行率が87.3％となっております。この主

なものは、施設や備品の修繕費用が見込みより

も少なかったことや、原材料や物品購入におけ

る入札等の執行残によるものでございます。

次に、14ページをごらんください。

育英資金特別会計でありますが、これは、経

済的理由により就学が困難な生徒などに対して

行います育英資金貸与事業に係る特別会計であ

ります。

（目）事務局費の不用額が３億8,982万2,723

円、執行率が76.5％となっております。この主

なものは、貸付金でありますが、内訳といたし

まして、貸付金の原資となる国からの交付金が

見込み額よりも多く交付決定されたこと、及び

貸付金の貸付見込み額と実績額の差額によるも

のであります。

なお、不用額につきましては、27年度以降の

貸付金の原資となるものでございます。

委員会資料につきましては、以上でございま

す。

続きまして、資料はかわりますけれども、主

要施策の成果に関する報告書、財務福利課のイ

ンデックスのところ、315ページをお願いいたし

ます。

主なものにつきまして御説明を申し上げます。

初めに、「１ 未来を担う人材が育つ社会」の

（２）生きる基盤を育む教育の推進であります。

その下の表の「教育のＩＴ化」であります。

本事業は、全県立学校を対象に情報教育推進に

必要な設備等の整備を行っているものでありま

す。

平成26年度におきましては、教育用パソコン

を29校において再リースを行い、またソフトウ

エアを12校において整備したところであります。

次に、316ページをごらんください。

（４）魅力ある教育を支える体制や環境の整

備・充実であります。表の一番上の「維持管理」

であります。これは、県立学校54校の維持管理

や老朽化対策工事等の実施、１校について太陽

光発電パネルを設置したものであります。

次に、育英資金貸与であります。平成26年度

の育英資金の貸与者数は、一般育英資金が3,732

人、へき地育英資金が208人、合わせて3,940人

であり、貸与条件を満たす者全員に対して貸与

したところであります。

これらにより、経済的理由により就学が困難

な生徒などの就学機会の確保を図ったところで

ございます。
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次に、改善事業「学校職員健康づくり推進」

であります。これは、教職員を対象としたメン

タルヘルス研修や公立学校の全副校長及び教頭

を対象とした管理職研修等を実施し、教職員が

能力を十分に発揮できる環境の整備を行ったも

のでございます。

主要施策の成果については以上であります。

また、資料をかわりまして、歳入歳出決算及

び基金運用状況審査意見書をお願いをいたしま

す。

意見書の46ページをお願いいたします。

(12)育英資金特別会計についてであります。

意見・留意事項等におきまして、「貸付金の償還

促進については様々な対策が講じられているが、

収入未済額は前年度に比べ大幅に増加している

ことから、その解消と新たな発生防止について、

引き続き努力が望まれる」という意見をいただ

いております。

育英資金貸付金等の未済額が増加している主

な原因は、返還者の増加に伴う返還総額の増加

や経済状況の悪化に伴う未就労、収入減等によ

る滞納の増によるものでございます。

滞納者等に対しましては、従来から文書や訪

問等による催告を行っているところであります

が、滞納額の縮減と滞納の長期化の防止のため、

債権管理員等による滞納者や連帯保証人に対す

る電話催促や訪問指導を強化するとともに、貸

与申請の段階で、本人や保護者へ返還に対する

意識づけの徹底を図っているところであります。

これらに加え、平成25年度から導入しました

返還金の口座振替収納や借り過ぎの防止と返還

時の負担を軽減する貸与額の選択制などの活用

に取り組むとともに、育英資金返還促進強化事

業により、新規返還者に対する架電催促業務の

外部委託や支払う意思のない長期滞納者等に対

する法的措置を実施しているところであります。

平成26年度からは、返還金のコンビニ収納を

導入いたしまして、返還者の利便性の向上を図

り、新たな滞納の未然防止に取り組んでいると

ころであります。

今後とも、収納促進に取り組み、育英資金事

業の安定した運営ができるように努めてまいり

たいと考えております。

財務福利課は以上でございます。

○川越学校政策課長 学校政策課分について御

説明いたします。

お手元の決算特別委員会資料の学校政策課の

インデックスのところ、15ページをお願いいた

します。

教育費の欄でございますが、学校政策課の予

算額は６億9,864万円で、支出済額が６億3,427

万9,444円で、明許繰越額が4,384万5,000円、不

用額が2,051万5,556円、執行率は90.8％ですが、

翌年度への繰越額を含めますと97.1％となりま

す。このうち、目の不用額が100万円以上及び執

行率90％未満のものについて御説明いたします。

まず、事務局費の執行率が75.5％であります。

これは、学校教育改革推進協議会及び県立学校

評議員会における委員等の報酬、それから報償

費及び旅費の執行額が見込みより少額であった

ためであります。

次に、教育指導費の不用額1,655万5,048円で

あります。主なものは、初任者研修における後

補充の非常勤講師の報酬や旅費、また、「宮崎の

子どもの学力を伸ばす総合推進」等における教

職員に対する旅費の執行残であります。

16ページをごらんください。

教育振興費の不用額141万2,744円であります。

主なものとしましては、「地域産業を支える元気

な担い手育成」の流通販売や新商品研究開発に
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おける外部指導者への謝金及び旅費の執行残で

あります。

次に、主要施策の成果についてであります。

お手元の主要施策の成果に関する報告書の学

校政策課のインデックスのところ、319ページを

お開きください。

「１ 未来を担う人材が育つ社会」の（２）

生きる基盤を育む教育の推進についてでありま

す。表の上の段の改善事業「宮崎の子どもの学

力を伸ばす総合推進」であります。

教科指導研究のための推進校７校と３つの基

礎学力定着の実践推進地域等を指定し、合同研

修会等を通しまして、指導力のスキルアップに

向けた研究を進めました。また、みやざき小中

学校学習状況調査では、県独自の学力調査を県

内全ての小学校５年生、中学校２年生を対象に

実施しました。さらに、地域ごとの課題解決の

方策を明確にした授業研究会を県内15会場で開

催するなどのこれらの取り組みにより、児童生

徒の学力の向上について、系統的・総合的に図

られるよう推進してきたところであります。

次に、320ページをごらんください。

新規事業「高校生グローバル・リーダー育成

支援」であります。これは、語学力とともに幅

広い教養、問題解決等の国際的素養を身につけ、

将来、国際的に活躍できる人材を育成すること

を目的とする国の事業、スーパーグローバルハ

イスクールに指定された五ヶ瀬中等教育学校に

おいて、大学などのさまざまな団体と連携を図

りながら、バングラデシュやインドネシアでの

海外研修に生徒12人を派遣するなど、グローバ

ル・リーダーを育てるためのカリキュラムの開

発や実践及びその体制整備を進めることができ

ました。

次に、322ページをお開きください。

改善事業「「未来の防災へつなぐ」安全教育推

進」であります。県立学校６校を防災教育推進

校に指定し、地域と連携した避難訓練や連絡協

議会の実施など、実践的な取り組みを行いまし

た。また、高校生の防災意識を向上させ、非常

災害時に復旧・復興の支援者となる高校生を育

成するため、高校生防災教育基礎講座や防災教

育の中核となる教職員を育成するため、防災教

育指導者養成研修会を開催するなど、これらの

取り組みにより、生徒が主体的になった防災教

育を推進したところであります。

次に、325ページをお開きください。

改善事業「地域産業を支える元気な担い手育

成」であります。これは、職業学科で学ぶ生徒

に高い専門力を身につけさせ、即戦力として地

域産業を担う人材の育成を目指した事業であり

ます。

農業高校が地元事業所と連携し、サツマイモ

を使った商品開発に取り組んだり、工業高校が

小型津波避難誘導灯を製作するなど、地元産業

や地域に密着した実践的な取り組みを行いまし

た。また、教員の指導力を高めるために、地元

企業を招いた技術研修会や熟練工による技術講

習会を実施しており、これらの取り組みによっ

て、生徒の実践力や柔軟な発想力の育成に努め

たところであります。

次に、327ページをお開きください。

新規事業「連携型中高一貫教育推進」であり

ます。これは、生徒数の減少が著しい地域にお

ける教育の活性化を目指すため、串間市をモデ

ル地区に指定して、本県では未設置の連携型中

高一貫教育校について、調査・研究を推進して

いく事業であります。

他県への視察調査や高校の教員による中学校

での出前授業の実施、串間市内の小中高の教職
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員やＰＴＡを対象とした合同研修会などを行う

ことにより、連携型中高一貫教育校の設置につ

いて、さまざまな視点から検討を行うことがで

きました。

主要の施策の成果につきましては以上であり

ます。

なお、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべき事項はありません。

学校政策課からの説明は以上でございます。

○坂元特別支援教育室長 特別支援教育室関係

予算について御説明申し上げます。

初めの資料に戻りまして、決算特別委員会資

料、特別支援教育室のインデックスのところ、19

ページをお願いいたします。

（款）教育費の欄でございますが、特別支援

教育室の予算額は２億914万3,000円で、支出済

額は１億9,915万4,577円でありまして、不用額

は998万8,423円であります。執行率は95.2％と

なります。このうち、目の執行残が100万円以上

のものについて御説明申し上げます。

初めに、（目）事務局費でありますが、不用額

が294万1,900円であります。不用額の主なもの

は、工事請負費でありまして、これは、特別支

援学校教育環境整備事業に係る入札執行残でご

ざいます。

次に、（目）教育指導費の不用額が704万6,523

円であります。不用額としましては、報償費と

旅費等の執行残でありまして、これは、国の委

託事業に係る執行残が主なものでございます。

なお、90％未満の執行率の目はございません

でした。

続きまして、主要施策の成果についてであり

ます。

主要施策の成果に関する報告書、特別支援教

育室インデックスのところ、329ページをお願い

いたします。

「特別支援学校医療的ケア実施事業」ですが、

これは、特別支援学校において、安全安心な学

校生活を送るとともに保護者の負担軽減を図る

ため、児童生徒に、たんの吸引等の医療的ケア

を実施するもので、９校へ23人の看護師を配置

いたしました。また、教員に対しても研修会を

実施し、事故等なく適切に医療的ケアを行うこ

とができました。

次に、「「支援をつなぐ」特別支援教育エリア

サポート構築事業」ですが、これは、幼稚園・

保育所・小・中・高等学校等が連携して、一貫

した地域支援体制の構築を図ることを目的とし

ており、県内全てにおいて体制を整備したとこ

ろでございます。専門性の高い教員による巡回

支援、地域のニーズに合った研修を実施するこ

とにより、支援体制の一層の強化が図られまし

た。

次に、330ページをお願いいたします。

「夢にチャレンジ！特別支援学校自立支援推

進事業」ですが、これは、障がいのある子供た

ちの自立と社会参加に向けて、企業等と連携し

て自立支援を推進するものでありますが、特に、

特別支援学校チャレンジ検定は、高等部生徒を

対象とした教育委員会認定の技能検定を開発し

たもので、平成26年度は、喫茶サービスと事務

サービスの検定を実施いたしました。また、特

別支援学校に配置した自立支援推進員が職場開

拓や定着など、きめ細かな就労・生活支援を行

いました。これらの取り組みの結果、平成26年

度の就職率は27％となりました。

次に、「共に学び支え合う理解啓発推進事業」

ですが、高等学校において障がいのある方との

交流や事業、県民等を対象とした理解啓発フォ

ーラム、特別支援学校の作品を展示したギャラ
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リー等の取り組みを行い、共生社会に向けた人

づくりや障がいへの理解啓発を図ることができ

ました。

最後に、332ページをお願いいたします。

「特別支援学校教育環境整備事業」ですが、

これは、特別支援学校の教室不足に対応するた

め、みなみのかぜ支援学校と日南くろしお支援

学校において、普通教室等を備えた軽量鉄骨構

造校舎を１棟ずつ増築し、教室不足の軽減を図

りました。

なお、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべき事項はございません。

説明は以上でございます。

○西田教職員課長 教職員課につきまして御説

明いたします。

決算特別委員会資料の教職員課のインデック

スのところ、20ページをお開きください。

（款）教育費の欄でありますが、予算額は920

億5,927万円、支出済額は916億8,817万7,998円、

不用額は３億7,109万2,002円、執行率は99.6％

となっております。このうち、目の不用額が100

万円以上のものにつきまして御説明いたします。

まず、（目）教職員人事費の不用額が２億2,107

万8,554円となっております。この不用額の主な

ものは、退職手当費の執行残であります。

次に、21ページをお開きください。

（目）教職員費の不用額が4,444万2,611円、

８段目の（目）教職員費の不用額が4,295万7,379

円、中ほど14段目の（目）高等学校総務費の不

用額が3,785万5,465円、下から５番目の段の

（目）特別支援学校費の不用額が2,475万7,993

円となっております。これらの不用額の主なも

のは、いずれも教職員の給料及び職員手当等の

執行残であります。

なお、目の執行率が90％未満のものにつきま

しては、該当はありません。

続きまして、主要施策の成果についてであり

ます。

主要施策の成果に関する報告書の教職員課の

インデックスのところ、333ページをお開きくだ

さい。

「１ 未来を担う人材が育つ社会」の（４）

魅力ある教育を支える体制や環境の整備・充実

についてであります。中ほどの表内の「「学び続

けよう！！」教職員資質向上推進事業」を実施

しております。

主な実績でありますが、次世代の教育を担う

若手教員を対象とした授業力リーダー養成塾を

学校種や教科別に８塾開設し、55人が参加しま

した。各塾において、授業研究会を繰り返し行

うなど実践的な取り組みを行い、若手教員の育

成を図ったところであります。また、他の教員

の模範となるスーパーティーチャー18名を委嘱

し、授業公開や研修会を行い、平成26年度は延

べ7,902人が参加しました。

施策の進捗状況につきましては、91％が自分

自身の授業の工夫改善に努めております。

このほか、校内における教員同士の学びの支

援を目的としたＯＪＴ推進研究校の指定や、教

員を希望する学生や講師等を対象とした宮崎教

師道場の実施などを通して、教員全体の資質向

上を図ったところであります。

最後になりますが、監査委員の決算審査意見

書に関して、特に報告すべき事項はありません。

教職員課は以上でございます。

○恵利生涯学習課長 生涯学習課でございます。

決算特別委員会資料にお戻りいただきまして、

生涯学習課のインデックスのところ、22ページ

をお開きください。

（款）教育費の欄から御説明いたします。課
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全体の予算額は５億1,018万3,000円、支出済額

は５億126万175円、翌年度繰越額が533万5,000

円、不用額は358万7,825円となっておりまして、

執行率は98.3％、翌年度への繰越額を含めます

と99.3％となります。このうち、目の不用額が100

万円以上のものにつきまして御説明いたします。

（目）社会教育総務費の不用額でございます

が、219万6,138円となっております。主なもの

といたしましては、負担金・補助金及び交付金

であります。これは、「県民総ぐるみ「学び」推

進事業」に係る市町村補助金の額確定に伴う執

行残、返還金でございます。

なお、目の執行率が90％未満のものにつきま

しては、該当はございませんでした。

続きまして、主要施策の成果について御報告

いたします。

資料がかわります。主要施策の成果に関する

報告書、生涯学習課のところ、335ページをごら

んください。

初めに、「１ 未来を担う人材が育つ社会」の

（１）県民総ぐるみによる教育の推進について

でございます。

主な事業の新規事業「子ども読書活動推進」

であります。これは、子ども読書活動の関係者

が読書推進の技法を学ぶとともに、子供時代の

読書の重要性について啓発等を行いますことで、

読書活動を推進したものであります。

児童サービス連続講座や障がい者サービス研

修の実施によりまして、公共図書館職員のスキ

ルアップを図ることができ、また、元鳥取県知

事の片山善博氏を講師にお迎えし、みやざき読

書フォーラムでは、図書館の役割や子供時代の

読書の重要性についての意識を高めることがで

きたところであります。

続きまして、336ページをごらんください。

新規事業「地域ぐるみの「子育て・親育ち」

応援」でございます。これは、親子のふれあい

・絆づくりや基本的生活習慣の定着に取り組む

とともに、親としての学びを図るための講座を

開催するなど、地域全体で家庭教育を支える環

境づくりを推進したものであります。このこと

により、モデル地区におきましては、地域の特

色を生かした親子のふれあい・絆づくり活動が

展開されております。

また、参加体験型の「みやざき家庭教育サポ

ートプログラム」を普及するトレーナーを養成

し、講座を実施いたしました。このことにより、

地域全体で家庭教育支援を行う環境が高まって

いるところであります。

続きまして、338ページをごらんください。

「２ 生涯を通じ活躍し挑戦できる社会」の

（１）生涯学習の振興についてでございます。

新規事業「みやざきの次代を担う「青年の人

材育成プロジェクト」」でございます。これは、

各種青年団体やＮＰＯ、起業家などが既存の枠

組みにとらわれない青年結集会議を開催し、社

会参画につながる学習機会と場の提供をするこ

とにより、ネットワークを構築し、実践的な能

力の向上を図ったものでございます。これによ

り、みずからが地域課題を解決する機運の醸成

を図るため、「みやざき100未来フォーラム」を

開催したところであります。

主要施策の成果につきましては以上でござい

ます。

続きまして、監査委員から基金の運用状況に

つきまして御意見がございましたので、御報告

いたします。

別冊の平成26年度宮崎県歳入歳出決算審査意

見書及び宮崎県基金運用状況審査意見書をお願

いいたします。
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59ページをお開きください。

１の審査の対象でございますが、宮崎県美術

品等取得基金でございます。

60ページをお開きください。

この基金は、美術品及び美術に関する資料の

取得を円滑かつ効率的に行うために設置された

ものであります。

（１）美術品等の取得及び引渡状況をごらん

ください。平成26年度は、基金を利用しての美

術品等の購入はございませんでしたので、年度

末の基金残高は３億円となっております。

前のページにお戻りください。

３の審査結果及び意見としまして、「基金設置

の目的に沿った活用が図られるよう、そのあり

方について具体的な検討を行うよう要望する」

との御意見をいただいております。

このことにつきましては、県立美術館が、こ

とし、開館20周年を迎えますことから、この機

を捉え、基金を活用できるよう関係各課と協議

しているところでございます。

生涯学習課は以上でございます。

○古木スポーツ振興課長 スポーツ振興課でご

ざいます。

決算特別委員会資料、スポーツ振興課のイン

デックスのところ、25ページをお開きください。

（款）教育費の欄でございますが、スポーツ

振興課の予算額は11億4,719万7,000円、支出済

額は11億2,047万728円、不用額は2,672万6,272

円、執行率は97.7％となっております。このう

ち、目の不用額が100万円以上のものにつきまし

て御説明いたします。

（目）保健体育総務費の不用額が2,075万78円

となっております。この不用額の主なものは、

負担金・補助及び交付金で、日本スポーツ振興

センター共済給付金に係る執行残でございます。

続きまして、（目）体育振興費の不用額が586

万4,531円となっております。この不用額の主な

ものは、負担金・補助及び交付金で、「みやざき

競技スポーツ特別強化対策事業」に係る執行残

でございます。

なお、執行率が90％未満のものはございませ

ん。

次に、資料がかわりまして、主要施策の成果

についてでございます。お手元の主要施策の成

果に関する報告書をお願いいたします。

スポーツ振興課のインデックスのところ、342

ページをお開きください。主なものにつきまし

て御説明いたします。

人づくりの「１ 未来を担う人材が育つ社会」

の（２）生きる基盤を育む教育の推進について

でございます。

まず、改善事業「元気いっぱい「子どもの体

力向上」推進事業」では、全公立学校で体力向

上プランを作成し、体力向上に向けた計画的、

実践的な取り組みを推進してまいりました。ま

た、すぐれた取り組みをしている学校を体力つ

くり優良校として表彰し、その成果を県下に広

めたことなどにより、本県児童生徒の体力は良

好な状況を保っているところでございます。

次に、343ページをごらんください。

改善事業「元気みやざき「心とからだ」健康

教育推進事業」では、産婦人科医、精神科医な

どの専門医による講話や健康相談を行い、児童

生徒の健康への意識を高めるとともに、性に関

する相談窓口を紹介したカードを配付し、児童

生徒や保護者などの悩みの解消に努めたところ

であります。

続きまして、344ページをごらんください。

「２ 生涯を通じ活躍し挑戦できる社会」の

（２）スポーツの振興についてでございます。
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まず、「少年競技力向上対策総合推進事業」で

は、本県競技力の中心となる少年種別の競技力

向上を図るため、中学校競技力向上推進校と高

等学校競技力強化推進校に対しまして、選手強

化のための県外遠征や強化合宿等の活動支援を

行うとともに、中学・高校の優秀選手の合同合

宿を実施し、中高一貫指導体制の充実に努めた

ところであります。

次のページをごらんください。

「みんながスポーツ“1130”県民運動推進事

業」では、県民総参加型のスポーツを推進する

ため、日ごろ、運動やスポーツをする機会が少

ない人を対象にした教室や、スポーツ・レクリ

エーション活動などに取り組む団体への支援な

どを行ってまいりました。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関しま

しては、特に報告すべき事項はございません。

スポーツ振興課は以上でございます。

○大西文化財課長 文化財課でございます。

決算特別委員会資料をお願いいたします。決

算特別委員会資料の文化財課のインデックスの

ところ、27ページをお開きください。

（款）教育費の欄でございますが、予算額５

億2,605万2,000円に対しまして、支出済額が４

億6,937万2,124円、繰越額が4,898万8,853円、

不用額は769万1,023円でございます。執行率

は89.2％で、翌年度への繰越額を含めますと98.5

％となっております。このうち、目の不用額で100

万円以上のもの、及び執行率が90％未満のもの

につきまして御説明いたします。

まず、（目）文化財保護費の不用額が165万4,2

68円となっております。主なものは、国の特別

天然記念物に指定されておりますカモシカの調

査における旅費や埋蔵文化財センターの廃棄物

処理に係る委託料などの執行残であります。

次に、28ページをお願いいたします。

（目）総合博物館費の不用額が603万6,755円

となっております。主なものといたしましては、

総合博物館における光熱水費の節約に伴う需用

費や清掃業務等の委託料及び管理棟サッシ改修

工事における工事請負費等の執行残でございま

す。

また、執行率が85.1％になっておりますが、

これは、主に翌年度への繰り越しによるもので

ございます。繰り越しの理由といたしましては、

博物館にあります民家園の保存修理に当たりま

して、耐震補強工事の工法の検討に日時を要し

たことにより、工期が不足したことによるもの

であります。

次に、主要施策の成果について御説明いたし

ます。

別冊になりますが、主要施策の成果に関する

報告書をお願いいたします。文化財課のインデッ

クスのところ、347ページをお開きください。

「２ 生涯を通じ活躍し挑戦できる社会」の

（３）文化の振興についてであります。

まず、主な事業名の欄の１番目の項目、「交差

する歴史と神話 みやざき発掘100年」でござい

ます。これは、西都原古墳群の発掘調査から100

年経過し、また、西都原考古博物館が開館10周

年を迎えたことを記念し、本県出土の国宝や重

要文化財の里帰り展示など、４回の特別展を開

催したものであります。また、「みやざき発掘100

年」として、その調査成果について、延岡市な

ど県内３地区で巡回展を開催し、情報発信に努

めたところであります。

次に、改善事業「残そう地域の伝統文化、め

ざそう世界無形文化遺産」でございます。これ

は、県内外の研究者によって組織された「みや

ざきの神楽魅力発信委員会」の委員の方々の御
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助言や御支援をいただきながら、県内各地に継

承されております神楽につきまして、神楽面や

文書などを調べる現地調査のほか、神楽が舞わ

れる当日に調べたり、映像・音声を記録する演

目調査や県内外の研究者や神楽の関係者の方々

をお招きし、シンポジウムを開催いたしまして、

神楽保存団体や地域住民の保護・継承の意欲の

醸成に努めたところでございます。

次に、改善事業「西都原古墳群調査整備活性

化」でございます。これは、西都原古墳群の北

側にございます265号墳の発掘調査を行ったほ

か、陵墓参考地周辺の地中探査などを実施し、

実態解明に努めたものであります。

348ページをお願いいたします。

「博物館教育普及」でございます。総合博物

館におきまして、「ほねほね大集合！」展や「ど

んぐりとまつぼっくり」展などの４回の特別展

や、歴史・動植物・地質などをテーマにした32

の講座を開催し、県民に自然・歴史・民族など

の文化財に触れる機会を提供するとともに、多

様な学習機会の充実を図ったところであります。

主要施策の成果につきましては以上でござい

ます。

監査委員の決算審査意見書に関して、特に御

報告すべき事項はございません。

文化財課は以上でございます。

○黒木人権同和教育室長 人権同和教育室でご

ざいます。

決算特別委員会資料、人権同和教育室のイン

デックスのところ、29ページをお開きください。

人権同和教育室の予算額は839万3,000円、支

出済額は825万4,434円、不用額は13万8,566円、

執行率は98.3％であります。

次に、目の執行残が100万円以上のもの、及び

執行率が90％未満のものにつきましては、いず

れも該当がありません。

続きまして、主要施策の成果についてであり

ます。別冊資料の主要施策の成果に関する報告

書、人権同和教育室のインデックスのところ、350

ページをごらんください。

「１ 未来を担う人材が育つ社会」の（２）

生きる基盤を育む教育の推進についてでありま

す。

まず、「人権啓発資料作成」についてでありま

す。これは、学校や家庭におきまして、児童生

徒と保護者が人権について話し合うための資料

として、「ファミリーふれあい」を作成し、小中

学校、県立学校の１年生全員に配付しているも

のであります。昨年度は３万3,120冊を作成しま

したけれども、より広く活用していただくため

に、インターネット上でも公開しているところ

であります。

次に、「支え合う仲間づくり「ピア・サポート

活動」推進」についてであります。「ピア・サポ

ート活動」とは、仲間同士で支え合う活動とい

う意味でございまして、子供のコミュニケーショ

ン能力の低下が問題となっている中、高校生を

対象にさまざまな悩みや課題を仲間とともに支

え合いながら解決できるよう、必要な知識と技

能を身につけさせるトレーニングを行う事業で

あります。

この事業では、県立高等学校５校を推進校に

指定し、「ピア・サポート活動」の実践に取り組

むとともに、周辺の小中学校の先生方にも研修

に参加していただくなどしております。

最後に、監査委員の決算審査意見書に関して、

特に報告すべき事項はありません。

以上でございます。

○重松主査 執行部の説明が終了いたしました。

委員の皆様から質疑がございましたらお願いい
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たします。

○図師委員 それぞれ御説明いただいたんです

が、中にちょっと説明を詳しくいただきたいも

のがありまして、まず資料22ページの生涯学習

課の中で、繰越額のところの報償費であったり

役務費であったりが高額になっておるんですが、

この原因は何だったんでしょうか。

○恵利生涯学習課長 ただいま御指摘がござい

ました不用額のほうの中身でございますが、※地

域総ぐるみの活動の中で学校支援地域本部事業

という地域を巻き込んだ活動がございます。

この事業の中で、一番費用を大きく占めてい

るのが、コーディネーター等の謝金等でありま

して、計画したにもかかわらず、やはり雨天等

で実施できなかった市町村等がございまして、

執行がなかなか難しくなったということの不用

額がそこに出てきているということでございま

す。

以上でございます。

○図師委員 今の御説明ですと、コーディネー

ターの要請なり委託はできておったところが、

天候の不順等で、その支払いがされなかったと

いうことですが、この額からいって、大体概算

でいいですが、実際、何人分というか、何日分

の支払いができなかったということになるんで

しょうか。

○恵利生涯学習課長 先ほどの言い直しをした

いと思います。

翌年度繰り越しのお金の分でございますが、

これは、地域ぐるみの活動ではなく、国の地方

創生の事業で新しく、「人材養成塾」を、２月補

正の分で新しく事業化したということでござい

ます。

○図師委員 ということは、コーディネーター

等を養成する人材養成の予算が、２月に国から

確定が来たので、結局執行できなかったという

ことでの繰り越しという理解でいいでしょうか。

○恵利生涯学習課長 申しわけありません。先

ほどのコーディネーターという分は、学校支援

地域本部事業ということで御説明しましたが、

その事業のことではなく、人材養成塾という新

たな国の補正の事業で、この事業を新しく２月

補正の段階で事業化したということでございま

す。

○図師委員 了解しました。

結局、その予算が２月補正で来たがゆえにと

いうことで、今年度はもう行われているという

ことですかね。

○恵利生涯学習課長 予定どおり行っていると

ころでございます。

○図師委員 では、続けて、やはり同じく生涯

学習課にお伺いしたいんですが、成果に関する

報告書の中の338ページ。新規事業「みやざきの

次代を担う「青年の人材育成プロジェクト」事

業」。非常に内容はすばらしく、私も青年団活動

をしている中で、この衰退していく青年団等の

活動をサポートする。また、再活性化させるた

めの事業として非常に有効な事業だとは思うん

ですが、前に一般質問でも取り上げさせていた

だいたんですけれども、我々が青年団で活動し

ているときも、他団体との交流のためとか、複

数青年団と活動を一緒にしたときには、別枠で

予算をつけましょうという「若人ひむか活性化

塾事業」というすばらしい事業があったんです。

けれども、その事業で活動を始めて、ようやく

軌道に乗り始めた３年後、４年後というところ

で、県が事業の見直しをして、その事業がぷつっ

と終わってしまった。意欲ある団体は、その３

年なり４年で横のネットワークができまして、

※このページ左段と右段に発言訂正あり
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今もその活動が継続している地域もありますが、

多くの青年団は、そのときにもう事業がなくなっ

たということで継続ができない、活動が衰退し

ていく。歯どめにもならなかったということが

ありまして、そういうことを繰り返さないため

にも、ぜひ、こういう事業は、継続することに

意義があり、また、３年、６年という一通り見

直しの段階でも、やはり先生方の熱意によって

継続していただきたいと思うんですが。

この事業の成果、参加人数等が出ております

が、実際、今回の決算内容を踏まえた上での今

後の見通しはいかがでしょうか。

○恵利生涯学習課長 御指摘をありがとうござ

います。

この事業によって、青年団または商工会議所

の青年部、青年会議所等、大学生も含めて地域

の活性化、宮崎を元気にしようという、そうい

う結集会議を何回か繰り返しながら、フォーラ

ムまたは各事務所の中でも研修会なり講座等も

繰り広げられまして、延べ500人程度の方々がこ

の会議に加わりまして、宮崎を活性化する。そ

ういう機運を非常に盛り上げまして、やはり他

団体との連携、これが非常に大事だということ

のネットワークの確認をさせていただきました。

この事業をもとに、本年度になりますけれど

も、青年を育成する事業に新たに取り組んでお

ります。中高生を含め、また大学生、また青年

団も含めて宮崎を育成しようと、宮崎を元気に

しようと、または企業との連携を含めた事業に

ついて、発展的に取り組んでいるところでござ

います。

○図師委員 事業成果は、今後また出てくるも

のでしょうし、大いに期待しております。繰り

返しになりますが、この事業がしっかり地域に

根が張れるところまで、ぜひ続けていただける

事業等になりますように要望しておきます。

それから、もう一つ。

○重松主査 別の課にいきますか。

○図師委員 はい。

○重松主査 ちょっと関連を伺っていいですか。

今の生涯学習課に関することで関連ございま

せんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○図師委員 それでは、監査の指摘事項のとこ

ろで何点かお伺いしたいんですが、全部で34件

の指摘があるということは、少ないとは言いが

たいところがあるんですが、その中でも一つ、

二つお伺いします。

まず、契約事務のことで、資料30ページの下

から４つ目と３つ目のところ、「年間の購入金額

が多額であるにもかかわらず、随契を行ってい

る」というような指摘を受けてるところが、中

部教育事務所と宮崎工業高校が受けてます。こ

の内容をもう少し詳しく教えてください。

○田方財務福利課長 それでは、宮崎工業高校

の「年間の購入金額が多額でもあるにかかわら

ず、定期的に同一業者と10万円以上の随意契約

を行っているのが散見された」ということです

けれども、この内容は、実際学校で使います用

紙類ですね、印刷のための用紙、それとかコピ

ー用紙とか、ざら紙などを買うわけですけれど

も、その用紙類が学校にいつも置いとくわけに

はいきませんので、なくなったときに買うとい

うことになりますが、それを年間で単価を出し

て契約しとけばいいんですけれども、それをそ

の都度買っていたということで、10万円以下に

なって、３万円とか７万円とかで買っていたと

いうことがございます。そういうことで御指摘

を受けたということでありまして、これからは、

やはり年間を通してどれぐらいの契約料がある
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のかを確認しまして、その業者との単価契約と

か行いましてやっていく方向で、指示をしたと

ころでございます。そういう改善をさせていた

だくということでございます。

○大西総務課長 同じページの中部教育事務所

の随契の関係ですが、これにつきましても同様

に印刷用紙、コピー用紙の購入について、同一

業者と10万円未満の随契を定期的に行っていた

というものでございまして、監査での御指摘が

あった後に、その後、複数業者との見積もり合

わせを実施いたしまして、これについても単価

契約という形での締結というふうに改めたとこ

ろでございます。

○図師委員 もう一つ、指摘事項の一番最後な

んですが、31ページで、準公金について監査が

行われていなかったという非常に初歩的なこと

なんですが、この内容も少し教えてください。

○田方財務福利課長 この準公金の指摘でござ

いますけれども、事実関係を申し上げますと、

補修教室会計、文化情報科の１年、２年生の会

計について、保護者からお金を集めてるわけで

すけれども、その監査を実施していなかったと

いうことで、文化情報科１年及び２年生の保護

者の方々へも監査の結果を報告をしていなかっ

たということです。これは公金マニュアルによ

りまして、必ず監査を実施して、支出を負担し

ていただいている保護者にきちんと説明をして

いく、あるいは使い方を説明していただくとい

うことよりもしなければならないということで

すから、そこは大きな指摘だと思いますので、

徹底してやっていただくように指示をしている

ところであります。

○図師委員 細かく見ていくと、類似するとこ

ろがほかにもあろうかと思うんですが、何が言

いたいかと申しますと、結局こういう随契なり、

また監査が行われないお金が学校で発生してい

るということであれば、以前から出ております

裏金であったり、また、それの私的流用であっ

たり、その温床となりかねないケースだと思い

ます。やはり宮崎県は以前にかなり大きな代償

を払って、この裏金なり私的流用が再発しない

ための体制を整えてきているはずですので、こ

ういう指摘がまたくすぶり始めると、前の緊張

感がなくなってきたんではないかというような

ことにもなりかねませんので、ぜひ、その体制

の再チェックといいますか、強化は図られてい

かれるべきだと思います。いかがですか。

○田方財務福利課長 今、おっしゃっていただ

きましたように、県教育委員会といたしまして

も準公金マニュアルをつくりまして、確実にこ

ういうことでやってください、あるいは買うと

きに決裁を受ける、買った後にきちんと何を買っ

たかという決裁を受ける、支払いをする。そう

いうことをきちんとマニュアルの中でうたって

るわけでございます。そのマニュアルに従って

きちんとやっていただければ、そういうことは

発生しないと考えておりますので、このマニュ

アルを徹底させながら、こういうことが起こら

ないようにやっていきたいと思っておりますの

で、よろしくお願い申し上げます。

○重松主査 関連ございますか。よろしいです

か。

それでは、ほかの件に行きましょう。

○緒嶋委員 財務福利課の主要施策の318ペー

ジ。高等学校の生徒寮は定員が決まっておるわ

けですか。

○田方財務福利課長 生徒寮の定員は360名とい

うことで、定員が決まっております。

○緒嶋委員 高千穂高校の定員は何人。

○田方財務福利課長 高千穂高校の定員は56名
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でございます。

○緒嶋委員 一つの寮の部屋に３名も入ってお

る部屋があるということも聞くんだけど、部屋

ごとの定員というのはないわけ。

○田方財務福利課長 高千穂高校は、25年度、56

名の定員に56名入ってた状況がありまして、26

年度は56名の定員に54名なんですけれども、部

屋の中は、普通ベッドの数というのがあります

から、大体２人ぐらいを原則にしてるんですけ

れども、その状況によりましては多くなってる

ことがあったかもしれません。現在は54名となっ

ています。

○緒嶋委員 ３人も一部屋に入っとけば、それ

ぞれ個人のプライバシーもある中では、管理人

もだが、子供がストレスがたまるというような

ことも聞いて。そういう情報は入ってきてない

わけかな。

○田方財務福利課長 子供たちの精神的な部分

とか、そういう指導の部分は、今のところ、こ

ちらには入ってきてないところであります。

○緒嶋委員 その寮に入っている子供の親なん

かから、学校には情報が入っておるかもしれん

けど、学校が財務福利課に上げておらんのかも

しれんけど、子供が寮に入って勉強する上で、

寮生活そのものにストレスがたまることがあっ

ては、学校教育そのものにも問題があると思う

んだけど。その辺を十分検討してもらわんと、

寮の本当の意義がおかしくなるような気がする

んですね。そのあたりはどう考えますか。

○田方財務福利課長 寮生活というのは、親御

さんから離れて子供がしているわけですから、

心細い面とかございますので、寮監とかが一生

懸命フォローはしていくわけですけれども、今

おっしゃいましたように勉強できる環境を整え

て、へき地からとかそういう状況があって来ら

れている生徒さんですので、そういうところに

配慮しながら今後やっていきたいと思います。

○緒嶋委員 それと、寮そのものが物すごく老

朽化してるんですよね。これはもう財政が厳し

いということはわかっておるけど、子供の教育

という立場から、寮のあり方も、相当考えてい

かんといかんのじゃないかなと。そういう検討

はされたことはあるんですか。

○田方財務福利課長 寮が古いということは、

もう認識はあるところであります。今、県立学

校全体の施設整備の関係からも老朽化が非常に

進んでいるというところでありますので、この

全体の計画の中で考えながらやっていくことに

なろうかと思いますけれども、すぐすぐという

ことができませんければ、悪いところを修繕す

るとか、いろんな改善はやっていきたいと思っ

ておりますので、よろしくお願いします。

○緒嶋委員 ぜひ、そういう将来的なことを含

めながら、もう厳しいからどうにもならんとい

うのも一つの理屈ではあるけれども、それが本

当にいい理屈かというと、またそれは見方はい

ろいろあるわけだから、最大限の努力は、惜し

まずにやるべきだと私は思います。その人材育

成というのが一番教育の大きな目的にもあるし、

いかに少子化の中で優秀な人材を育てるかと

いったら、教育環境を立派にするということは、

教育委員会の大きな使命でもあろうと思うので、

そこを十分努力してほしいと思いますので、よ

ろしくお願い申し上げたいと思います。

○日高副主査 寮ですが、一般のへき地から来

ている子供と、夜遅くまで部活動をしてる子が

一緒になってますよね。その辺では、部活動し

て遅く帰ってくる子と早目に帰ってきて勉強し

てる子と二通りあって、それがうまくいってな

いんだという話をよく聞きます。その辺につい
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て、どう考えているのかと。

○田方財務福利課長 地区生徒では、やはり同

じ学校の子供たちがいるわけではありませんで、

一つの寮に違う学校の子供たちが入っている状

況がございます。学年も３年生から１年生まで

というのもありますし、そして、今おっしゃっ

たように、部活動している子、部活動してない

子というのがあります。

同じ部屋になると、帰ってきて食事というの

も時間帯が違うわけですね。だから、そういう

ところでは寮監の方々がそういう配慮をしなが

ら、今やっていただいているところなんですが、

寮自体に入れる定員も決まっておりますので、

その中できちんとそういう同じ学校で部活動を

してないとか、そういうところを考えながらやっ

ていければいいのかなとは考えますけれども、

今、実態がそうなっているかどうかは、ちょっ

と把握をしてないところです。

○日高副主査 問い合わせがよくありまして、

聞いたらもう自分たちで家を借りて部活動をし

てると。そこにもうお金を払って住むしかない。

そして、スポーツとかする子はカロリーも違う

んですね。大変だ、大変だと言うから、何かで

きないかと言うけど、それやったらもう自分た

ちでやるしかないねということを言うしか方法

がない。時間も違う、カロリーも違う。それは

別にお金がかかりますよね。そういったところ

も問題があるなと。

それと、将来の見通しですね。ずっとこのま

ま寮を修繕していくのか、それとも民間のアパ

ートとかそういうのもあるから、そっちのほう

と提携してやるのかとかいう場合もあると思う

んですけれども、その辺についてちょっと伺い

ます。

○田方財務福利課長 まず、第１点目のそのカ

ロリーが違う、食事のことですけれども、今、

１カ月当たり２万9,900円というお金を生徒から

徴収をしています。これは、ほとんどが食費あ

るいは消耗品的な部分がかかるわけですけれど

も、その中で、一応食事を朝と夜、昼もあるん

ですかね。弁当を持っていくところもあると思

いますけれども、そういうところがありますの

で、なかなか量的な部分とかいうのが難しいと

ころはございます。

それから、２番目の寮をどうしていくかとい

うことなんですけれども、この地区生徒寮とい

いますのは、とにかく最初発足して、へき地か

ら学校へ通う方々が寮を利用して、なるべく負

担がかからないようにするというのがありまし

たので、その点で、まだ美郷とか諸塚とか椎葉

村とかから、大分、寮に入っている方々がいらっ

しゃいます。だから、そういうところもありま

すので、この寮自体は要望も高いですし、先ほ

ど申し上げましたように、360名の定員で、去年

が300名、ことしは304名で84.4％入っておりま

すので、需要が非常に高いと思ってますので、

これはこのままきちんと整備をしながらやって

いかなければいけないんではないかと考えてい

るところであります。

○日高副主査 そういうことであれば、ぜひ継

続して、現場は問題があるんですよ。学校と現

場と、とにかく話をしてもらったほうがいいで

すね。どうする、こうするというのをここで決

るんではなくて、どういうふうな方向に持って

いこうかというのをちょっと研究していこうか

というぐらいの答弁をしたほうがいいかなと…

…。

○田方財務福利課長 実際に、毎年、この寮の

運営自体は宮崎県奨学会に委託しているわけで

すけれども、学校とそことの話し合いというの
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は毎年持ってますし、校長先生も出てきていた

だいてますし、寮監あるいは事務長も出てきて

いただいて、皆でそういう話をしてますし、い

ろんな要望が上がってまいりますので、この寮

のあり方はきちんと検討させていただきたいと

思います。

○田口委員 同じく学生寮の件で聞きたいんで

すが、以前、私がこの委員会に所属していると

きに、県立高校の生徒しか入れないということ

でございましたので、それはちょっとおかしい

んじゃないかということで、不公平があっては

いかんということで話をしたところ、私学のほ

うにも開放していただいたんですが、たしか去

年ぐらいに聞いたときには、今、１人も入って

ないという状況と。ちょっといろいろ変わって

きてですね。ちょっと今の推移等々を教えてい

ただきたいんですが。

○田方財務福利課長 生徒寮の入寮につきまし

ては、私学の生徒についても門戸を開放してい

るというところでありまして、26年度はおりま

せん。私学の生徒の入寮はありません。25年度

もございません。24年度に１名だけおりまし

た。23年度に２名、あと21～22年度も２名ずつ

いたわけですけれども、これは延岡で私立学校

の子供たちが入っていたということですが、今

現在は、その私学が寮をつくられまして、そち

らのほうに優先して皆さん入っていらっしゃる

というところで、県の寮には要望がない、希望

がないという状況であります。

○田口委員 定員が360ということでございまし

たけど、この後ろの資料を見ると、26年度で300

名が入っているわけですね。ということは、60

名あきがあるわけですが、高千穂はちょっと別

として、私立があるところは、今、どこの寮で

も開放しているということなんですか。

○田方財務福利課長 この取り決めをしたと

き、21年４月に一応そういう話もあったんです

けれども、これは今現在は、どこでも私立があ

るところは、希望があれば検討をすることにな

ります。定員のあきとかいろいろありますけれ

ども、そういうことで検討はさせていただくと

いうことで。

○田口委員 ちょっと確認ですけど、例えば定

員が50人のところに県立高校の生徒が50人来て、

私学の生徒が２名入れてくれと言った場合には、

どういう検討になるんですか。県立優先ですか。

○田方財務福利課長 一応、県立の施設として

つくっておりますので、県立が優先にはなりま

すけれども、ただ、その状況もございます。経

済的な状況とかいろんなことがありますので、

そういう検討はしていくことにはなろうかと思

います。

○田口委員 私学が寮をつくったので、私学の

ほうに、今、おさまっているということですが、

それは施設の内容もかなり違うということです

かね。

○田方財務福利課長 延岡でいいますと、ウル

スラとかそういうところがつくられたんですけ

れども、私も私学のほうの中身は見ておりませ

んので、どういう違いがあるかというのはわか

らないんですけれども、後からできてますので、

うちの寮よりは、まだいいんじゃないかなとい

う感覚はありますけど。

○田口委員 わかりました。ありがとうござい

ます。

○緒嶋委員 私は、寮は学校教育において重要

だと思うんですよね。それで、もうちょっと実

態を校長から情報を聞くだけじゃなくて、財務

福利課は、職員をその現場に行かせて実態を直

に調べんと、校長のそのいろいろな情報だけで、



- 47 -

平成27年10月５日(月)

私は実態を本当に掌握しておるのかなというの

で、ちょっと懸念があるわけです。校長先生も

教育委員会に言いにくいところもあるんじゃな

いかなと。そういうことを含めたら、子供の視

点に立って、子供の立場に立ってどう考えるか

というのが原点じゃないと、教育委員会の立場

に立って物を考えるのは、私はある意味では、

教育の立場からでは、本末転倒じゃないかなと

いう気がするわけです。

だから、そういう点を含めて、もうちょっと

積極的にこの寮の問題、将来にわたってどうす

るかは、真剣に考える必要があると思うんです

が、そのあたりはどうですか。

○田方財務福利課長 今、委員からありました

ように、財務福利課も職員が全寮を毎年回って

おります。それで、寮の状態とか、どういうと

ころが悪い、あるいは改善をしなければならな

いというのを持って帰りまして、次年度の予算

ではこういうところをやらなければならないと

いう検討は毎年やっておりますし、私も行った

こともあります。それから、うちの職員が別個

にまた回って運営状況の調査、どういう食事を

出しているとか、そういうところまでチェック

をしておりますので、今おっしゃっていただき

ましたように、寮の問題は、先ほど申し上げま

したが、へき地の子供たちが、学校に行くのは

非常に負担がかかるということがありますので、

いい環境で勉強ができるように、私たちも次の

ことを考えながら検討をしていくことになろう

かと思います。

○緒嶋委員 今、課長が言われたようなことを

十分含めながら、当面の課題と長期的な課題と

いうのは当然あるわけですよね。その点をうま

く考えながら、言われたとおり、条件の悪い子

供というか、親の立場から見ればですね。通学

を我が家からできんような子供とか、厳しい子

供たちがいろいろ事情があってそこに入るわけ

ですね。ある意味では、本当はかわいそうなわ

けです。そういうとこに十分配慮した寮の運営

はどうあるべきかというのは重要なことですの

で、今言われたようなことを含めて、十分検討

していただきたいということを要望しておきま

す。

それと、毎回ですけど、育英資金の特別会計

については、審査意見書の46ページ。意見・留

意事項のとおり、これはなかなか完全に解消す

ることはないわけですけれども、このさまざま

な対策が講じられておるということも、１回、

委員会で聞きましたが、どういう対策が講じら

れておるか、もう一遍具体的に申し上げていた

だきたいと思います。

○田方財務福利課長 まず、さまざまな対策と

いうので、まず最初に上げられますのが、平成25

年度から口座振替での納入というのを始めまし

た。今、返還者が１万810人おりまして、口座振

替での返還者が3,836人で、35.5％の返還者が利

用をいただいています。

口座振替でやりますと、非常にいいという点

がありまして、これは毎月の返還率の平均が92

％から93％ぐらいの口座から落ちてくるという

ことで返還金になってくるわけです。これが、

平成25年度から口座振替を原則やりましたので、

今からはもう原則ですから、口座振替をずっと

実施していきますので、返還者が口座振替で返

還する率は上がっていきます。これが一つの大

きな対策かなと思ってます。

それから、もう一つ、貸与額の選択制という

のをやりました。これは、借り過ぎですね。必

要以上に借り過ぎますと、返すときに非常に大

変だということがありますので、その借り過ぎ
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を防ぐために、３段階の貸付金を決めて、自分

で選んでもらうようにしてあります。これは、

大体借りている方の10％ぐらいが、ちょっと低

い額を借りていらっしゃる。10.8％ということ

になりますけれども、それを借りていらっしゃ

るということになります。

それから、一番大きな対策としては、法的措

置をやることだろうと思います。法的措置をや

る対象者は、やはり長く全然連絡もしてこない、

こちらから催告をし、あるいは文書催告をやり、

訪問をしても全く返還に応じていただけないと

いう方々がいらっしゃいますので、そういう方

々に対しては法的措置を実施させていただきた

いと思ってます。

この法的措置といいますのは、まず県から文

書を出すわけですけれども、その債権を持って

いらっしゃる方々に文書を出しながらやってい

くということになります。

26年度ですけれども、まず、支払督促申立予

告書というのを県が発送しました。※それで、何

も反応がなかった方々88名に対して、裁判所に

支払督促申立を行いました。そして75名につい

ては返還を一部されたり、相談があったりしま

したので、残り13名、その13名のうち１名はも

う全額返還していただきました。１名は去年２

月の議会で御報告しましたけれども、裁判をさ

せていただきました。その裁判をして、全額を

返していただいたということになります。あと11

名は、裁判所から行きまして仮執行宣言の支払

督促申立がもうしてありますので、いつでも強

制執行ができる状況となっています。やはり一

番大きいのは、法的措置をやることによって、

今までそういう反応を返していただけなかった

方々が反応をしていただく。

それから、もう一つ、最後ですけれども、27

年の１月からコンビニ収納を実施をいたしまし

た。コンビニ収納は24時間、いつでもどこでも

返せるという利点がございますので、県外は宮

崎銀行とかそういうところがなくて返せない。

昼間働いてて返す暇がないという方々もいらっ

しゃいますから、そういう方々に対してはコン

ビニ収納での納付書を送っていると、そういう

対策をいろいろやりながら、今進めているとこ

ろであります。

○緒嶋委員 27年度に向かっては、その成果が

上がっておると理解していいわけですか。

○田方財務福利課長 27年度は法的措置を強化

しようということで、今、813件の支払督促申立

予告書を送っております。この813件と申します

のは、本人だけが813件ですので、それにプラス

第一連帯保証人、第二連帯保証人に送りますの

で、３倍の数を送っております。それで、大分

反応が返ってきておりますので、この法的措置

をしっかりやっていくことがいいのではないか

と思っているところであります。

○緒嶋委員 これは、もう教育委員会が、専決

処分ができるということですので、そのことも

含めて、これは借りたものは返すというのは、

人間の一つの道徳でもあるわけですので、本当

は一回言われたとおり、育英資金も皆付与する

ほうがいいんだけど、日本の財政がそうはいか

んから、借りたものは返すというのは当たり前

のことですので、27年度、その成果が上がるこ

とを期待しておきたいと思います。

教育委員会の資料の中で、最後にありますこ

の契約事務とか支出事務なんかのこの指摘を受

けるのは、私は、これはいろいろあると思うん

ですが、学校の事務職員が３年交代で専門の職

員じゃなくなったですわね。一応３年交代とい

※53ページに発言訂正あり
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うのが一つの原則みたいに。そういう事務処理

のふなれがこういうような、事務職員としては

こういう間違いがあってはいかんようなことが、

これだけ羅列されるのは、どこに原因があると

考えておられます。

○田方財務福利課長 この中身を見てみますと、

起案をして何人も見ていくわけですから、きち

んとチェックをしておけば、その中で誰かが気

づけば、こんなに大きな問題にはならないとい

うことが考えられますので、ほとんどチェック

ミスが大きいかなと思っています。それと考え

違いというのもあるんですけれども、そのチェッ

ク体制をきちんと整えていけば大丈夫じゃない

かということで、指導を今しているというとこ

ろであります。

○緒嶋委員 そのチェックをするのは、誰が

チェックをするわけですか。

○田方財務福利課長 最終的に決裁をいただく

のは校長先生なんですけれども、事務長が一番、

そこの事務的には精通しているわけですから、

事務長がチェック者ということになろうかと思

います。

○緒嶋委員 事務長は、そういう事務的なキャ

リアがある人が大概事務長になられるだろうと

思うんですけどね。監査委員が監査したところ

がこれだけですわね。監査していないところも、

この可能性があると見ることもできるんじゃな

いですか。監査したとこだけがこういう指摘を

受けて、実際、監査してみれば、また指摘を受

けるとこは、かなりあると理解したほうがいい

んじゃないですか。

○田方財務福利課長 ここで出ておりますのは

実地に行かれたり、あるいは文書監査で書類を

持ってきていただいて監査をするというところ

もありますので、大概の学校は監査は受けてい

るということになります。あるいは会計課が回っ

ていただいて指導をしていただいたりしていま

すので、ここで全部が出てるということではあ

りませんけれども、大体はうまくやっていただ

いてるんではないかという感覚は持っていると

ころです。

○緒嶋委員 これは県の監査委員が見たところ

がこうなったということですよ。毎年見ている

わけじゃないわけでしょう。そうすると、監査

委員が見ていない学校もこういうことが指摘さ

れるんじゃないかと、私は言っておるんですが、

私の言う意味がわからんかな。

○田方財務福利課長 おっしゃるとおり、全て

をチェックしてるわけではありませんので、全

然見てないところがあれば、そういう結果が出

てくる可能性はあろうかと思います。

○緒嶋委員 上のチェックが足らんかったと言

うけど、やはり一番は、事務処理の担当職員が

チェックを受けても指摘されないような事務処

理をしないといかんわけですよね。

そういうことになると、事務職員の能力とい

うか、前は教育委員会も学校事務という専門的

な採用を設けておったので、こういう事務のミ

スが少なかったんじゃないかなと。そういう担

当になった職員をもうちょっと事務的に指導す

る。学校の先生をいろいろ指導するというが、

事務職員の指導が組織として足らんのじゃない

かなという気がするんだけど、そういう気はし

ないんですかね。

○田方財務福利課長 学校事務職員協会とかい

ろんなのがありまして、そういうところで地域

ごとにそういうものを持ち寄りまして、こうい

う会計処理はどうしたらいいかとかをきちんと

やっていたということもありますし、今現在も

数は少なくなっていますけれども、やっている
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んではないかと思います。確かに、学校に初め

て来られた方は、学校のやり方自体もわかって

ないところがあろうかと思いますので、そうい

う指導はしっかりしながら、こういう結果が出

ないようにしていかなければいけないかなとい

うことは考えます。

○緒嶋委員 ぜひ、そういう指導をすることに

よって、これは事務的には、そうまで難しい間

違いじゃないわけですね。これはどうにもなら

んようなもんじゃない。これは事前に十分、そ

ういう異動をした段階で指導しておけば、こう

いうことがないようにというのをピシャッとや

れば、それは県職員の皆さん、能力のある人が

職員になっておるわけだから。こういうのが一

覧表としてこれだけ出てくること自体が、私は

いかがなものかという気がするので、こういう

のが出ないように、やはり教育委員会内で、も

うちょっとどうあるべきかというものを含めて

やるべきだと。毎年、こういうのが出てくると

いうことであれば、これは何をしておるかとい

う、私たちの立場から言えば、もう言わざるを

得ないことでありますので。それは人間だから、

間違いがあるのはある意味ではやむを得ないわ

けだけど、できるだけ少ないほうがいいわけだ

から。もうこれだけ両面に出るというようなこ

とはいかがなものかという気がしますので、十

分そういう事務的な教育というか、そういうも

のもやるべきではないかなと思います。

○中野委員 私も昨年は監査委員で田口さんと

いろいろ回って……。

例えば、今、課長が答弁していますよね。こ

ういう指摘を受けたことに対して、教育委員会

としては、もう通知は学校長に行きますよね。

あと、そのフォローとして、要は教育委員会と

して、これは学校の問題よねではなくて、そう

いう対策というのは、何か具体的にやっていま

すか。

○田方財務福利課長 教育委員会では、各学校

に対して、例えば総務課と財務福利課と教職員

課とか、いろんなところの学校事務職員とか、

それから県の職員とかが学校に行きまして、そ

ういう会計的な指導とか書類を見たりすること

を毎年やっております。それから、私たちもい

ろんな学校事務職員の会合の中に出かけていき

まして、こういう指摘があったので、こういう

ところを気をつけてくださいというのをきちん

と、そこを伝達をしてるということであります。

そして、大きな指摘があった時には、全部の学

校に通知をしまして、こういう指摘があったの

で、こういうところを気をつけてきちんと処理

をしてくださいという指導はしているところで

あります。

○中野委員 問題はその教育委員会の指摘が功

を奏してないということでしょ。ただ言っただ

け。それは理屈やろ。

それで、もう一つは、事務長、校長、それぞ

れ段階で決裁権限があるでしょ。これは校長ま

で決裁が行くものとか、それもチェックしまし

たか。事務長の話じゃないかなと思って。そこ

辺の決裁区分、これはどうなっていますか。

○田方財務福利課長 会計書類につきましては、

最終決裁者は校長になっておりますので、校長

まで必ず印鑑をいただいて処理をするというこ

とになりますから、事務長でとまるということ

はないということで……。

○中野委員 100％ないということでいいです

ね。事務長段階で終わるということはない。100

％ないということでいいですね。

○田方財務福利課長 会計書類自体はそうだと

思うんですけれども、ただ、途中で事務長の専
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決事項になってる部分はあるかもしれませんけ

ど、済みません、私が、今ちょっと途中、具体

的なことを言っておりませんので、申しわけご

ざいません。

○中野委員 だから、そういうとこで責任問題

も違うわけです。それと、今、事務長と言うけ

ど、事務長イコール職員体制はどうなっていま

す。学校事務の体制ですよ。事務長あるいは職

員、正職員ですよ。

○西田教職員課長 済みません。大きな数しか

ないんですけれども、学校事務職員が、平成27

年５月１日現在で526名という形になっておりま

して、事務長の数を、ちょっと今確認します。

○中野委員 だから、そういうトータルの数は

わかるわけですよ。この事務職というのは、小

学校から高校まで入れて、大きいところは２人

体制、小さいところは１人体制でしょ。そうい

うことを含めて、事務長イコール職員兼務の人

もおるんじゃないですかと聞いているわけです。

それを把握しとらんければ、しとらんて言えば

いいんだよ。

○川井田教育次長（教育政策担当） 現場の感

覚で言わせていただきますと、県立高校でいう

と、事務長がいて、主査と呼ばれる方が２人ぐ

らいいて、そしてＰＴＡ事務の方がいて、そし

て技術員の方がいると。これくらいが普通の学

校にいる中で、事務長と言われる人も、主査と

か主任主事とかが２人ぐらいしかいませんので、

大きい学校になったら３人いると思いますけれ

ども、小さい学校だと大体２人ぐらいしかいな

いので。

それで、事務長も何らかの仕事をしていると

いう状況はあると思います。

○中野委員 それで、昔は学校事務職という採

用枠があったわけですよね。今、同じ金を払う

のに、県職員の出向で２年、３年とか、くるく

るかわるわけですよ。これ、どこまでしっかり

把握するかが難しいでしょ。係長クラスでいけ

ば下におるしね。将来、この問題は、トータル

的に児童生徒が少なくなって職員の採用という

のは難しいけれども、私は、学校事務職は、も

う専門職でやるべきだと思うんですよ。わざわ

ざ県の職員が行ったって給料は一緒だからです

よ。私は、そこ辺がかなり２年、３年でかわる

人と、ここに行ったって、どこに行ったってみ

んな、今、県庁職員がやる。各課を移って同じ

ような仕事ができるのと一緒でね。これは、県

職員が学校へ行ったら全然、全く簿記みたいな

話だしね。私は、そういうのも、こういうのは

かなり結果として出てるんじゃないかなと思う

んですけど、そこ辺はどうですか、教育長。

○飛田教育長 今、中野委員、そして緒嶋委員

から御指摘いただきましたが、専門性が深いと

いうことは非常に大事だと思ってるんですね。

それで、知事部局から出向してきていただいて

いるというのは、視野が広がったり、キャリア

形成が広がったりというそういうよさもありま

すので、こういう制度設計になったんだろうと

思うんですが、それが本当にそれでいいのかと

いうのは、今、一生懸命検証をしております。

そして、将来にわたって、どう制度設計をす

るかということを、今、かなり検討をしており

ますので、その検証結果によっては踏み出せた

ら違う制度設計とか、いろんなことをやりたい

と思っておりますが、まだ、その途中段階でご

ざいます。

それから、この指摘に関しましても、同じ学

校で複数の指摘があるとか、同じような指摘が

複数の学校にあるのは、実に残念でなりません。

この決算委員会に向けての打ち合わせをしたと
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きに、同じような指摘が毎年あるのは大問題だ

なということをうちの職員にもかなり強く言っ

て、指導をするようにということを言ったとこ

ろです。

将来的なものと今やることと含めて、丁寧に

検討したいと、問題意識を持っております。

○中野委員 教育長、悪いけど、教育長はもう

一生ずっと教育ですわね。今のようなことは、

まだ検討せんとプラスマイナスの話は、わから

んですか。高校の先生に聞いたりすれば、事務

職を採ったほうがいいか、県職員の全く素人を

３年ぐらい出向させてやるのがいいかどうかを、

将来含めて検討せんと、その是非はわからんで

すか。

○飛田教育長 今、どの段階まで答えるかとい

うことを非常に迷いながら、お聞きしたところ

ですが、私は、正直言って課題もあると思って

います。どう動かしたら、その課題解決という

か、もうこのことも含めて、事務職員の専門性、

それから県庁職員と学校事務職員の違いという

のは、学校教育にどれだけ深い理解を持ってい

るかということもあると思いますので、そうい

うことを含めて、どう制度設計をしていったら

いいかというとこまで踏み込んで、実は今検討

しているところであります。

○中野委員 理屈返すようで、県職員で事務職

で行く人たちは、単なるもう固定した事務をや

るだけで、学校教育がどうのこうのという話じゃ

ないわけ。課長クラスは別として、事務長クラ

スは、係長クラスか補佐クラスかもわからんけ

ど、現実的に、こんな問題は、基本的には小さ

い問題。それと、ＰＴＡの職員がおるって。こ

れはＰＴＡの職員だから、ここには全く関係な

いことですよ。課長。ＰＴＡで雇用している職

員のことでしょ。さっきＰＴＡの職員も事務に

おりますと言ったけど。

○川井田教育次長（教育政策担当） そのとお

りです。準公金のことがありましたので、事務

室にはそういう形でＰＴＡの人もおりますとい

うことでお答えしました。

○中野委員 問題はＰＴＡ職員にどこまで、Ｐ

ＴＡ会費だけの話か、どこまでやっているかと

いう問題もあるわけですよ。だから、今、公金

の中でＰＴＡ職員もおりますと。これは全く100

％違う話です。もういいですけど。

これは知事部局の話じゃないですよ。しっか

り教育委員会として、それはトータル的に人口

減少を計算できるわけで、それに沿って。ちょっ

と参考に、今、県立事務職、知事部局から学校

事務職に出向している職員は、何人おりますか。

○西田教職員課長 今、全体の50％……。

○中野委員 ３年かわりで一から覚えんといか

んわけですよ。そうすると１人、２人は、校長

先生も細かい指導もできんだろうし。校長先生

も、信用しとれば中身見らんで判を押すぐらい

の話だろうと思うんですよ。みんなそうや。教

育長だって、私たちも大体そうやった。そうい

う話で、ぜひ、この事務職をどうするかという

のは、一遍に50はいかんでも、毎年10人ぐらい

ずつは将来を見込んでどうしていこうかという

のは、これは、将来かけとったらもうなくなる

よ。これは早急に検討してくださいよ。

○飛田教育長 今、検討中であります。もう先

にということじゃなくて、今、知事部局等々と

随分議論をしているところであります。将来を

見通しながら検討するということでございまし

て、やっております。

○井本委員 私はよくわからんけれども、そも

そも事務職を教育畑で雇っていたのは、教育委

員会というのは、そもそも独立した組織だった
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から、そういうことの経過でそういうことになっ

たんじゃないのかなと。事務職員の方を私も何

人か知っておるけど、そんなすぐれとるかなと

いう感じも。はっきり言って、県の職員が行っ

てもそんな変わらんちゃないかなと、私なんか

はそんな実感してますけどね。

だから、ただ単に、経過的に、今までそこに

独立した教育委員会があったから、それだから

そういう専門の事務職員がおっただけのこと

だったんじゃないのかなと。本当に教育のそう

いうものを受けてきてるわけでもないと思うん

ですよね。だから、えらい議論するほど、そん

な大げさなもんかなと。私なんかは、実は聞き

ながら思ったんだけどね。だから、検証しても

らって、本当にこれじゃないといかんのか、もっ

といい方法があるのか、もうちょっと検証して

もらえばいいんじゃないかなと思いますがね。

○重松主査 まだほかの質問もあるかと思いま

すが、審議が途中になると思いますので、午前

中はここで終了させていただいて、残りは午後

ということでよろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松主査 それでは、午後１時から再開した

いと思います。

暫時休憩いたします。

午前11時53分休憩

午後０時59分再開

○重松主査 分科会を再開をいたします。

○田方財務福利課長 １件、訂正をお願いいた

します。

先ほど、緒嶋委員から御質問のありました育

英資金のさまざまな対策についての中で、法的

措置につきまして、平成26年度に予告書を送付

した88人に支払督促申立書を送付したと申し上

げましたが、88人から75人を引いた13人に対し

て、支払督促申立書を送ったということで、訂

正をしておわびを申し上げます。よろしくお願

いします。

○重松主査 それでは、引き続き質疑をしたい

と思います。

○緒嶋委員 いずれにしましても事務処理に留

意を要するとか、善処を要するとかというのは、

これは事務が適当ではなかったということの裏

返しになりますので、その担当職員が、もう

ちょっとしっかりした自覚を持って事務を進め

るということは、もう重要だと思いますので、

十分、教育委員会のほうで指導もしていただき

たいとお願いしておきます。

決算審査では、この主要成果がこの報告書の

とおりに出たかどうかというのが、決算の場合

は一番重要だと私は思っております。その中で、

今、少子化で各学校の再編計画などの中で、新

しく連携型中高一貫教育推進というのが学校政

策課で出ておるわけですけど、これは串間を一

つのモデルとしてですが、私もこれは方針とし

ては、今後あるべき一つのものかなという気が

しておりますので、この推進状況というか、今

の状況がどのような形で進んでおるのかという

のを、もうちょっと詳しく説明願いたいと思い

ます。

○川越学校政策課長 先ほど、連携型中高一貫

を説明いたしましたが、串間におきましては、

平成27年度に福島中学校は、９月の時点で１校

に統合が決まりました。そこにおいて、連携型

という形で福島高校との連携を図ることが可能

になるのではないかということで、今現在、検

討している動向であります。

なお、連携型中高一貫モデル地区の応募をし

た際に、高千穂町及びえびのが応募をしていた
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だきましたけれども、中高連携推進会議という

形で、高千穂町とえびの市につきましては中高

連携の推進を図るという形をとってございます。

○緒嶋委員 これは、学力の向上とも連携しな

きゃ意味がないわけですよね。そういう意味で

は、今後とも、そういう過疎地というか、人口

減少地域においては、一つの方針として、これ

はもう当然進めるべきだと思いますので、教育

委員会としてもできるだけ支援をし、また、そ

の地域の皆さんの理解も得なきゃ、なかなか前

に進まんという課題もあると思います。その連

携を十分やりながら、モデル的に、特に先を行っ

ている串間市で、何かはっきりしたものが見え

てくるといいかなと思いますので、さらなる教

育委員会としての指導を強く要望しておきたい

と思います。

特別支援教育室ですけれども、その支援学校

を卒業した子供たちの就職率が27％とかいうよ

うに申されましたが、この27％をどういう意味

合いを持って、それ以外の人は、まだ、なかな

か就職していないということでありますので、

その大きな課題が残っておるということですよ

ね。そういう障がいのある子供の親にとっても

大変なことですが、このあたりをどう考えれば

いいわけですかね。

○坂元特別支援教育室長 昨年度は26.0％の一

般就職率ということになりました。実際、一般

就職率というのは文科省が出している試算の仕

方でありまして、全てのその高等学校３年生を

卒業した分の一般企業に勤めた方ということに

なります。それが27％だったということになる

んですが、実は実質的な統計としましては、い

わゆる重度の子供さんは一般就労はできません

ので、軽度の子供さんが一般就労を望むときに、

その一般就労を望む子供たちがどの程度企業に

行っているかというと、大体これは90％程度に

なってます。数字の意味からすると、これは100

％に近づくことが大事になってくるんじゃない

かと思ってます。

○緒嶋委員 やはり一生涯生活をする中では、

そういう自分で生きる糧を見つけることは大変

重要だと思いますので、就職率の向上のために、

さらに努力していただきたいと思います。

次は教職員課。スーパーティーチャー制度

は、18人の先生を委嘱されておるということで、

授業公開等も、これは述べ人数で約8,000人近く

の先生がそういうのを受けられたと理解してい

いんですかね。

○西田教職員課長 授業公開だと、同じように、

研修会の中でも授業にかかわることをしますの

で、授業公開と研修会を含んで7,902名というこ

とでお願いいたします。

○緒嶋委員 これは、先生だけがこの数という

ことですか。

○西田教職員課長 はい。教員が参加した数と

いうことになります。

○緒嶋委員 これは、延べ人数ではあるにして

も、それぞれの先生が関心を持っておられるこ

とだと思うんですね。それぞれの先生が指導力

の向上を図らないといかんという自覚を持って

参加されたと思うんですけれども、問題はその

スーパーティーチャーに近づく道筋というのが

なければならないし、その前に指導教諭という

のがおられるんですかね。できるだけ、そうい

う指導教諭をふやすというのがスーパーティー

チャーにつながると思うんですけど、その指導

教諭はどのくらいおられるわけですか。

○西田教職員課長 昨年度が50名、そして、本

年度が55名となっております。

○緒嶋委員 たまたま、私は高千穂小学校の運
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動会にきのう行ったんですよ。そしたら、ある

先生が子供の中を物すごく動き回られるという

か。「校長先生、あの先生は目立つが、どういう

立場の先生ですか」と聞いたら、指導教諭だと

言われるわけですね。子供の中で、運動会で優

勝したらもう子供と抱き合って喜ぶというか、

そういう感じで、観衆としても物すごく、我々

が見ても気持ちがいいわけですね。子供も喜ぶ

し、先生の思いが子供に伝わっておるというよ

うな印象を受けて。そういうのを見ると、我々

もそれこそ運動会に行ってよかったなという思

いと、その先生の努力が目に見えてわかるわけ

ですね。そういう意味では、ほかの先生が、そ

の先生の行動をどれだけ見ておられるかなと。

運動会は先生は忙しいから、わかりませんけれ

ども。そういう先生が多いというのが、子供と

の信頼関係を含めて、私は学校の教育上、物す

ごく大切なことじゃないかなと思うわけですね。

だから、そういう意味では、スーパーティーチャ

ーにならなくても、指導教諭をいかにふやすか

ということで、全体的な学力というか、学校の

経営そのものもですが、高めていくかが大きな

力になるんじゃないかなという気がしたんです

けど、何かそういう波及効果を高める手法とい

うのを考えるべきじゃないかなという気がする

んだけど、これは教職員課長どうですかね。

○西田教職員課長 今、おっしゃるとおり、本

当に波及効果をどうやっていくかは非常に大き

いことで、ある面、例えばスーパーティーチャ

ーの授業を見て、そのときの感想で、「ちゃんと

学校に帰って実践したい」と言われるんですが、

「具体的にどうすればいいのかわからない」と

いうような先生もおられまして、そういう先生

に対してのサジェスチョンをどんどんふやして

いって、確実にそのスーパーティーチャーの授

業を見ることが、そういう個人の授業力の成果

になるようにやっていかなくてはならないと考

えております。

○緒嶋委員 それと、やはりスーパーティーチャ

ーの配置というか異動の上で、どうそれを位置

づけるかというのも重要じゃないかなと思うん

ですが、どちらかというと、この県央というか

宮崎あたりに、スーパーティーチャーが一極集

中的におられるんじゃないかと思うんですが、

そのあたりはどうですか。

○西田教職員課長 全体的に、若干、中央のほ

うが多いというのはありますが、今、我々とし

て努力していることは、各事務所は、今は３つ

なんですけど、旧で言うと７管内ありますので、

そこからできるだけ多くの推薦を挙げてほしい

ということで対応しているところです。

○緒嶋委員 これは、人事異動の中で、できる

だけそういうバランスというか、これはもう県

南、県北含めて、やはり必要だと思うし、そこ

にスーパーティーチャーがおられれば、その人

との人間関係も多くなるわけですので、ぜひお

願いしたいと思います。

それと、教育事務所が３つに統合されたとい

う関係で、きのう、私は高千穂小学校にずっと

おったんですけど、前は西臼杵教育事務所があ

るときは、運動会といえば事務所の先生が２人、

３人訪問というか、そういう感じがあったけど、

今は教育事務所の先生は、各学校の運動会を見

る機会は、統合された関係で、もうそれはなく

なったと理解していいんですかね。

○西田教職員課長 ちょっと確認をしてみない

と見えないところありますが……。

○永山学校支援監 各学校への運動会等に関し

ましては、今、教育事務所としては行っていな

いというのが現状であります。
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○緒嶋委員 学校とすれば、運動会といったら

最高のイベントというとちょっと言葉は悪いけ

ど、一つの行事ですわね。それを教育事務所の

先生が１人も見ないというか、そういうことに

触れないというのもいかがなものかなという気

が……。

変わらない指導をするというのが、大体統合

の大きな前提だったと思ってるんですよね。や

はり運動会の進め方なんかも、そういう教育的

な指導も必要なわけだから、全然、その教育事

務所との関連がない。それは休みの日だから、

いろいろ経費的にもかかるとかいろいろあるん

だろうとは思うけれども、やはりそこあたりは、

私は教育委員会としては、運動会に対する取り

組みは、もう指導が全然できないということに

なるわけですよね。だから、そこ辺をもうちょっ

と考えないといかんのじゃないかなと。教育長

はそれぞれ回られるけど、教育事務所としての

対応が全然ないというのは、ちょっといかがな

ものかなという気がするんですが、そういうこ

とは別に必要がないと考えておられるわけです

か。

○永山学校支援監 緒嶋委員がおっしゃるとお

り、７事務所から３事務所になったということ

に関して、やはりその事務所として、いろんな

関係で支援をしていくところの視点については

大事な視点だと思っているところです。

今、御意見等もありましたので、運動会も含

め、学力向上も含めて、さまざまな観点から精

いっぱい支援をどうしていけばいいのかという

ことは真剣に考えていきたいと思っております。

○緒嶋委員 統廃合すればコストは少なくなる

し、指導教諭が充実するからいいですというの

が、一つの統合の大きな目標であったけれども、

それはメリット、デメリットというのが、当然、

何でもあるわけですよね。だから、デメリット

をいかに少なくするかが忘れられちゃいかんわ

けですよ。だから、そういう意味での教育委員

会としての方針は、これだけはやらないかんと。

運動会というのは大きな行事で、学校では保護

者を巻き込んだ行事としては最高の行事なわけ

ですよね。それに全然関係がありませんという

形が、本当に教育委員会としていいのかなとい

う気が、私は、きのうつくづく思ったわけです

ので、宮崎なら、住んでる先生なんかは、すぐ

どこでも隣でも行かれるわけだけど。へき地な

んかが見捨てられたような印象も私はあるん

じゃないかなと思うし、先生たち自身も教育事

務所と学校との関係というのは、指導という一

つの責任もあるわけですよね。運動会の運営そ

のものを見るということで、指導という意味で

はお互い緊張感も生まれる面もあると思う。そ

ういう点では、ちょっと寂しいなと思いました。

それは統合された当時から、そうなったわけで

すか。３事務所になったときから、そういうふ

うにしたということですか。

○永山学校支援監 統合したときからかどうか

は、私もちょっと把握はしておりません。

ただ、全く行ってないということでなくて、

例えば生徒指導上とかいろんな状況により、実

際に伺ったりとかいう実例もございます。今、

御意見を伺いながら、さまざまな行事等も含め

ていきながら、具体的に子供たちがどう育って

いくか、先生たちの活動の様子、そういうとこ

ろは運動会も含め、全てのいろんな関係、諸事

業等も含めて市町村教育委員会、それから学校、

一緒に連携してやっていきたいと考えておりま

す。

○緒嶋委員 ぜひ、何らかの方法を考えていく。

今は統廃合で学校の数も減ってきたわけですよ
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ね。運動会をする箇所も減ったわけです。それ

だから、何らかの方法で、そこに終日おる必要

はないにしても、１時間でも２時間でも、それ

は何とか私は考えていくべきだなと思いますの

で、ぜひ善処方をお願いしたいと思います。

生涯学習課。きょうは図書館長さんもおいで

でありがとうございます。この中で、新たに整

備した図書館資料１万5,887点というのがあるわ

けですが、これはかなりな数ですけれども、何

がこれだけあるわけですか。

○福田県立図書館長 これは、購入したもの、

それから寄贈を受けたもの含めて、もろもろの

本、それから雑誌、新聞、そういったものを含

めた総数のことであります。

○緒嶋委員 26年度は、図書館の購入予算がか

なり減ったということではなかったかと思うん

ですが、その中でもこれだけ購入されたわけで

すか。

○福田県立図書館長 実際には、購入した冊数

は、恐らく１万から１万1,000ぐらいの間で、残

りの4,000、5,000、これは寄贈という形でいた

だいたもので、寄贈の中にはいろんな行政資料

とかございますね。統計とか要覧とか、ああいっ

たものも含めた総数が１万5,000何がしかあると

いうことでございます。

○緒嶋委員 これは、毎年、寄贈を含めて大体

これぐらいの実績は出るわけですか。

○福田県立図書館長 同様に実績は出てきます

けど、委員おっしゃいましたように、26年度は、

若干、資料購入費が削減されておりましたので、

通常なら、もう少し冊数がふえるのではないか

と思っています。

○緒嶋委員 ぜひ、新たな図書というのは毎年

出てくるわけでありますし、更新しないといか

ん図書もあるのかなと思いますので、今後とも

館長を中心に頑張ってください。

○重松主査 関連でよろしいですか。

○図師委員 公立図書館で、佐賀県の武雄にあ

る図書館の問題で、あそこは当初、その資料を

購入する際に委託業者が入りまして、一括して

その業者から本を購入する。ところが、その購

入した本の中に、古いバックナンバーの本があっ

たりとか、例えば資格取得をするための参考書

が2001年度版の参考書が入ってたりとか、そう

いう問題がマスコミにも取り上げられたことが

ありましたが、本県の場合は、その図書を購入

する際のチェック機能というのは、どういう形

で捉えているんですか。

○福田県立図書館長 日々、出版会社、その他

から、新刊が持ち込まれますけれども、それは

図書館の中に図書選定選書会とかいう内部職員

で選書をする会議を持っておりまして、毎週そ

れで選びますし、重要なものについては、月１

回、今度はその上の上部の内部でつくる組織が

ありまして、そこの選書会で本を選んでおりま

す。

○図師委員 同様なことが本県では起こらない

という気がいたしますので、今後ともよろしく

お願いします。

○緒嶋委員 スポーツ振興課。これは成果の344

ページ。この選手強化対策で6,540万6,000円と

別途7,356万1,000円、この県単、この関連はど

ういうように理解したらいいんですかね。

○古木スポーツ振興課長 この選手強化対策の

費用につきましてですが、これは、それぞれの

競技団体のほうに、それぞれ種別をつけており

まして、特技競技、最重点競技、重点競技、発

展競技、育成競技ということで、それぞれこれ

までの実績等を踏まえて競技団体をランクをつ

けさせていただいております。



- 58 -

平成27年10月５日(月)

そのランクのもとに、競技団体に強化の支援、

それぞれの支援をしているというのが一番大き

なところでございまして、そのほか、ここにご

ざいますように、候補選手、これは国体の強化

選手指定とジュニア選手指定の指定書交付等を

して、国体に向けての意識の高揚を図っている

ところでございます。

○緒嶋委員 この金額的な絡みですね。これが

どうなっているのかという。これはトータルと

して今言われたようなことをされておるわけで

すか。

○古木スポーツ振興課長 はい、トータルとし

てこのような金額になるということでございま

す。

済みません。この7,356万1,000円というのは25

年度の額でございます。

○緒嶋委員 であれば、この選手強化というの

は大変重要なわけですが、これだけ減額され、

前年度から見たら、もうこれだけしか予算がな

かったと言えばそれまでだけど。この強化とい

うのは大変重要な、もう知事も全国大会優勝と

か言われる割には予算が少ない、減らされたと

いうのは、口で言うことと実行することは別で

いいということですか。

○古木スポーツ振興課長 この予算につきまし

ては、競技力向上ということで、限られた状況

の中でございまして、与えられたこの額の中で、

私たちも非常に競技力向上、２巡目国体等を見

据えますと、やはりこれから競技力の向上とい

うのは図っていかなければならない重要なこと

でございますので、新しい取り組み等もいろい

ろ考えております。要求等は今後していきたい

と考えておりますが、一応こういうような状況

になっております。

○緒嶋委員 これは、下の少年競技力向上対策

もですが、やはりこの6,000万というのは25年度

だろうと思うんですけれども、そういうことで

本当に競技力の向上が達成できるのかなと懸念

しておりますが、これは教育委員会としては、

全体的に競技力は、予算は減っても競技力は向

上しておると。それが一番いいわけですが、そ

ういうふうに理解していいわけですか。

○古木スポーツ振興課長 競技力につきまして

は、ここのところ、一つの競技力の指標であり

ます国体につきましては、４年連続で30位台を

保っているという状況もございますが、ただ、

今後、２巡目に向けては、さらに強化を図って

いく。現状のままでは非常に厳しい部分もござ

いますので、今後は、またそういったところで

力を入れていく必要があると考えております。

○緒嶋委員 甲子園の200万の支援が、ことしの

予算でも減額になっておるというような、４校

に50万ずつですか。これは、教育委員会も知事

との連携を深めるというような、今度は教育委

員会の制度もちょっと変わってきたわけですが、

その中でこういうことは、直々に知事に訴えら

れるというような、もう財政課との予算交渉だ

けで進められるのか。

スポーツ振興というのは、知事が一番先に口

に出す中で予算が減ることは、これは知事とし

ては選挙公約からいってもおかしなことだが、

これはもうそのとおりになってないということ

がどうも不可解なんですが、そのあたりはスポ

ーツ振興課はどう考えておられますか。

○古木スポーツ振興課長 ただいま、「夢・実現

甲子園優勝プロジェクト」のことだと思うんで

すけれども、これにつきましては一般質問でも

いただきましたが、この甲子園プロジェクトと

い う の は 平 成 2 4 年 か ら 立 ち 上 げ ま し

て、24、25、26ということで３年間の事業とい
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うことで、この事業を立ち上げたところでござ

います。特に、九州で唯一本県が甲子園で優勝

してないと。甲子園での優勝が、県民の悲願で

あるということから立ち上げた事業でございま

して、この支援をした学校の中で延岡学園が準

優勝したり、そういった成果もあったわけなん

ですけれども、今、委員からも御指摘がありま

したが、そのほかでも国体に向けての選手強化、

あるいは東京オリンピック・パラリンピックに

向けて、選手の育成等も非常に喫緊の課題がご

ざいます。そのようなほかの事業との関連の中

で非常に苦しい選択ではあったんですけれども、

今年度、３年事業で終了ということで、甲子園

プロジェクトについては終了させていただきま

した。ただ、成果が非常にあったということで、

強化対策会議というのがございますが、関係者

の間での連携が非常に深まったということで、

このようなことについては継続をさせていただ

いたり、指導者の研修会についても、今年度、

高野連と一緒になって、横浜高校の渡辺前監督

を呼んでの指導者講習会等も、引き続きできる

ことについては、本年度、取り組んでいきたい

と考えているところでございます。

○緒嶋委員 いずれにしましても、スポーツ振

興のためには、金を使わんで実績が上がるのが

一番理想であるわけですね。しかし、現実はな

かなか国もそういうスポーツ関係の省庁を立ち

上げたということでもあるわけでありますが、

本当に国体を目指してとか、本当にスポーツ振

興することによって、トップアスリートを育成

するとかと言いながらも、このような現実の予

算では、恐らく目的達成というか、喫緊の課題

と言われながら、喫緊の課題を達成できんのじゃ

ないかと思うので、これらのことについては、

教育委員会も金があればそうしたいんですがと

いうのが本音だと思うんですけど、これは財政

当局、きょうは財政課の誰も来とらんとかな。

主幹は、おらんかな。これを聞いとって達成で

きないと、主幹は働いとらんということにもな

るわけだが。

そういうことで、もうちょっとこれは気合い

を入れてやらんと、知事は口で言うだけで、何

も予算的にも実のある予算を組んでないじゃな

いかということにもなるので、もうこれは結果

だから、これをどうこう言うても仕方がないけ

ど、28年度に向かっては、やはり充実した予算

を組むように。それを頑張ることが、次の国体

に向けてのスタートにもなるだろうと思います

ので、来年度予算は、そういう点では、十分注

視していきたいと思いますので、財政主幹も頭

に入れててください。

○日高副主査 この件について、いろいろと現

場のほうに訪れて、高野連も含めて関係者の方

とも、この経緯について話をさせていただきま

した。高野連としては、つけてくれるんだろう

と思ってたんです。知事が、わざわざ高野連の

会合に来て、ぜひ今度は優勝を目指してくださ

いと、私の目玉プロジェクトですからという挨

拶までされて帰られたと。予算ももちろん組ん

でおられたと。

ところが、つかなかったと。遠征費ぐらいは

どうにかならないでしょうかねという話も、正

直、私は受けたところなんですね。そういった

中で、この甲子園プロジェクトは３年で終わっ

て、よく聞く話ですね。３年のプロジェクト事

業といったら、どこも３年で終わって、後がも

う尻切れとんぼ。まさに、これが最たるモデル

じゃないかなと思っているんですが。連携がと

れたという話ですけど、その辺の経緯について、

実際どうなのかというところが疑問に思うんで
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すが、それについてちょっとお伺いいたします。

○古木スポーツ振興課長 県の高野連さんとは、

強化対策会議等で関係機関の方々とも一緒に連

携をしながら、甲子園プロジェクトに取り組ん

でまいりまして、平成26年度までがその３年目

の終期だということで、なかなか難しい部分も

ございますと、事前に※高体連の前の理事長さん

等にもお話をしながら、最終的には２月の段階

でなかなかつかなかったものですから、御説明

をさせていただいたところなんですけれども、

高野連も非常に苦しい状況もあって、そういう

支援については県のほうでしていただきたいと

いう御意見もございます。今年度、高野連とも

一緒に、どういう支援ができていくのかという

ことについて、高野連さんも自主財源も幾らか

は持っていらっしゃいますけれども、やはり苦

しい状況もあります。県もそういう状況ですの

で、お互いに役割分担等もしながら、どんな支

援ができるかということで、次年度に向けて、

今、検討を始めているところでございます。昨

年度は非常にそのあたりが継続ができなかった

ところがございますので、次年度については、

その検討をさせていただいているところでござ

います。

○日高副主査 事務担当の中では、しっかりと

継続で、ちゃんと財政課のほうに行き、ヒアリ

ング、またシーリングをかけていただいたとい

う経緯もあるんですよね。あったけど、財政課

からゼロ予算にされたということですよね。話

を聞くんですね。

そういった中で、知事のプロジェクト事業で、

準優勝されて一定の成果が出たというのがござ

います。でも、優勝プロジェクトですから、準

優勝は２番目ですよね。だから、優勝に向かっ

て準優勝されたら、次は、逆に強化をもっと図

るというのが普通の見方だと。私はそういった

選択と集中は出てこなくちゃいけない発想かな

と思ってるんですよね。その辺、経緯もまた含

めて、考え方をぜひお聞かせください。

○古木スポーツ振興課長 済みません。その前

に１点だけ、ちょっと訂正を。先ほど、私、高

野連のところを高体連と言ってしまいました。

訂正しておわびを申し上げます。

今、副主査がおっしゃったとおり、本当にこ

れからという、非常に今までは夢の夢だったも

のが、この事業でいい形で。どちらかというと

甲子園優勝というのは各学校がそれぞれで目指

している状況を、宮崎県で切磋琢磨しながら、

どこかが優勝するという雰囲気づくりができて、

そしてまた延岡学園がすばらしい活躍をしてい

ただいたということですので、競技力向上を担

当している部署としても、全国で14県、高校野

球で優勝してない県がある。その中の一つで、

九州では宮崎だけでございます。

サッカーでいえば鵬翔が優勝したり、バスケッ

トは延岡学園が優勝したり、バレーは都城工業

が全国優勝したり、ほかの球技は非常にそのよ

うな実績が上がっている中で、中学校の野球の

ほうも、門川が、先般、春夏の連覇をしている

と。そういった中で、高校の野球がぜひ優勝し

てほしいというのは、私たちの願いでもありま

すので、そういったことを含めて、先ほど申し

上げたように、また今後、関係者の方々と本当

に膝を突き合わせて、どんな支援が県としてで

きるのかということをちょっと検討させていた

だければと思っているところであります。また、

いろいろ応援をよろしくお願いしたいと思いま

す。

○日高副主査 甲子園で、延岡学園が準優勝し

※このページ右段に発言訂正あり
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てうれしかったという人もおるんですよね。我

々からすると悔しかったんです。そこの差だと。

よっしゃ、次は優勝だと。でも、よかったねと、

まさか準優勝すると思わんかった、今までで宮

崎県最高の成績だと。だからもう、一定の成果

があったというのは、私はおかしいと思います

よ。財政課のほうも考えていかなくちゃいけな

いところだと、私は思うんですよね。

こういったことは、何かいつの間にかなくな

るんじゃなくて、関係者と膝を突き合わせて話

をしていくことも大事だし、今回のこの施策の

成果等でも、最終年であっても施策の成果には

その件については一切触れられてないんですね。

もう事業が終わりだというふうに。余りにも不

自然過ぎるので、今後とも、これについては、

委員も一緒になって、また応援していきたいな

と思いますんで、今後、これからですので、ぜ

ひ、よろしくお願いします。

○緒嶋委員 次は、文化財課。これは主要施策

の347ページ、「残そう地域の伝統文化、めざそ

う世界無形文化遺産」とか、これはいろいろやっ

ておられます。教育長も夜神楽を高千穂まで来

て見られておられました。これは、現地調査と

いう意味も含めておいでになったんだろうと思

うんですけれども。これは大変重要なことであ

りますが、もう一方、有形文化財というか、県

の文化財として指定してほしいという要望がか

なり各市町村からあるんじゃないかと思うんで

すが、それがなかなか県指定は、調査にもおい

でにならんとかいう話も聞くんですけど。その

あたりが、そういうものはできるだけ指定され

ると地域の誇りにもなるし、保存しなきゃなら

んという意識にもなるわけですが、文化財の指

定というのは、なかなか時間がかかるとは思う

んですけど、どういう流れになっておるわけで

すかね。

○大西文化財課長 県の文化財の指定につきま

しては、ルートが２つあるんですけど、一つは

市町村から推薦を上げていただきまして、その

推薦が上がったものを、県の文化財保護審議会

という専門家の方々の集まりがあるんですが、

ここで見ていただいて、その中から県の指定に

ふさわしいものとかを上げていくというのがご

ざいます。

それから、もう一つは、緊急性とか保存を早

くしなきゃいけないというので、県からアプロ

ーチして指定に持っていくという、この２通り

がございます。

そして、その後のプロセスなんですけれども、

県の教育委員会で文化財保護審議会に、これは

というものを諮問いたします。その諮問を受け

ましたら、文化財保護審議会で調査をさせてい

ただいて、教育委員会に答申をすると。教育委

員会で、その答申を受けまして、文化財に指定

を決定というプロセスを踏んでおります。

○緒嶋委員 市町村から文化財に指定してほし

いという申請というか、お願いというのはどの

くらいあるわけですか。

○大西文化財課長 件数、ちょっとお待ちくだ

さい。

今、手元に数字がございませんので、お待ち

いただけますか。

○緒嶋委員 問題は、全てが文化財としての意

味合いがあるかどうかわからんにしても、その

市町村とすれば、文化財的な意義があるという

か、そういう思いがあるわけですね。そうする

と、その審議会というのは、定期的に開かれる

ものか、必要に応じてだろうと思うんですが、

どの程度開かれておるわけですか。

○大西文化財課長 年に２回ほど開催させてい
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ただいております。

それから、きょうも延岡に行っているんです

けれども、審議会の委員の先生方に、会議とは

別に、専門の先生に調査に行っていただいてお

ります。

○緒嶋委員 できるだけ、それはもう簡単にな

らないことはわかりますが、それは学術的な意

味合いも当然必要だし、歴史的な意味合いも必

要だと思うんですけれども、やはり適格かどう

かの判断が余りに時間がかかってもどんなもの

かなと思っているんですよね。そこあたりを

ちょっと言われるもんだから、そこあたりが年

２回の審議会でいいのかという問題と、その調

査員というか、それは何名おられるわけですか。

○大西文化財課長 文化財保護審議会の委員

は14名、今、委嘱させていただいております。

○緒嶋委員 その人たちが、それぞれ申請のあっ

た品物というかそういうものを見られるわけで

すわね。それは、その地区から出たものを、か

なりの頻度で見られるわけですか。

○大西文化財課長 市町村からは２年に一遍、

いわゆる候補を上げていただきます。その文化

財保護審議会を年に２回開催するんですけれど

も、そのときにこういうものが上がっておりま

すということで、それぞれの専門の先生方に見

ていただきます。リストという形になります。

それと簡単な説明をします。その中で、これは

県の指定にふさわしいんじゃないかとか、そう

いう御判断をしていただいて、その次のプロセ

スとしては、先ほど、きょう延岡に調査に行っ

ているとお伝えしたんですけれども、そういう

形で現地を実際に見ていただくという手順を踏

んでおります。

○緒嶋委員 もう大体、毎年、その審議会を経

て、県指定になるものはかなりの数があるわけ

ですか。

○大西文化財課長 おととしが６件、昨年が※３

件、ことしは、まだ途中でございますので、恐

らく５～６件ぐらい指定できるんじゃないかと

思っております。

○緒嶋委員 具体的に、私はよくわかりません

けれども、上がってきたものが指定になるかな

らんかは別にして、事務的にはかなり、前向き

にというか、今、特に世界農業遺産とか、全て

の産業遺産とかいうのが一つの話題性もあるわ

けですよね。そうなると、その地域の誇りとい

うか、そういうのを含めて、これはもう県の文

化財指定したからといって、県が余り財政的と

いうか、その保護のために余り金を出すという

ことはないんでしょ。

○大西文化財課長 多額の経費は出せないんで

すけれども、保存・管理とか修復、そういうの

で若干の補助金を持っております。

○緒嶋委員 当然、これは市町村がそういう関

連する中で、県が応援するというような形がい

いのかなと、思うんですけれど。なかなか事務

的な進みが悪いとか、それぞれ言われるもんだ

から。実態は私もわかりませんが、ぜひ、その

市町村の要望に、適当か適当でないかというの

も含めて、私は事務的なものは早く進める必要

があると思いますので、ぜひ、そのように進め

ていただきたいと思います。

○中野委員 今から質問しますけど、みんなす

ぐパッと答えられるわけないと思いますから、

もうわからんとこはわからんで、後から資料を

あげますというふうに、余計な答弁をせんでい

いから端的にお願いします。

この成果の314ページ。教育研修センター施設

改修費。私は研修施設ということぐらいしかも

※76ページに発言訂正あり
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う知識がないんですよ。

ここは、年間予算としてはどれぐらいですか。

これは、今、建設改修費だけですよね。

○大西総務課長 314ページにありますのは、ま

さにおっしゃるとおり、施設改修費でございま

して、このほかにも、いわゆる一般の運営費が

ございます。ちょっとお待ちください。その額

についてもということですよね。

○中野委員 教育センターの年間計画カリキュ

ラム、それを一覧で次の、できたら閉会中の委

員会で一回説明してください。昔からあること

は知ってるけど、何しとるか、全然見えてこな

いんですよね。そういうことを、資料要求で。

○重松主査 教育研修センターの活動内容です

ね。

○中野委員 事業内容と人件費、全て予算も含

めて。

○重松主査 教育研修センターの年間活動内容、

費用、金額も含めてですね。課長、よろしいで

しょうか。

○大西総務課長 わかりました。次回というこ

とでよろしかったでしょうか。教育研修センタ

ーの年間の事業内容、それと経費ですね。

○重松主査 次の閉会中は10月29日になります

ね。

○中野委員 はい、済みません。お願いします。

それから、315ページ。教育用パソコン再リー

ス29校、２億3,700万。決算額で２億3,600万。

これは、県立高校用の配付用ということですか。

○田方財務福利課長 これは、県立高等学校の

教育用コンピューターの設置であります。

○中野委員 そうすると、大体高校ごとにパソ

コンを入れるとすれば、高校によって台数も違

うわけですね。

○田方財務福利課長 高校によっても、生徒数

によって、パソコン教室とかに入れており、そ

れも全体を含めますと台数が違います。

○中野委員 再リースということになると、そ

れぞれ年度が違うと思うんですよね。この29校

分の再リースが２億3,600万ということは、あ

と29校以外何校あるんですかね。

○田方財務福利課長 パソコンは36校と、あと

特別支援学校にも入れてますので、全体で48校

になります。

○中野委員 そうしますと、パソコン料が下手

すると、全体で大体この倍。そうなると、この

パソコンリースで借り上げた場合、その程度で

も違うけど、高校で使うパソコンとはどんな程

度かなと思うんだけど、大体この程度でいくと

１台……。再リースというのは同じパソコンの

期間をまた延ばすということですか。機種を入

れかえるということですか。

○田方財務福利課長 この再リースといいます

のは、今まで契約とかがばらばらで、時期も台

数もばらばらだったものを一遍にまとめまして、

大体同じような時期にリース契約ができるもの

をまとめて規模の利益。だからスケールメリッ

トのために、今、再リースとか再々リースをやっ

て、その年月を合わせているという状況でこう

いう再リースになります。

○中野委員 リースにはいろんな方法があるん

ですよ。このパソコンのリース期間というのは

何年ですか。

○田方財務福利課長 ５年間の契約をしていま

す。

○中野委員 ５年間やったときは、その後の契

約はどうなるわけですか。

○田方財務福利課長 ５年間で、次の契約でま

た新しい契約を結ぶわけですけれども、ただ、

先ほど申し上げましたように、その規模のスケ
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ールメリットのために、ちょっと時期を合わせ

てる分は再リースという形、あるいは再々リー

スでやっておるという。

○中野委員 そうすると、５年間でリース終わ

りますよね。そのとき、１台のパソコン費用、

パソコンの購入価格、１台どのくらいかかるん

ですか。

○田方財務福利課長 ちょっと今、資料がござ

いませんので、後でお答えさせていただきます。

○中野委員 今、本当に県も皆さんの日当200円

ぐらいまで削っていきながら、こういうとこで

は、いかに無駄をしているかと私は言いたいわ

けよ。恐らく買ったら、我々のパソコンだって15

～16万ですよ。程度によっては自民党で使って

るのは５万ぐらいかな。いろんな程度があるわ

けよ。リースにするのはいいけど、機能を含め

て、大きいものを狙えばしょうがないけど、高

校で使うぐらいだったら、どれぐらいの程度の

……。パソコン代ぐらい頭にないと、原価意識

というか、そういうのが全然ないわけだ。これ

１台、何ぼつくか。

○田方財務福利課長 今、委員がおっしゃった

ように使用の目的とか入札の状況にもよります

けれども、１台７万円から10万円程度というこ

とになろうかと思います。

○中野委員 だから、リースで７万というのは、

それはもう利息まで入れて、１台の価格として

それでいいわけ。

○田方財務福利課長 １台の価格ということで

７万円から10万円と。

○中野委員 ７万ぐらいだったらかなり普通か

なと思うんですけどね。だけど一回、次の５年

間終わった場合に、また新しいのに購入すると

いう方法ですよね。だから、その場合、利息と

して、７万だったら原価は４万、普通４万か５

万以下、それぐらいのパソコンですよね。デル

の一番安いものかなと思うぐらいの話でいいん

ですけど。費用対効果もリースにしたほうがい

いのか、リースによって、まだ使えるものをも

うリース期間が切れたときはどうなるかとか、

いろんなあれがありますからね。それからメン

テナンス。これは、十分どっちが得かというの

もしっかり頭に入れて購入してください。かな

り台数が大きいからね。我々も自民党で使って

るものは５万ぐらいかな、たしか、デルの一番

安いやつ。

それから319ページ。これもダブりますけどね。

「宮崎の子どもの学力を伸ばす総合推進」、「基

礎学力・学習習慣の定着」、「基礎学力定着指導

実践推進校」とか、これは、この３校だけに限

定して、普通とは違うことをやってるというこ

とですか。

○永山学校支援監 まず、一番上の教科指導研

究推進校の指定については、その小学校４校、

中学校３校を指定して研究推進を行っていただ

いております。

あと、基礎学力定着指導実践推進地域の３地

域につきましては、県内中学校区の中学校と小

学校の３地域を指定しているということです。

そして、基礎学力定着指導実践推進校の３校

については、高等学校を３校指定して、この３

校とその上にあります中学校区と連携していき

ながら、取り組みをお願いしているところであ

ります。

○中野委員 その効果というのは、何かはかる

ことができるんですか。

○永山学校支援監 今、委員からありましたけ

れども、一つの効果をはかるものとしては全国

学力・学習状況調査というものが考えられると

思っているところであります。
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○中野委員 考えられるんじゃなくて、実態は

どうですか。

○永山学校支援監 今、詳細な分析は進めてい

るところですけれども、教科指定の学校につき

まして、その比較できるものが算数、数学、国

語というところであれば、指定した学校につい

ては、その成果が出てきている状況にはありま

す。

また、実践地域の取り組みとして、学習習慣

とか、家庭との連携とか、地域のボランティア

とか、そういう取り組みを通して、前年の取り

組みよりもその地域の状況がよくなっている状

況もありますし、まだ、若干変わってないとこ

ろもあるというところでもあります。

○中野委員 そうしますと、この地域は学力調

査の結果は、平均以上とか、その辺りどうです

か。

○永山学校支援監 全国の平均を上回っている

学校もありますし、また、前回の調査のときよ

りも平均は下なんですけれども、そのときより

も平均の状況が上がっているという状況も見ら

れます。

○中野委員 私、前からわからんのですけど、

モデル校とか推進地域とか、こういうことを実

験しないと何かリスクがあるから、とりあえず

はこういうモデル校なりでやっていますよとい

うことなのか。いいことだったら、私は全校、

県内一緒にしてもいいと思うんですよ。そのた

めには、例えば指導員が足らんという話なのか、

そこ辺はどうなんですか。いつもモデル校とか、

何かそんなことばっかりやっとって、モデル校

実験みたいに。そこはどういう考えで、全体的

に一気に進められんのか。

○永山学校支援監 まず、指定校につきまして

は、こちらが意図している課題というところを

きちんと解決できるような取り組みの状況を

しっかりと研究していただきまして、その研究

した成果を、まず普及していくというのが一つ

の目的であります。

そして、もう一つ、全校的に進められないの

かということでもあります。これにつきまして

は、研究公開を通して、そこの学校の取り組み

のよさを各学校で学んでもらうと同時に、各学

校の実態に応じて学校訪問、それなりの実態、

課題を把握していきながら取り組みを展開して

いく状況ではあります。

○中野委員 この基礎学力・学習習慣定着事業、

これは26年の事業ですかね。ずっと何年か継続

しているわけ。

○永山学校支援監 基礎学力定着指導実践地域

の地域指定につきましては、昨年度から地域指

定しまして、本年度が２年目、一応３年の計画

というところで指定をしているところでありま

す。

○中野委員 ことしはまたこの指定校というの

は同じとこですが、また別なとこをふやしたり

しているんですか。

○永山学校支援監 この指定校については、現

在、同じところで取り組んでいただいておりま

す。

○中野委員 だから同じ子を２年続けてするか

３年するか知らん。１年でそういう学力の結果

が出ましたというんだったら、もうちょっと同

じやり方を普及するとか、そこだけに２年も３

年もやるというのは何ですか。

○永山学校支援監 １年だけで結果が出てると

こでも、若干、教科によって出てないところも

あります。そういう状況も含めて、やはり教科

については強化しているということで２年間、

地域での取り組みにつきましては、家庭や地域
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と連携した取り組みもあわせてやっているもん

ですから、その組織をつくったりとか、組織の

中で取り組んだ状況をきちんと検証するという

年度というので、３年間で考えているところで

はあります。

○中野委員 結局、皆さん、それ自信を持って

やっとるわけで、ここは３年間やって、その結

果が悪いということは絶対ないだろうけど、ほ

かの学校というのは、極端な言い方すると３年

間おくれているわけよ。

だから、私は中身がわからんから、例えば普

通の一般の先生に研修とかそういうのでやり方

というのが。その中で異動で先生もまたかわる

でしょ。校長先生もかわったりするでしょ。私

は、この３校に指定するとか、そういう意味が

わからんとやけど。これもどういう中身か、３

校に指定してモデル地区で３年やらんといかん

という理由もしっかり要綱があるでしょ。これ

もまた次の委員会のときにしっかり出して説明

してください。要望でいいです。

○永山学校支援監 了解しました。

○中野委員 次、323ページ。これ、ちょっと意

味がわからんのですけど、施策の進捗状況の全

国学力・学習状況調査。この目標値の75に対し

て、22年、23年、24年、25年、26年、目標値は22

年も一緒やったということですかね。この表の

見方がちょっとわからんの。

○永山学校支援監 目標としましては、全教科

区分で平均を上回るという目標を設定している

ところではありますが、年度の状況につきまし

ては、ちょっとここのとこは確認できてません。

○中野委員 いやいや、ちょっと冗談言わんで

よ。

○永山学校支援監 目標は、同じであります。

○中野委員 ですから、22年度の目標は、75％

を目標にしてたということでいいわけですね。

例えば、22年度の現況値が50になってるでしょ。

現況値というのは22年が本当は50％でしたとい

うことで、これは、75％に目標を設置して、23

年も75％の目標に対して62.5とか、これはちょっ

と意味がわからんとですよね。ちょっと説明し

てもらえますか。

○永山学校支援監 26年度の目標値75というと

ころにつきましては、26年度までには、ここま

では行こうというところの目標値として設定し

てあるところであります。

○中野委員 だから、私が聞いているのは、

22、23、24、25年も75％を目標にしとったので

すかと聞いてるわけです。

○永山学校支援監 そのとおりであります。

○中野委員 それで、このばらつきというのは

何。25.0とか37.5、24年は62.5とか。これはしっ

かり説明せんとわからんよ。こんなのは、私は、

認定できんわ。

○永山学校支援監 目標値については、年度に

よって変わるということで、再度確認をしたい

と思いますが……。

○中野委員 変わらんじゃろ。

○永山学校支援監 例えば、24年度の実績値の

ところを見ていただきますと62.5というところ

につきましては、この年に10のいろんな領域に

ついての調査がありまして、そのうち平均を超

えたのが６つの領域であったというところか

ら、62.5％という数値が出ているところであり

ます。

それで、25年度につきましては、これは25年

度実施については８つの教科領域で実施されま

して、そのうちに平均を上回ったのが２つの教

科領域であったというところから25％でありま

す。
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○中野委員 だから、今聞いてもようわからん

のよ。学校の先生なら、もうちょっとわかりや

すく書いてくださいよ。

○永山学校支援監 済みません。申しわけあり

ません。25年度につきましての25％につきまし

ては、８つの教科領域ということで、そのうち

の２つということで25％は達成しているという

状況で、26年度につきましても同じく８つの教

科領域で国語Ａ・Ｂ、それから算数Ａ・Ｂがそ

れぞれ小学校、中学校ありましたので、これは

４つで８つということになります。そのうちの

３つが、小中学校合わせて平均を超えたものが

３つであったということから、実績値は37.5と

いう数値が出ているところであります。

○中野委員 この目標値の75.0というのは何で

すか、この根拠は。

○永山学校支援監 平成22年度の現況値が50％

というところでありましたので、26年度までに

は、その75％までには持っていきたいというと

ころの目標を設定したところであります。

○中野委員 だから、その75の根拠は何です。

何で75になったのと聞いてるわけ。

○永山学校支援監 先ほどありましたように、

国語、算数のそれぞれの８つの区分の中で、そ

の中での６つだけは最低でも平均以上を目指そ

うということで設定した目標であります。

○中野委員 この75というのは、平均値という

のは全国の平均値。それとも宮崎県の平均値。

○永山学校支援監 目標値というのは、100％と

いうのが全ての教科領域で平均を超えたもの

が100％ということであります。

全国の平均値に関して、その平均を上回る教

科領域の数ということで設定しております。

○中野委員 このときの平均値、何ぼだったん

ですか、75という。

○永山学校支援監 このときの実績値としては

８つの区分のうちの３つしか全国平均を上回る

ものがありませんでしたので。

○井本委員 これだけを見たら、受けた子供た

ちの実績値が25％だったら、100人受けたうち

の25人が通過しただけかなという、そんな感じ

が見えるよな。このやり方が悪いがね。統計の

出し方が。これはもう一回やり直さんといかん。

今聞いて、「ああそういうことか」って、こんな

ふうに出すもんじゃないよ。62になったり、25

になったり、もうまちまちじゃないの、こんな

もの。もし、本当に正確にやるなら、100人受け

た中で、その割合がどのぐらいだったかとか、

そんなのを出したほうが正確。こんな出し方し

たら、それはひっくり返ったりして当たり前。

ちょっともう一回やり直し……。

○永山学校支援監 ここの数値の設定のあり方

については、整理したものを再度。

○中野委員 それでね、だから、私は何でこん

なにくどく言うかというと、私の人生を考える

と、小学校、中学校の義務教育は基本なんです

よ。全国と比較して、平均点より下で、まあま

あいいわなという感じをこの間受けたから、私

はそればっかりこだわっておるわけで、宮崎県

の子供は頭が悪いのか、先生の教え方が悪いの

か、どっちかやろ。あと、家庭の問題も、そりゃ

いろいろあるよ。だから、この分析をもうちょっ

と、平均というのは異常値もあるわけだから、

そういう異常値を含めて、じゃあ平均はどうか

と。だけど、全国のは、それはみんな押しなべ

ての話でね。だから、それに対してどう分析し

て、これは今度の次に説明受けるわけでいいの

で、ここの表だって、恐らく全国75点というの

が、今、学力テストと言ってるかな、前は調査

やったけどね。
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それで、この成果。「小・中学校において、「み

やざきＷｅｂ学びのシステム」の活用や、みや

ざき小中学校学習状況調査をもとにした改善計

画の策定・実践により、学力向上マネジメント

サイクルの確立に向けて取り組んだ」と。その

結果、こういう推進校を持ってきて、学校の指

導改善に資することができた、指導改善できた

と言うけど、これは単なるもう、私に言わせる

と作文なんです。学力調査を基準にして、せっ

かくあれが出てるんやから、それをものにして

目標値がどうだったかと。それをやらんと、勝

手にこんなことで、「できました、できました」っ

て、私たちは、何を根拠として、客観的に見て、

この言葉を信じていいのという話になるわけ。

問題は、あのテストしか、今ないわけ。とにか

く、ここら辺をもうちょっと次の常任委員会で、

しっかり分析して、それでもってどうするかと

いうのをしっかり出してください。でないと、

成果報告書、こんなのじゃ私は納得できんよ。

それから、この327ページ。この串間の中高一

貫の問題が出てるわけですよ。もう最近、新聞

等で話題に出てくるんだけど、よく考えると、

私立なんて50年前から中高一貫やってるわけや、

公立がやってなかっただけでね。それで、五ヶ

瀬もやってるじゃない。今度、宮崎も附属校が

できたわね。この中高一貫にするメリット、デ

メリットをしっかり整理して、例えば私立だっ

たら学習要領に沿わんで、小学校５年生のとき

に６年生までの授業を終わって、もうとにかく

小学校６年になったら中１になって、高校３年

なったら受験勉強ばっかり。じゃあ公立でね、

中高一貫になったらどんなメリットがあるかと

いう話を。もう既にやってるのに今ごろ、「研究

します」とか「検討します」、これがようわから

んとよね。何のためにやるのか。市町村でいえ

ば売名じゃないけど話題性でやるのか、そこら

辺はしっかりして、メリット、デメリットとし

て。あとは町と県との学校の話だから、合併す

るための組織的な問題、学力、学問としてはこ

れだけのメリットがありますよというのをしっ

かり整理して出すべきだと思うんですよ。ここ

をしっかり、また説明してくださいよ。同じこ

とを議論したってしょうがない。私立なんても

う50年前からやってる話よ。もう答えはいいで

すよ。言わしてもらえればいいから。後が長く

なるから。

それから、さっきスーパーティーチャーが出

ましたよ。スーパーティーチャーは、全体で583

万6,000円。これはスーパーティーチャーの委嘱

も入っとるわけですよね。それで、８塾の55人

とか、いろいろ延べ授業公開7,900人、延べやか

ら同じ人が５回受けとるかもしれんしね。だか

ら、このスーパーティーチャーはいいんですよ。

その講習を受ける基準。私は、基本的には、平

均点数を上げようというのは、自分は一生懸命

しているつもりやけど、結果的には点数が上が

らんという、教え方だってあるわけ。理解でき

んでね。そういうとこを重点的にやってもらわ

んと、その担当に受け持たれた子供は不幸です。

私はそう思うな。

だから、悪いけど、とにかくみんな一生懸命

やっても、価値観が違ってどこを中心にとある

わけだけど。やっぱり結果は点数よ。理屈とし

てそれしかない。そういうとこ辺をいかに押し

上げるかによって、グーンと上がってくるわけ。

そういうのが、押しなべて、ただ、「こういうの

をやりました、やりました」と。やった結果は

何ですかって。平均点数以下で満足しているわ

けですかって、私にはなるわけ。この辺、どう

ですか。スーパーティーチャーの活用、もう
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ちょっとテストを分析して、しっかりスーパー

ティーチャーを。今テレビに出るスーパーティ

ーチャー、あんな先生じゃないだろうけど、ス

ーパーティーチャーの基準は何ですか。これ、

どうやって決めるわけですか。

○西田教職員課長 スーパーティーチャーにつ

きましては、まず希望をとりまして、校長が推

薦します。そして教育委員会で書類審査を行っ

た上で、授業を各専門の担当が見て、そこで審

査に上がった者を教育委員会全体で委嘱すると

いうことです。

○中野委員 校長先生が推薦ですか。

○西田教職員課長 はい、推薦です。

○中野委員 その基準は何ですか。好き嫌いで

認められるのか。

○西田教職員課長 明確な基準はありませんが、

各学校で見てて授業力が高いということ。あと、

他に対して影響力を与えたいという強い気持ち

を持っていること。こういうことを入れて。

○中野委員 だから、そういう判断は、物すご

く難しいよ。ごますり先生がやればうまいだろ

うけどね。だから、その基準というのは、私に

言わせると学力調査とか、同じ学年にしても、

クラスごとにテストの成績やらが出るわけ。教

え方がうまいかというのは。私が言いたいのは、

そういう先生を決めるときは、主観的じゃなく

て、客観的にデータなりをもってせんとね。こ

れは、多いとよ。校長先生には受けがいい先生

がおるけど、同僚には悪い先生、いっぱいおる

とよ、よく聞く。そこ辺も問題がある。スーパ

ーティーチャーというのは、そういう単なる推

薦とか、客観的にある程度出てくるような先生

じゃないと。あの先生がスーパーティーチャー

かっていう人もおるかもわからんし。そのため

の学力調査もあるわけで、そういうのを基準に

しなきゃ、絶対そういう人間関係の問題も出て

くるし、本当にスーパーティーチャーと言える

かというのは疑問だと。もし、あったら、そこ

辺も今度また検討してください。

もう一つ、この間、私も運動会に行った。緒

嶋委員も運動会に行ったけどね、俺たちのころ

は、はだしや。今の子供はきれいなズック履い

て。それと、元気いっぱい子どもの体力向上、

私はこんなの2,000万も使わんと体力がつかんの

かと。毎日学校で帰る前とか、運動場１周、２

周とか、腕立て伏せとか、金が要らんで、体力

向上というのは……。この体力向上の数値は何

で上がったかどうかということになったんです

か。ただ一人の人間が何ぼ跳んだとか、その体

力向上の把握の数値。

○古木スポーツ振興課長 体力の指標といたし

ましては、全国体力・運動能力調査という調査

の結果をもとに、県の体力がどうなのかと、あ

るいは各学校の体力がどうなのかということで、

これが一つの大きな指標になると考えておりま

す。

○中野委員 宮崎県の子供の身長を全国で見る

と、今はわからんですよ、10年前ぐらい、全体

的に低いわけ、身長やら全体が。それによって

も、体力もあれも違うしね。体力向上に2,000万

も金使わんとできん話かなと、私は昔の人間や

から不思議でたまらんのやけどね。それで、今、

この体力については、どんな状況にあるんです

か。

○古木スポーツ振興課長 体力につきましては、

体力合計点という、その体力テストが、全部で

９種目ございます。例えば握力、上体起こし、

長座体前屈で前に曲げるものですね。それとか、

あるいは反復横跳びといいまして、線が３本あ

りまして横に跳ぶものですね。それと、20メー
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トルシャトルランといって、20メートルの行き

来して、ある決まった中でどうなのかとか、あ

と50メートル走、立ち幅跳び、ボール投げとい

うような項目がございまして、これの合計点を

体力合計点と言います。全国との比較において、

宮崎県においては、九州では、全国の調査が小

学校５年生と中学校２年生でやります。小学校

５年生については、九州で２番目ぐらいですけ

れども、そのほか全部、九州でトップでござい

ます。体力は、全国と比較しても上位グループ

にあるというのが現状でございます。

○中野委員 2,000万も使えばそれぐらいになっ

てもらわんと……。ただでもできるような、毎

日体育の時間以外にさせれば……。いや、本当

よ。2,000万も。

それと、さっき緒嶋委員から教育事務所の、

私も教育事務所がどんな仕事しとるかもよくわ

からないんですよね。これも要望でいいです。

教育事務所の職員ごとの事務分掌。事務分掌も

ね、１年間分だから、いっぱい書いとって、年

に一回しかない事務もあるわけです。そういう

回数とか含めて、本当この教育事務所の役割が

よくわからんもんで、しっかり勉強したいんで

すよ。だから、まず事務分掌を整理しとって。

それと、この間、教育委員会で、あいさつ運

動日本一。よくいろいろ行くと中学生や高校生

が向こうから「こんにちは」とか、本当に感心

することがあるわけ。私も気になって教育事務

所、顔知らんね。いろいろと行くと見えてくる。

どっちから挨拶すればいいか、わからんけれど

も、本当にあいさつ運動というのは、まず隗よ

り始めよという話で、先生方もしないといかん

ちゃないと。私は本当そう思うよ。

だから、今、私が不思議なのは、教育委員会

のトップは教育長で、ここで議論していること

が本当に高校の校長なり、教育事務所なりに伝

わってやってるのか不思議でたまらん。私たち

は、ここで皆さんの立派な言葉を聞いて信用し

とるんだけど、そういうとこに行くと、どうも

そんなのが感じるね。もうちょっと強く指導し

ていいんじゃないですか。

だから、例えば甲子園、60万あって優勝、１

校60万か知らんけど。マラソンと言えば小林。

いつも正月楽しみにしてた。今は見る気もせん

ね。もう、宮崎はどこにおるかわからんぐらい

になってしまって。あれも、何であそこが強かっ

たかというと、やっぱり指導者じゃないかな。

それと、私が言いたいのは、前の後藤教育長

のときに推薦入学というのがあったわけ。私は

期待した。ああ、いいなあって。勉強の好かん

ものも野球で、スポーツで入れればいいわねと

思ってた。だから、私はこの宮崎県、公立でも

野球をしたい人とか、マラソンをしたい人とか、

ある程度推薦入学で集めてもおかしくはないと

思うんですね。

じゃないと、これはいつまでたっても、それ

ぞれいって、私立は、全国から集めてくるわけ

やから。これ、金の問題じゃないなと思って、

何のための推薦入学やったかと思うんやけど、

今、わけのわからん推薦入学。一次試験のよう

な、二次試験のような、推薦で落ちて、また普

通ので入ればいいとか。本当、この推薦入学も

疑問でたまらんですよ。忙しい、忙しいと言う

のに、先生たちに余分な仕事をさせとるじゃな

いかと私は思うけど。このスポーツなんか、も

うちょっと推薦入学。スポーツで名を売るとい

うのはすごいですよ。根本的に変えなきゃ、知

事がそんなこと言ったからって、俺はもう全然、

余り希望もしとらんかったけど。

○飛田教育長 スポーツ推薦は、大賛成です。
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今、指定校をつくりまして、駅伝だったら、さっ

きお話に出ましたが小林。これは、ちょっと失

礼なことを申し上げるようですが、小林高校は

２年連続入賞をしておりますので、かなりのと

ころで走っております。

１区でトップで来たということもあります。

ですから、ある程度、今も楽しみにしておりま

して、そういう指定校推薦をやって、そこは特

別の体育の実技なんかをやって、今、試験をやっ

ております。そういうことがうまく機能してく

れること。それと、もう長くなるといかんので

これでやめますが、指導者がとおっしゃったの

で、今、大学回りをして、指導者が余りおらん

種目なんかはスカウトに回っております。そん

な手だてもやりたいと。

○中野委員 「言うは易し、行うは難し」です

よ。少しは根本的に物事を変えていかんとね。

ただ、ここで、やりとりしたってしょうがない

と思うんです。ぜひ、その推薦入学、多分、マ

ラソンは、もう１、２、３番手ぐらいしか見ら

んとですよ。そういうことで、この体育、ぜひ、

根本的に変えて頑張ってくださいよ。

○重松主査 よろしいですか。ちょっと確認で

すけど、先ほど資料請求の件で、教育事務所の

事務分掌ということで、執行部の皆さん方、よ

ろしいですか。事務分掌の件はよろしいですか。

○大西総務課長 ３事務所の、職員の事務分掌

表というのが、いわゆる県庁のスタイルであり

ますけど、その資料ということでよろしいんで

しょうか。それは、この委員会の場でというこ

とでしょうか。

○中野委員 最低それをつけて全体の事業がわ

かるように。

○大西総務課長 教育事務所の仕事の内容がわ

かるようなものということでよろしいでしょう

かね。

○重松主査 それは、10月29日の閉会中の常任

委員会のときでよろしいですね。

もう一つが、基礎学力定着指導実践校につい

ての資料請求がございますが。

○永山学校支援監 実施要綱ということで、資

料を提供の依頼がありましたので、そろえたい

と思います。

○重松主査 よろしくお願いいたします。

○中野委員 教育長、学力調査の上位を目指す。

上位はどのくらいかわからんけど、そこ辺を教

育委員会として、もう少し目標を上に立てたら

どうですか。１番になるとは言わんけど。

○飛田教育長 物すごく、そのとおりだと思い

ます。正直言って、私は、かなり高校入試が厳

しい学校で高校教師をスタートしたんです。そ

のときは、就職させるのも大変でした。だから、

やっぱりそういう下の子をつくらんということ

が一番のすべきことだと思います。もう一つは、

地方創生の時代にあって、子供をまちに残すた

めに教育委員会が何を一番やれるということは、

学力、それから健康、そして品性というか知・

徳・体をあるレベルで、どの子もできるだけ担

保するということが大事だと思っています。全

くそのとおりだと思います。なかなか、おっ

しゃったさっきの言葉で一番つらかったのは、

「おまえ、いろいろ言うけど、現場に浸透しと

らんじゃないか」とおっしゃることは、一番私

としては残念に思います。それは必死でやりた

いと思います。

○中野委員 ぜひ、ことしは平均以下やったか

ら、次は平均。トップを狙えとは言いませんよ。

だけど、とりあえず毎年５番ぐらい上げていく

とか、そういう目標を出してくださいよ、今度

までに、いつかどこかに。次のあれに、書いて
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あるのかな。教育長、どこかでそういう目標を

出してくださいよ。委員会かどこかでいいから。

○飛田教育長 とにかく、その平均以下をなく

していって、全国上位というのは、全部の領域

で上げていけば、絶対そこに行くということを

目標でやりたいと考えております。

○中野委員 くどいようやけど、今、平均値の

とこにいくと、全国で何番ぐらいですか。

○永山学校支援監 100％換算で平均値の２ポイ

ント以上になれば、大体その10位以内的な状況

にはなるという状況にはあります。

○中野委員 その件については、次の常任委員

会で……。

○重松主査 また、資料をいただきますんで、

よろしいですね。

それじゃ、ほかに参りましょうか。

○田口委員 何点かわからないことを簡潔に聞

かせてください。

まず、315ページですが、先ほどからパソコン

のことがいろいろ出ておりますけれども、今ま

で更新が800とか900、400、500だったものが、26

年度は何でパソコンの更新が１台もなかったの

か。ここをちょっと教えてください。

○田方財務福利課長 先ほど申し上げましたけ

れども、リース契約をそろえるために、今、い

ろんなリース契約を持っているわけですけれど

も、台数も、それから時期も全然違った契約を

してます。それがいっぱいあるもんですから、

それをグループごとにまとめていこうと、今し

ているわけですから、そのためにも新しいもの

には更新せずに、今ある機械を再リースとか再

々リースにした関係上、更新台数はないという

ことになります。

○田口委員 そうすると、たまたま26年度は、

更新では、統計で出すようなことはなかったと

いうことですか。

○田方財務福利課長 そういうことになります。

これから先、また更新というのは出てまいりま

す。

○田口委員 それと、そのパソコンの指導は学

校の先生だけがやってるのか、それとも何か専

門のインストラクター等が来てやっているんで

すか。

○川越学校政策課長 学校のほうでやってござ

います。また、教員の研修として研修センター

のほうで行っております。

○田口委員 それで十分賄えていると判断して

いいんですか。

○川越学校政策課長 教科情報の先生が各学校

に複数配置されておりますので、その先生方を

中心に指導を行うという形をとっております。

○田口委員 はい、わかりました。

同じ学校政策課で319ページですが、地域の課

題解決を図る授業研究会というのが、15会場

で408名、行われておりますが、まるで何か政治

家の勉強会みたいな感じの話ですけど、これは

対象が高校なのか中学なのか、中身はどういう

ことをされておるのかをちょっと教えてくださ

い。

○永山学校支援監 これは、小中学校を対象と

した授業研究会であります。先ほどから出てき

ております学力・学習状況調査の結果を踏まえ

て、各地域において課題のある教科とかそうい

うものにつきまして、授業研究を通して、各学

校から１人ずつ集まっていただきまして、具体

的に授業をしていただいて、その後、授業研究

協議会であるとか、どういう課題があるのかと

かを協議をしていきながら、各学校に持ち帰っ

ていただくという内容の研究会でございます。

○田口委員 わかりました。じゃ、単なる勘違
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いですね。地域の課題を何かと思ってたんです

が、地域によって学力のいろいろ課題があって、

それを解決していくための研究会ということで

すか。

○永山学校支援監 そのとおりであります。

○田口委員 わかりました。こういうことをやっ

てて、今度18歳から選挙権がありますんで、地

域の課題等に非常に関心を持って、政治に関心

を高めてくれたら、そういう授業があるといい

なと思ったもんですから、今、あえて聞いたん

ですが、完全に私の勘違いのようでした。

そしたら、次は、324ページのところに、９番

目の項目に、定時制・通信制のことが書いてご

ざいます。先ほど、教育長からも話がありまし

たように、きのう定時制・通信制の体験学習発

表会があったんですが、その中でも非常にすば

らしい発表がなされたんですけれども、その中

で、もともと通信制とか定時制に行く子たちは、

かなりいろんな経緯があって全日制をやめたり、

あるいは、いろいろ家庭環境で行っている子供

が多いんですが、その中で、今問題になってい

るのは休眠生の復帰支援というのが─休眠生

徒が非常に多いもんですから─その支援のた

めの生徒支援相談員のハートサポーターの配置

と、これは、どういうことをしているのか。

まず、もともと余り学校に来てない生徒さん

ですが、どのように相談受付をしているのかを

ちょっと教えてください。

○川越学校政策課長 まず、生徒支援相談員で

ございますが、ハートサポーターというふうに

呼んでおります。生徒の相談に乗るということ

が大きな目的でありますが、相談の内容で必要

事項は担任とか生徒指導主事とか、そういった

進路指導室に伝えるような役割をしております。

相談内容をちょっと見てみますと、心身的に

症状で抑鬱状態であるとか、対人関係でなかな

かうまくいかない生徒であるとか、生活面で家

庭内のいろんな問題等を相談をしていっている

状況がございます。そういった生徒支援相談員

の方々はそれなりの研修も行っております。

○田口委員 それは、今、全ての通信制がある

学校に相談員が配置されているんでしょうか。

それで、例えばもう何人も復帰しましたよとい

うような実績があるのか、それをちょっと教え

ていただきたいと思います。

○川越学校政策課長 全ての定時制・通信制の

課程に配置されております。

報告等を見ますと、生徒側の感想等が載って

いるものがあるんですが、非常に成果が……。

休眠生につきましては、ちょっとまだ把握をし

ておりませんが、想像的には数が多いというこ

とはないかとは思いますけれども、相談に乗る

ケースはあると思います。

○田口委員 わかりました。あわせてですが、

その下に書いています「通信制生徒のための学

習支援を行う学習支援センター」、これは都城で

運営すると、ここにありますけれども、中身を

ちょっと教えてください。

○川越学校政策課長 都城でこのセンターを開

いているのは、通信制課程というのが延岡と宮

崎にございますが、都城にないということで、

通信制課程でいろんな質問とか勉強がなかなか

できないという方々の支援を行うということで、

都城にあえてつくったところであります。

そこで、指導していただいている方が数名ご

ざいますが、ほとんどが元教員で、熱心にして

いただいてるという状況であります。

○田口委員 わかりました。先ほど言いました

ように、いろんなことがあって学校に来れなく

なって、しかし学びの気持ちがあって戻ってき
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ていると。そういう意味では、その子たちをしっ

かりと伸ばしていただくような体制をつくって

いただきたいと思います。

次に、これもちょっと中身を教えていただき

たいんですが、327ページの県立高等学校公務支

援システム構築と、その中で５校の公務支援シ

ステムの試用運行というのが26年度の予算です

が、これの結果をあわせて、今年度は全部の学

校につけるという、公務支援というのは実際は

どういうことです。

○川越学校政策課長 業務の軽減を目的としま

して、学校内に公務の支援システムというシス

テムをつくってるんですが、例えば成績処理、

それとか出欠、指導要録等をつくるときに、シ

ステム化することによって、学校それぞれが非

常に業務が軽減できるということで導入をいた

しました。

５校というのは、試行的に５校を指定しまし

て、うまくいくかどうかということを公務支援

システムの試行をやったのが５校で、今年度、

全部の学校─高等学校ですが─に公務支援

システムを導入いたしました。

○田口委員 わかりました。じゃ、次行きます。

最後になりますけれども、平成24年から例の

古事記1300年の取り組みをいろいろ始めて、24

年から見て９年間ですから、平成32年までが記

紀編さんのいろんな事業をやると、総務課長が

そっちのほうをいろいろ担当されておりました

けれども、我が会派でもいろんな、例えば県民

とか話をしている中でも、古事記1300年という

の、えらい影が薄くなったねと。非常に取り組

みがどうなってるのかという感じで、この間も

陸・海・空の方々と意見交換会をしたときにも、

ソラシドエアの社長が「古事記1300年は楽しみ

にしてきたけれども、何か非常に盛り上がって

ないし、東京の本屋に行っても、三重県のこと

と島根県の本はいっぱいあったのに、宮崎の古

事記の本、ほとんどありませんでした」という

寂しい話をされていました。非常に盛り上がり

が欠けているという思いと、今、郷土芸能とか

伝統芸能とかがいろいろ地域でやって、そうい

うのが盛り上がってきているのは非常にありが

たいんですけど、古事記1300年が盛り上がらな

いのは、一つには県民がこのことに対しての意

識が非常に薄いんではないかと。一つには、自

信を持って人に言えるほどその知識も持って

らっしゃらないと。そう意味では、学校の中で

このレベルアップをしていって、やはり自信を

持って、今、大河ドラマで「花燃ゆ」をやって

ますが、中ではずっと松下村塾で吉田松陰の教

えを伝えているようなシーンも学校教育の中で

やったりしてますけれども、そういう教育活動

といいますか、宮崎県の歴史とか神話とか、そ

れを子供たちに根づかせるような活動を、これ

は何課に聞いたらいいんですか。今、どういう

活動をなさっているのかちょっと教えていただ

きたいんですが。

○永山学校支援監 小中学校におきましては、

基本的に、学校の中で総合的な学習の時間とい

うところがありまして、その中で地域に残るい

ろんな神楽であるとか、あるいはそこの伝統文

化であるとか、そういうものにつきまして、子

供たちが実際に調べて、実際に運動会等でそう

いうのを披露していたりとか、発表会なんかで

自分たちが調べたことを発表するとか、そうい

う場等を位置づけているところでもあります。

あと、また市町村によりましては、その文化

財愛護少年団とかそういうところの活動を通し

ていきながら、伝統芸能とか、伝統に親しむ子

供たちの育成という取り組みをしている学校も
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ございます。

○田口委員 先ほどの自分のふるさとが好きか

というところで、87％の子供が好きだと言って

いながら、自分の県について自信を持って、よ

そから来た人に、例えばよく延岡がよく言うん

ですけれども、延岡は人が来ても連れていくと

こがないと、「何もないとこですわ」とよく言う

人がいるんですけど、僕はよくそれは、「あなた

が知らんだけで、宮崎のことを勉強しなさい」

とか、よく親しい人たちにはそういうふうに言っ

たりするんですけど。

そういう意味では、地元にいいものがあって、

全然気づかずに「何もない」と言ってる方が非

常に多いもんですから、そういうものをもう

ちょっと掘り起こすような、それが一番の郷土

愛にもつながっていくんじゃないかなと思うも

のですから、宮崎は歴史やいろんなものが、先

ほど言った神話も含めて宝庫なわけですから。

それに関して知っている人が、実は余りにも少

ないなという思いがするものですから、そうい

うものをもうちょっと掘り下げて、県全体がレ

ベルアップできないものかなと僕はいつも思っ

ているんですが、教育長、どういう考えでしょ

うか。

○飛田教育長 おっしゃるとおりだと思うんで

すね。ですから、小中学校も高等学校も学校行

事、遠足の場を使うとか、総合的な学習の時間

とかを意識して使わないと、そういうことはで

きないと思いますね。

それから、県立図書館の事業の報告書の中に

も出てきますが、「みやざき言の葉継承事業」と

いうことで、いろいろ語り継ぐようなことをやっ

たりとか、あるいは教育委員会でも、例えば文

化施設、総合博物館とか美術館とか、あるいは

西都原考古博物館で宮崎のよさを特別展でやる

とか、あるいはコレクションを披露するとか、

いろんな取り組みをしていますが、なかなか、

おっしゃるとおり、それが個々の子供まで浸透

しているかというと、まだまだ難しいと思いま

すけれども、意識をしながらやっていきますし、

今もそういう話はいろんなことで取り組んでい

ます。文化施設においては、６施設あたりが一

緒にもっと発信ができないかなということも検

討させてますので、今後とも課題意識を持って

やっていきたいと思っています。

○田口委員 神社の中でやっている、祓詞とい

うのがある中で、最初、宮崎の地名が出てきま

すけど、ちょっと知的レベルの高い人と話をし

てたら、それは宮崎だから宮崎のことを言って

るんだと思ってた方が多いんですね。

そういう意味では、身近にすごいものがある

のに、それが全国的に言われてるものだという

のは全然知らなかったという人もいたもんです

から、そういう意味では身近にあるもので結構

すごいものがあるのに、意外と気づいてないも

のが非常にたくさんあるんじゃないかなと。例

えば、それ一つとっても、何か自信を持って全

国で言われているはらい言葉が、実は宮崎の阿

波岐原とか地名が全部出てくるんだというだけ

でも、それはもうどこに行っても言える話です

から、そういうものがよその県に行ったときで

も、宮崎にはこんなものがありますよとか、実

はこうですよというものを、何か一つでもいい

から自信を持って言える。そのようなものをつ

くっていけたらなと、私自身も前々から思って

ますし、絶えずそういうことも言ってるもんで

すから、ぜひ、今の教育の現場でもそういうこ

とも教えていただけたらと思いますので、よろ

しくお願いいたします。

○大西文化財課長 先ほど緒嶋委員から御質問
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がありました文化財指定に関する市町村からの

申請数なんですけれども、昨年度30件でござい

ました。

それから、私、文化財の指定件数を緒嶋委員

から御質問をいただいたんですけれども、昨年

度３件と申し上げたんですけど、諮問・答申を

入れて３件だったもんですから、実際は、昨年

度指定した件数は１件になります。済みません。

訂正させてください。

○緒嶋委員 警察の方では、スクールサポータ

ーというのがおられますが、スクールソーシャ

ルワーカーとの連携というのは、ちょっと意味

合いが違うと思うんですけど。学校政策課、こ

の連携はどのようにされておるんですか。

○永山学校支援監 それぞれのカウンセリング

であったり、スクールソーシャルワーカーはそ

の市との連携ということとか、子供たちの困り

感というところをどう支援するか、ネットワー

クを通じてやるわけですけれども、合同の会議

を開催していきながら、それぞれのよさを情報

を共有化して、また、課題等も整理をしていき

ながら、次の取り組みに生かせるという形での

会議は実施しているところであります。

○緒嶋委員 これは、やはりお互い、いじめと

か不登校とか、いろいろな難しい問題があるわ

けですけど、そこ辺を連携することよって、宮

崎ではそういうものができるだけ低減というか、

少なくなる。また、その成果が私は出てるんじゃ

ないかなと思うんですけど、そのあたりはどう

理解されておられるわけですか。

○永山学校支援監 実際、スクールカウンセラ

ー、スクールソーシャルワーカー、それぞれの

役割の取り組みにおいて、不登校の数とかは、

昨年度の状況については減ってはきましたけれ

ども、まだ、しかしそういう不登校の子供たち

がいるという状況にはあります。

ですから、それぞれの子供が、学校に来れる

ように、そういう取り組みをしていかなきゃい

けないというのが１点と、スクールソーシャル

ワーカーの取り組みにおいても、非常に対応件

数も増加している状況にあります。

ただ、いろんな家庭の環境とか、いろんな状

況を含めていきながら、少しでも子供たちが困

り感がなく学校に来れるような体制は、課題を

通して、より手だてを講じていきながら、取り

組みをしていかなきゃいけないと感じていると

ころです。

○緒嶋委員 この８名はどういう形で配置され

ておるわけですか。

○永山学校支援監 ８名につきましては、各教

育事務所ごとに配置をしておりまして、中部が

４名、そして南部が２名、そして北部が１名で

すけれども、北部につきましては、スーパーバ

イザーの方もいらっしゃいますので、一緒に対

応していただいているという状況にあります。

○緒嶋委員 これは、今のところ、そこへ予算

が伴うから、この数をふやす、スクールサポー

ターもふやしたらどうかということを言ってお

るわけですが、このあたりの動きはどのように

考えておられますか。

○永山学校支援監 できる限り、今の授業等も

含めていきながら、ふやしていける方向では、

今、検討をしているところではあります。

○緒嶋委員 やはり、今、少子化ということで

ありますけれども、一人一人の子供は貴重な人

ですよね。そうなると、健全に育つためには、

いかにうまく大人がというか、こういう教育委

員会や警察も含めて、できるだけ健全な子供の

教育という意味では、こういう資源というか、

そういう体制を整えることが大変重要だと思っ
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てるんですね。これは、もちろん家庭での教育

という面もあるけど、社会全体でどう支えてい

くかという形の中では、こういうスクールソー

シャルワーカーなんかは大変重要だと思います

ので、これは、ぜひ充実を図っていくべきだと

思いますので、よろしくお願いいたします。

今、宮崎県で、これは商工観光労働関係の中

で、宮崎県には修学旅行生が、もう言われてい

るように少ない。ところが、考えようによって

は、博物館、図書館、美術館ですね。これが同

じ、一極集中的にあるとこというのは、私は余

りないと思うんですね。これを修学旅行なんか

の３点セット、それから芸術劇場もあるんで、

うまく組み合わせることによって、宮崎に修学

旅行生を教育の立場で、それをうまく利用して

呼び込むと。そういう発想が私はあっていいん

じゃないかと思う。点々としているわけじゃな

い、一つの場所に皆、公園みたいなところであ

るわけですので、博物館も含めて。何かそこ辺

の発想の中で、少なくとも宮崎県の学校の子供

は、そういう施設には、やはり小学生、中学生

のうち１回は、全部をその３点セットみたいに

見るような中で、ＰＲもしながらうまくやるこ

とで勉強にもなると。すばらしいということが

わかるんじゃないかと思うんですけど、その３

点セットの連携というのは、きょうは館長や美

術館の副館長もおいでですが、そういう発想と

いうのは出てこんもんですか。私はそういうの

が必要だと思うんですが、どうですか、図書館

も含めて。

○冨髙総合博物館長 済みません。代表して私

から簡単にお答えさせていただきます。

おっしゃるとおり、一極集中いたしておりま

して、それなりの文化施設がありますが、現在

も６館で何かできないかということで、いろい

ろと話し合いはしておる状況で、形になってい

るのは、６館合同のリーフレットといいますか、

そういったものをつくりまして、そこに前期、

後期、２つつくるんですけれども、それぞれの

イベント内容、いつからいつまでこんなことや

りますよというものをつくりまして、情報発信

をしようということで、今現在、動いていると

ころでございます。

あとは、美術館とか図書館と連携しながら３

館ツアーと、いわゆる希望があれば３つの館を

回りましょうと。それぞれにいろんな学芸員が

案内して説明しましょうと。そういった取り組

みも行っておりますので、委員の御指摘のとお

り、修学旅行等に来ていただくのは、我々にとっ

てもありがたい話にはなるものですから、それ

は歓迎したいなとは思うんですが、ただ、教育

委員会全体の話として今後どうするか、協議し

ていく必要があるかなと思っております。

○緒嶋委員 特に、やはりそういうものをする

ことによって、宮崎は観光的な意味合いも含め

て、経済的なめぐりの中で、そういうもので地

域振興にもつながるというか、宮崎のためにメ

リットがいかに出てくるかというようなことを

お互い、そういう努力目標的に持っていながら

努力するのが、それぞれの設置しておるところ

においては入館者をいかにふやすかと。そうい

うことで、いかに勉強していただくかというの

が、一つの企業努力だと思うんですよね。そう

いう視点で、それぞれの３つの、あるいは４つ

の芸術劇場含めて、そういう努力をやることが

宮崎の振興にもなるし、子供の教育的なそうい

う文化的なものを深めていくという意味でも大

変重要だと思うので、来る人が来ていただけれ

ばいいというんじゃなくて、そういうＰＲをす

ることで、できるだけ呼び込む。そういう努力
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をしていくことが、すばらしいものを外に売り

出す大きな意義もあるわけですので、やはり今

はもう大分なんかの美術館なんか見ると、宮崎

ももうちょっと元気を出さないといかんのじゃ

ないかなという意味合いを強く持つので、３館

合同の、やはりそういうものについてのアイデ

アを出し合ったらどうですかね。図書館長に美

術館長、どうですか。

○福田県立図書館長 委員の御指摘のことは全

くそのとおりだと思いますので、これは３館あ

るいは６館なりが連携して取り組むということ

はもちろんですし、本館の皆さんともいろんな

ことを相談しながら進めていくべきものだと思

いますので、そのように進めていきたいと思い

ます。

○緒嶋委員 特に、美術館なんか20周年でやる

わけでしょ。その中で、何が目玉か私はわかり

ませんが、自己ＰＲというのは、お互いもう

ちょっと積極的に進めるのが大変重要だと思い

ます。20周年では目標値でどのくらいの人がお

いでになるか、目標の入館者の計画があるわけ

ですか。

○川越県立美術館副館長 １年間を通しまし

て、20周年ということで、特別展等ですね。そ

れと、アウトリーチ活動、そのあたりで美術館、

また美術に触れていただく方の増加を目指して

いるところでございます。

先ほどの団体客関係なんですけれども、まだ

実は結んでおりませんけれども、大分の旅行業

者あたりともちょっと接触をしたりして、こち

らのほうに寄っていただけないかとか、そのあ

たりのアクションは起こさせていただいている

ところでございます。

また、夏に行われました特別展の中では、こ

ちらの事業のときに図書館、そして芸術劇場に

協力をいただいて、小さなイベントですけれど

も行わせていただくとか、そういうことでやっ

ておりますけど、もっと大々的なことを、また

考えていく必要はあるかなとは考えております。

○緒嶋委員 入館者の目標とかいうのは、年間

を通して立てるんですか。

○川越県立美術館副館長 入館者は、昨年は16

万5,000だったんですけれども、平成32年ですか、

そのあたり18万を目指して、年によって特別展

等で変動はございますけれども、やはりコンス

タントに入館者増を目指していきたいと考えて

いるところでございます。

○緒嶋委員 来年は、伊東マンショなんかが帰っ

てくるわけでしょ。それだから、そこ辺を含め

て、前向きに18万と言わんで、その倍ぐらいの

思いでやるとかいう意気込みがないと、私は何

か寂しい気がするわけですよね。それで、そこ

辺を十分、教育委員会とも連携をとりながら、

ぜひ頑張ってほしいと、そういう意味でこの委

員会に来ていただいておるので、ぜひお願いい

たします。

○川越県立美術館副館長 御期待に沿うように、

そして、入館者増ですね。特にＰＲとかマスコ

ミ関係の活用とか、そのあたりも御協力いただ

きながら、大いに宣伝していきたいと思います

ので、どうぞ御協力お願いいたします。

○中野委員 高校とかで、論語なんか習う機会

があるんですか。私の頃は、漢文というのがあっ

たが。

○川越学校政策課長 論語の一部を授業の中で

取り上げているということはございます。

○中野委員 我々の頃は、漢文の時間か何かだっ

た。今は、何ですか。

○川越学校政策課長 やはり、古典、漢文の中

で論語というものを扱うことになります。
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○中野委員 それと教育委員会のホームページ

の担当はどこの課ですか。教育長、この話は５

年前の話だけど、宮崎県の教育委員会のホーム

ページと、前回、栃木県が１位になったときが

あったと思うんですが、そこのホームページ。

例えば、よそのホームページとちょっと見比べ

て、次のときに感想を聞かせてください。いい

か悪いか、どっちがすぐれてるか。

○井本委員 もう私の言いたいことは中野さん

が全部言ったから何も言うことはないんだけど、

この前、「学力の経済学」という本を読んで、読

んだ方もたくさんおるんじゃないでしょうか。

ベストセラーになってるからね。私も、目から

うろこというか。要するにエビデンス、よく医

療に言われる臨床例というんか、何かそういう

データですね。それに基づく教育というのが、

それが日本ではまだ余りやってない。英国とか

外国ではそれが取り入れられとるというんで、

私も勝手にこんなのがいいんじゃないか、あん

なのがいいんじゃないかと言ったけれども、あ

くまでも私が主観的だったのかなという反省し

きりなんです。ある程度そういうデータに基づ

いて、しっかり押さえていくというか。

例えば、中高一貫教育は、もう最初からいい

もんだと頭から決めつけて、本当にいいのかど

うか、今からやるんですけど、本当にデータで

ピシッと、悪いところもおそらくあると思うん

ですよね。この中高一貫教育。例えば効果、い

ろんな成果のところの中にもずっと書いてあり

ますよね。例えば、323ページの最初の施策の成

果等の１の終わりのほうに「学力調査の結果分

析をもとに、地域ごとに課題の見られる教科・

内容について、指導のポイントを示すなどの研

修を行い、各学校の指導の改善に資することが

できた」と。これ本当にそうなの、本当にデー

タがあるの。本当にデータがあってこう言っと

るのか。その後もそうですよ。たくさんあるん

です。こういう「改善が見られた」とか「関心

を持たせることができた」、「理解を深めること

ができた」、本当にそういうデータがあるのとい

う。

しかも、単に、あっただけじゃなくて、それ

が一番いい方法なのかどうか。そうでしょ、目

的があって方法・手段があると。その方法・手

段が本当に一番効果があるかどうかというのは、

これはなかなかわからんことですよ。言われて

みると、私もいい加減に自分の主観でこれがい

いんじゃないかとか言いよったけどね、あの本

を読んで、「ああ、そうだな」とちょっと考えさ

せられることしきりであります。今度は本会議

場で、もっと大々的に質問をしたいと。何かあ

りますか。

○飛田教育長 実は、私も読みました。私が読

んで、こういうとこが大事だと私が感じたこと

をまとめてうちの幹部に配りました。

７日の日に、その著者に来てもらって、先ず

隗より始めよということで、うちの職員と市町

村にも呼びかけをして研修会をしようと思って

ます。

学者がデータをとってやることというのは、

データによっていろいろ、それはとり方はある

けど、そういう目線を持つということは極めて

大切だということは本当に感じました。

○井本委員 ７日の日に、著者の中室さんだっ

たかね。来られて、早速講演されるというから、

宮崎の教育委員会にしてはえらい早いなと思っ

て感心しておりましたが、私も寄らせてもらい

ます。

○中野委員 さっき井本委員が言ったように、

学力向上改善したというけど、結果は全国の半
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分にも届かなかったと。何が効果が出たかわか

らんわけ。だけど、今のところは、それしか客

観的に数字がないわけです。あれが悪いという

ことであれば言えばいいんですよ。あれは、こ

ういう問題があるから、うちのテストとの比較

できませんと言う。それがなければ、とりあえ

ずあれが基準だろうと。いや、本当、宮崎県の

子供は、皆さんの子供もそうよ。全国と比較し

て学び方が、頭が悪いのかわからんけど、勉強

が足りんのかもわからんけど。だから、この成

果というのは、後の手段しか書いてないです。

最初の目的がどうだったかというのは書いてな

い。手段と目的が全てものを言うというのはあ

れやけど。だから、そこ辺はしっかり。教育長、

宮崎の教育水準、みんなで話して明確に出して

ください。

○日高副主査 先ほどデータの話が出たんです

けど、さすがに今後の財政力指数だとか、この

税収はどんだけあるのかとか、出生率はどうな

のかというデータってまちまちですよね。です

から、国のデータというよりも東京財団が出し

ているデータのほうが間違いなく真実に近いと

いう。県が出している今回の総合計画のプラン、

人口戦略プラン。あれもなかなか出生率2.07、

本当、現実的なのかなと若干思ってるんで、そ

の辺も教育委員会にも言えるんだなと、何か

ちょっとこう思ったんですけど。

質問しますが、322ページの「「未来の防災へ

つなぐ」安全教育推進」とある。この予算、こ

れは国が10分の10ですね。もう国が100％で、持

ち出しなしということですね。

○永山学校支援監 この事業の中で、国の部分

と県単の分が２つございまして、防災教育推進

校を指定しているこの取り組みについては、国

の10分の10で行っているところです。

あと、高校生の防災の基礎講座あるいは指導

者養成研修等につきましては、県単の事業とい

うことで行っているところであります。

○日高副主査 これは、６月に出た30億の南海

トラフ関係の基金が、予算がさかのぼって計上

されたわけではないんですね。

○永山学校支援監 それではないというふうに。

○日高副主査 わかりました。

次に、キャリア教育についてですけど、これ

が325ページ。教育長は、最初の説明で、この教

育行政というのは「人づくり」だというところ

が１番になる。１番なのは、我々がいつも求め

ていかなくちゃいけないのは、ここにある自立

した社会人・職業人を育む、将来的にそういっ

た立派な成人になった子供たちを世の中に出し

ていくのが、我々の役目であるのは一番だと私

は思っております。

今回、ガイドラインをつくられているのか、

これからつくるのか、もうできてるのかわから

ないですけど、その辺についてちょっとお聞か

せください。

○川越学校政策課長 ガイドラインにつきまし

ては、国からの指針等も今後出ますので、それ

を含めて検討に入る予定でございます。

○日高副主査 このキャリア教育総合推進事業

について、これが日向でキャリア教育支援セン

ター等運営と。これも３年のモデル事業で、ま

た黙っとったらパッとなくなるものかなという

ような気がして、これは黙ってたらいかんなと。

今後、この教育委員会とか、宮崎県全体の総合

戦略として、キャリア教育というのは重要なこ

とだと思います。

前回のこの委員会でも教育長が、商工観光労

働部と労働局と連携してやるんだということで

あったんで、それはそれなりにキャリア教育推
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進基地とか局とか、そういった新しい取り組み

は、横糸横断式で必要な部分かなと思ってます

が、教育長に聞いていいのかわからないけど、

その辺ちょっとお願いします。

○飛田教育長 せんだっては、県内就職をどう

するかということ、それから離職をどうするか

ということで、そういう協働で、今やってると

いうお話を申し上げまして、キャリア教育もそ

の中で、例えば日向がやっていただいたことで

一番よかったのは、商工会議所と市がバックアッ

プいただいて一つの成果を上げたということだ

と思うんですね。ですから、そういう動きはし

ていきます。

商工会議所にもかなりお願いをしたいと思い

ますが、私たちの中でも、来年度に向けては県

下全体に何か波及できるようなことはできない

かということを、今、検討を始めているところ

です。

○日高副主査 意気込みは十分わかって、方向

性もまさにそうだと思うんです。しかし、これ

順序がありまして、多分３年の事業で、あれも

完全に成果が出たから、次にという……。本当

にまだ道半ばぐらいのところなのかなと、若干

思っているところなんですよね。ですから、成

功するためには、周りからじわじわ上がってい

くことも必要なことかなと。そういったのも教

育長の頭に入れてもらって、しっかりと外堀を

きちっと埋めた中で広めていくことも必要かな

と思いますので、よろしくお願いいたします。

先ほど、田口委員からありましたけど、自分

のふるさとは皆好きだと言うけど、実質、地元

のことはなかなか物が言えない。でも、今、日

向がやっているのはグローバルじゃなくてグロ

ーカルということで、まず自分の地元をきちっ

と知って、知った中で世界とか日本全体へ出て

いくというような新しいやり方をしてますんで、

そういったことも絡めてやっていただきたいな

と思います。

最後に、345ページ。このスポーツメディカル

サポート推進事業とあって、これ、アスレティッ

クトレーナー認定者が14名ということで、かな

り優秀なトレーナーさんもいらっしゃるという

ことも聞いております。しかし、今後、スポー

ツ誘致とか、ワールドカップのラグビーか何か

の海外チーム誘致とかも考えてらっしゃいます

よね。

そしたら、例えばトレーナーはじわりじわり

治していくんですよ。ところが、脱臼とか骨が

ずれたとかのときには、すぐ治さないといかん

ですよね。ということは、柔道整復師とかとの

連携は考えてないのか、ちょっとお伺いします。

○古木スポーツ振興課長 今、県体協の認定の

アスレティックトレーナーの認定者、ことし14

名おりますけれども、この内訳もいろんな病院

の理学療法士の方が多いんですけど、中には民

間の柔道整復師、鍼灸師の方等々も含まれてお

りますので、今後また、そういった柔道整復師

等の方にも呼びかけをして、これで参加をいた

だきながら、県の認定のトレーナーをつくって。

さらに、今、県としては、県体協認定だけでは

なくて、日本体育協会認定のトレーナー養成と

いうので、その中から毎年１人は派遣をして取っ

てもらうようなことで、そういったプロとか、

今後そういったものを誘致するに当たっては、

やはり日体協公認のトレーナーあたりをふやし

ていくことが将来的には必要だと思います。病

院の理学療法士さんだけでは非常に人数が足り

ませんし、今、副主査がおっしゃったように、

そういう柔道整復師の方等にも呼びかけていき

たいと思います。
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○日高副主査 柔道整復師の協会が宮崎にあり

まして、ぜひボランティアで協力していきたい

ということでありますので、ぜひ、つないでいっ

てプラスにしてもらいたいと思います。

それと、もう最後ですね、「みんながスポーツ

“1130”県民運動」ですね。これ、正直、広まっ

てないんですよ。私は日向でスポ少の本部長を

していますんで、来年度から結団式で1130体操

を取り入れることにしました。これは、もう全

体的にばらまいたらどうですかね。自分たちだ

けの計画だけでこのダンスとかいうんじゃなく

て、もう必然的に、県がタッチせんでもいろん

なところでこの体操がやってるみたいな、自然

になじんでくるというような、そういったこと

に取り組んだほうがいいと思うんですけど、ど

うでしょうか。

○古木スポーツ振興課長 ありがとうございま

す。この1130体操については、この1130県民運

動の一つのシンボル的な運動として取り組んで

おります。

県がスポーツ推進員の方、それぞれ市町村の

方、あるいは総合型スポーツクラブの方々にも

御協力をいただきながら、地域で取り組んでい

ただいてるところでございます。ただ、そのほ

かにも、今、それぞれ地域の中で方言を使った

ラジオ体操等も非常に人気が出ておりまして、

そういったもの等もあるんですけど、この1130

体操というのは、一つは、この1130県民運動の

一つのシンボルとしてやっているところでござ

います。これを、ぜひたくさんの方に今後は広

めていけるようにまた努力して、いろんな市町

村の方々との連携をさらに深めていきたいなと

考えているところです。

○日高副主査 県民1130運動といえば、各地に

ラジオ体操というのはわかりますけど、やっぱ

り広めていかんと意味がないですよね。市歌を

知らないみたいなもんと一緒で、これは広めて

いく必要がある。私は遠慮することはないと。

教育長は、そうは思わないですか。

○古木スポーツ振興課長 ありがとうございま

す。今、これを広めるに当たっては、ＤＶＤ等

を非常に配布をしてます。各総合型スポーツク

ラブ、市町村のスポーツ推進委員の方々、健康

運動指導士会、県のレクリエーション協会等々、

ＤＶＤも配っております。あと、それぞれの、

例えば地域のクラブで高齢者の健康教室あたり

に、うちの職員が直接出前講座で参りまして指

導をしたり、そういったこともやっております

ので、今後、こういうものがあるというＰＲを

もう少し啓発をして、活用していただけるよう

に取り組んでいきたいと思います。ありがとう

ございます。

○日高副主査 「こういうものがある」じゃ、

ちょっと弱いですよね。「これをやりましょうよ、

皆さん」と言わないと。これは544万9,000円で、

予算もかかってますしね。そしたら、今の中で

は、事業の順位としては低いということですね。

例えば甲子園事業のほうが高いですよね、そう

いうあれでいくとですね。その辺でちょっと広

めてもらいたいと思います。

最後に、教育長に一つ。スポーツ庁ができま

した。今後、教育委員会としては、このスポー

ツ庁とどういうつき合い方をしていくのかだけ、

教育長にお願いします。

○飛田教育長 実は、国体の誘致にお願いに行っ

たときに、文部科学省にも行きましたけど、障

がい者スポーツ協会にも行きましたし、日体協

にも行きました。その後、私は日体協にまた、

ありがとうございましたとお伺いしました。い

ろんなそういうルートをつくっておくことが、
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人的ネットワークが場合により、予算的なネッ

トワークに広がっていくので、積極的にネット

ワークを広げていきたいと考えております。

○日高副主査 これまでとどう変わってくるの

かなと思うんですよね。今までとは違いますよ

ね。文部科学省の中に１つの係があってやって

いた。今回は、もうスポーツ庁ができて、新し

く施設の整備も図ったり、オリンピックまでの

どうのとか、競技力向上も健康増進もいっぱい

入ってるんですけど、そのつき合い方ですよね。

どう評価してどう生かすかという。きょうは、

まだわからんけど、また次ということでいいで

す。

○飛田教育長 スポーツ文化を国民に広く知っ

てもらって普及し、それの大切さを理解しても

らういい機会になったと思いますし、2020年を

考えても、オリンピック・パラリンピック。あ

るいは大きな意味でのスポーツ振興に非常に価

値があると思っています。それで、それをうち

の県として、言葉は悪いですけど、どう活用す

るかという意味において、さっきお答えさせて

いただいたんですが、鈴木さんにもお会いした

こともございますので、また、ぜひ一生懸命、

一緒にやらせてくださいということをアピール

をしていきたいと考えております。

○日高副主査 ありがとうございました。

○重松主査 よろしいですか。ほか、ございま

せんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松主査 それでは、以上をもって教育委員

会を終了いたします。

執行部の皆さん、お疲れさまでした。

暫時休憩いたします。

午後３時24分休憩

午後３時34分再開

○重松主査 分科会を再開いたします。

まず、採決についてでありますが、10月６日

火曜日の13時30分に採決を行いたいと思います

が、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松主査 それでは、そのように決定いたし

ます。

その他、何かございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松主査 何もないようですので、以上で、

本日の分科会を終了いたします。

午後３時35分散会
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午後１時31分再開

出席委員（７人）

主 査 重 松 幸次郎

副 主 査 日 高 博 之

委 員 緒 嶋 雅 晃

委 員 井 本 英 雄

委 員 中 野 明

委 員 田 口 雄 二

委 員 図 師 博 規

欠席委員（なし）

委員外委員（なし）

事務局職員出席者

政策調査課主幹 西久保 耕 史

議 事 課 主 事 八 幡 光 祐

○重松主査 分科会を再開いたします。

まず、議案の採決を行いますが、採決の前に、

議案につきまして、賛否も含めて御意見をお願

いしたいと思います。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松主査 ないですね。

それでは、採決をいたします。

本分科会に付託されました議案の採決を行い

ますが、よろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松主査 それでは、採決につきまして、議

案ごとがよろしいでしょうか、一括でよろしい

でしょうか。

〔「一括」と呼ぶ者あり〕

○重松主査 それでは、一括して採決いたしま

す。

議案第23号につきまして、原案のとおり認定、

第24号、第25号及び第26号につきましては、原

案のとおり可決及び認定することに御異議あり

ませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松主査 異議なしと認めます。

よって、議案第23号につきましては、原案の

とおり認定、第24号、第25号及び第26号につき

ましては、原案のとおり可決及び認定すべきも

のと決定いたしました。

次に、主査報告骨子（案）についてでありま

す。

主査報告の内容として、御要望はありません

か。

○中野委員 私は、最終的な効果の客観的判断

の学力調査。それに対する評価というのはなかっ

たわけだけど、しっかり。

それと、今言ったようなことを、丸め込まず

に、率直に書いてほしいと。

それと、今の学力調査で平均にわずかに足ら

んぐらいだから、まあまあいいよねという感じ

に受けたわけだけど、やっぱり平均以上を目指

すとか、明確な目標を立てるべきじゃないかな

と私は思っているんだけど。ある程度の点数で

いいよねという話は、私はないと思う。

○緒嶋委員 教育振興基本計画でもそう書いて

あるわけだから、計画を立てた目的に沿って進

めないといかん。

○中野委員 そこはしっかり全国の平均点以上

は目指すとか、それぐらいしっかり。

○図師委員 具体的に、何点上げろとか、何位

になれとかじゃなくて、全国平均は上回るよう

な、授業なり、教員の指導をしていくと。

○中野委員 上位を目指すと書いてあるけど、

実態は平均以下だと。しっかり上位を目指して。

平成27年10月６日(火)
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例えば、上位と宮崎県とどれぐらい差があるか

というのは次の委員会で多分出るだろうから。

○緒嶋委員 教育委員会は、特に「善処を要す

る」というものが物すごく多かったので、体制

をもうちょっと強化すべきじゃないかと。言わ

れた人事異動の問題もあるわけです。

○中野委員 あれは先生が分からんから、事務

職が全てやってると。だから、その配置とか、

そこ辺をしっかり。今後の生徒数の減もある中

で、そこ辺も絡めて、しっかり事務職の採用を

含めて。

○重松主査 指摘事項が多かったということで

すね。

○中野委員 やっぱり、今の事務職の体制に問

題があるんじゃないかと。もうちょっと事務職、

専門職、そういうものを。

○重松主査 暫時休憩いたします。

午後１時38分休憩

午後１時47分再開

○重松主査 分科会を再開いたします。

主査報告につきましては、ただいまの御意見

を参考にしながら正副主査に御一任いただくこ

とで御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○重松主査 それでは、そのようにいたします。

その他、ほかに何かありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

○重松主査 何もないようですので、以上で分

科会を終了いたします。

午後１時48分閉会


